
所得税法等の改正

はじめに

　令和 2年度税制改正においては、持続的な経済
成長の実現に向け、オープンイノベーションの促
進及び投資や賃上げを促すための税制上の措置を
講ずるとともに、連結納税制度の抜本的な見直し
を行い、経済社会の構造変化を踏まえ、全てのひ
とり親家庭の子どもに対する公平な税制を実現す
るとともに、NISA（少額投資非課税）制度の見
直しを行うほか、国際課税制度の見直しや納税環
境の整備等を行うこととされ、関係法令の改正が
行われました。
　このうち所得税法等の改正（国際課税関係を除
きます。）では、主に次のような改正が行われま
した。
①　子どもの生まれた環境や家庭の経済事情に関
わらず、全てのひとり親家庭に対して公平な税
制を実現するために、「婚姻歴の有無による不
公平」と「男性のひとり親と女性のひとり親と
の間の不公平」を同時に解消する観点からの未
婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦
（寡夫）控除の改正
②　国外で多額の所得を得ている非居住者を扶養

親族にして扶養控除を適用することができる状
態を改善するための日本国外に居住する親族に
係る扶養控除の適用に関する改正
③　東京オリンピック競技大会・東京パラリンピ
ック競技大会の開催も踏まえ、更なるスポーツ
の振興を支援する観点からのオリンピック競技
大会又はパラリンピック競技大会における成績
優秀者を表彰するものとして交付される金品の
非課税措置の改正
④　民法における配偶者居住権の創設に対応する
ための配偶者居住権に係る所得税法の改正
⑤　新分野の経済活動に対する適正申告のための
環境づくりや適正な課税の確保を行うための雑
所得を生ずべき業務に係る所得税の改正
⑥　税務署長が源泉徴収義務者から源泉所得税の
徴収を断念することなく行えるようにするため
の税務署長による源泉徴収に係る所得税の徴収
に関する改正
⑦　法人が行う告知手続の簡素化などの法人の告
知手続等に関する改正
　これらの改正を含む「所得税法等の一部を改正
する法律」は、去る令和 2年 3月27日に参議院本
会議で可決・成立し、同月31日に令和 2年法律第
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8 号として公布されています。また、関係政省令
等も、それぞれ次のとおり公布されています。
・　所得税法施行令及び災害被害者に対する租税
の減免、徴収猶予等に関する法律の施行に関す
る政令の一部を改正する政令（令 2 . 3 .31政令
第111号）
・　内国税の適正な課税の確保を図るための国外
送金等に係る調書の提出等に関する法律施行令
の一部を改正する政令（令 2 . 3 .31政令第125号）
・　所得税法施行規則の一部を改正する省令（令
2 . 3 .31財務省令第11号）

・　内国税の適正な課税の確保を図るための国外
送金等に係る調書の提出等に関する法律施行規
則の一部を改正する省令（令 2 . 3 .31財務省令
第23号）
・　租税特別措置法施行規則等の一部を改正する
省令（令 2 . 5 .11財務省令第46号）
・　所得税法第 9条第 1項第14号に規定する金品
を指定する件の一部を改正する件（令 2 . 3 .31
財務省告示第75号）
・　所得税法第189条第 1 項の規定に基づき、同
項に規定する所得税法別表第 2の甲欄に掲げる
税額が算定された方法に準ずるものとして財務
大臣が定める方法を定める件の一部を改正する

件（令 2 . 3 .31財務省告示第76号）
・　所得税法施行規則第56条第 1項ただし書、第
58条第 1項及び第61条第 1項の規定に基づき、
これらの規定に規定する記録の方法及び記載事
項、取引に関する事項並びに科目を定める件の
一部を改正する件（令 2 . 3 .31財務省告示第77号）
・　東日本大震災からの復興のための施策を実施
するために必要な財源の確保に関する特別措置
法第29条第 1項第 1号の規定に基づき、同号に
規定する所得税法別表第 2から別表第 4までに
定める金額及び復興特別所得税の額の計算を勘
案して財務大臣が定める表を定める件の一部を
改正する件（令 2 . 3 .31財務省告示第81号）
・　東日本大震災からの復興のための施策を実施
するために必要な財源の確保に関する特別措置
法第29条第 1項第 2号の規定に基づき、同号に
規定する所得税法第189条第 1 項に規定する財
務大臣が定める方法及び復興特別所得税の額の
計算を勘案して財務大臣が定める方法を定める
件の一部を改正する件（令 2 . 3 .31財務省告示
第82号）
　なお、この「所得税法等の改正」の解説におい
て、「令和元年分」は、平成31年 1 月 1 日から令
和元年12月31日までの期間に係る年分をいいます。

一�　未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除
の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　寡婦（寡夫）控除の概要
　居住者が寡婦又は寡夫である場合には、その
年分の総所得金額、退職所得金額又は山林所得
金額から27万円（その居住者が特定の寡婦であ
る場合には、35万円）を控除することとされて
いました（旧所法81、旧措法41の17）。

⑵　寡婦及び特定の寡婦の意義
　上記⑴の「寡婦」とは、次に掲げる者をいうこ
ととされていました（旧所法 2①三十、旧所令11）。

①　夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻
をしていない者又は夫の生死の明らかでない
者で一定のもののうち、扶養親族その他その
者と生計を一にする子でその年分の総所得金
額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額
が48万円以下のものを有するもの
②　上記①に掲げる者のほか、夫と死別した後
婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかで
ない者で一定のもののうち、合計所得金額が
500万円以下であるもの
　また、上記⑴の「特定の寡婦」とは、上記①
に掲げる者のうち扶養親族である子を有するも
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のに該当し、かつ、合計所得金額が500万円以
下である者をいうこととされていました（旧措
法41の17①）。

⑶　寡夫の意義
　上記⑴の「寡夫」とは、妻と死別し、若しく
は妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の
生死の明らかでない者で一定のもののうち、そ
の者と生計を一にする子でその年分の総所得金
額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額が
48万円以下のものを有し、かつ、合計所得金額
が500万円以下であるものをいうこととされて
いました（旧所法 2①三十一、旧所令11の 2 ）。

⑷　給与等に係る源泉徴収制度の概要
　給与等の支払をする者は、その給与等の支払
をする際に所得税を徴収して国に納付しなけれ
ばならないこととされています（所法183①）。
この源泉徴収すべき所得税の額は、その給与等
の態様に応じ、次のように計算します（旧所法
185、186、別表第 2 ～別表第 4）。上記⑴の控
除は給与等に係る源泉徴収の際に適用できるこ
ととされていました。
①　賞与以外の給与等の場合
イ　給与所得者の扶養控除等申告書を提出し
た居住者に対して支払う給与等……その給
与等の金額、その申告書に記載された源泉
控除対象配偶者及び控除対象扶養親族の有
無及びその数に応ずる所得税法別表第 2
（月額表）又は別表第 3（日額表）の甲欄
に掲げる税額
ロ　上記イ及び下記ハに掲げる給与等以外の
給与等……その給与等の金額、従たる給与
についての扶養控除等申告書の提出の有無
並びにその申告書に記載された源泉控除対
象配偶者及び控除対象扶養親族の数に応ず
る所得税法別表第 2又は別表第 3の乙欄に
掲げる税額
ハ　日雇賃金……その給与等の金額に応ずる
所得税法別表第 3の丙欄に掲げる税額

②　賞与の場合
イ　給与所得者の扶養控除等申告書を提出し
た居住者に対して支払う賞与
イ　その居住者に対し、前月中に支払った
又は支払うべき通常の給与等（以下「通
常の給与等」といいます。）がある場合
……その通常の給与等の金額、その申告
書に記載された源泉控除対象配偶者及び
控除対象扶養親族の有無及びその数に応
じ所得税法別表第 4の甲欄により求めた
率をその賞与の金額に乗じて計算した金
額に相当する税額
ロ　上記イ以外の場合……その賞与の金額
の 6分の 1に相当する金額、その申告書
に記載された源泉控除対象配偶者及び控
除対象扶養親族の有無及びその数に応ず
る所得税法別表第 2の甲欄に掲げる税額
の 6倍の金額に相当する税額

ロ　上記イに掲げる賞与以外の賞与
イ　その居住者に対し、前月中に通常の給
与等の支払がある場合……その通常の給
与等の金額に応じ所得税法別表第 4の乙
欄により求めた率をその賞与の金額に乗
じて計算した金額に相当する税額
ロ　上記イ以外の場合…その賞与の金額の
6分の 1に相当する金額に応ずる所得税
法別表第 2の乙欄に掲げる税額の 6倍の
金額に相当する税額

⑸　主たる給与等に係る源泉徴収
①　給与所得者の扶養控除等申告書
　国内において給与等の支払を受ける居住者
は、その給与等の支払者（その支払者が 2以
上ある場合には、主たる給与等の支払者）か
ら毎年最初に給与等の支払を受ける日の前日
までに、「控除対象扶養親族に関する事項」、
「その居住者が特別障害者若しくはその他の
障害者、寡婦、寡夫又は勤労学生に該当する
場合には、その旨及びその該当する事実」、
「同居特別障害者若しくはその他の特別障害
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者若しくは特別障害者以外の障害者又は源泉
控除対象配偶者若しくは控除対象扶養親族が
非居住者である親族である場合には、その
旨」、「その他の事項」を記載した給与所得者
の扶養控除等申告書を、その給与等の支払者
を経由してその給与等につき源泉徴収すべき
所得税に係る納税地の所轄税務署長に提出し
なければならないこととされています（旧所
法194①）。また、この給与所得者の扶養控除
等申告書に記載された源泉控除対象配偶者、
控除対象扶養親族又は障害者が非居住者であ
る場合にはその旨を記載するとともに、その
記載をした居住者はその記載がされた者がそ
の居住者の親族に該当する旨を証する書類を
各人別にその申告書に添付し、又はその申告
書の提出の際に提示しなければならないこと
とされています（旧所法194①②④、旧所令
316の 2 ②、旧所規47の 2 ⑤、73の 2 ②）。
②　源泉徴収税額の計算
　各月（日）の給与等又は賞与に係る源泉徴
収については、上記①の「給与所得者の扶養
控除等申告書」に記載された源泉控除対象配
偶者及び控除対象扶養親族の有無及びその数
並びに障害者の数等に応じて所得税法別表第
2から別表第 4まで又は事務機械を利用する
場合の源泉徴収税額の特例により、源泉徴収
税額を計算することとなります（旧所法185～
189、別表第 2～別表第 4、昭63.12大蔵告185）。
（注）　平成25年から令和19年までの各年分につ

いては、復興特別所得税が課されることと

されていますが、給与等について徴収すべ

き所得税の額及び復興特別所得税の額は、

所得税法の「給与所得の源泉徴収税額表」

（所法別表第 2～別表第 4）に定める所得税

の額及びその所得税の額に2.1％を乗じた復

興特別所得税の額の合計額によらず、所得

税法の「給与所得の源泉徴収税額表」に定

める所得税の額及び復興財確法に定める復

興特別所得税の計算を勘案して財務大臣が

定める表（源泉徴収税額表）を適用して求

めることができることとされています（復

興財確法29①一）。この復興特別所得税込み

の源泉徴収税額表は、「東日本大震災からの

復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法第29条第 1

項第 1 号の規定に基づき、同号に規定する

所得税法別表第 2 から別表第 4 までに定め

る金額及び復興特別所得税の額の計算を勘

案して財務大臣が定める表を定める件」に

より定められています（平24. 3 財務告115）。

また、事務機械を利用して復興特別所得税を

併せて徴収して納付する場合における源泉

徴収税額の特例も適用できることとされて

います（復興財確法29①二、平24. 3 財務告

116）。

③　障害者控除等の適用を受ける者に係る徴収
税額
　給与所得者の扶養控除等申告書にその者が
障害者、寡婦、寡夫又は勤労学生に該当する
旨の記載があるものである場合には、これら
の一に該当するごとに控除対象扶養親族が 1
人あると記載されているものとし、当該申告
書に同一生計配偶者又は扶養親族のうちに障
害者又は同居特別障害者（当該障害者又は同
居特別障害者が非居住者である親族である場
合には、その居住者の親族に該当する旨を証
する書類の提出又は提示がされた障害者又は
同居特別障害者に限ります。）がある旨の記
載があるものである場合には、これらの一に
該当するごとに控除対象扶養親族が他に 1人
あると記載されているものとして、上記②の
源泉徴収税額の計算を行うこととされていま
す（旧所法187）。

⑹　主たる給与等に係る税額の年末調整
　主たる給与等に対する源泉徴収は、上記⑸の
とおり、各月（日）の給与等や賞与の支払の際
に行われますが、その源泉徴収をした税額の 1
年間の合計額はその給与所得者の 1年間の給与
総額について計算した年税額とは一致しないこ
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ととなるため、その年の最後の給与等の支払の
際にその給与所得者の給与所得に対する年税額
と給与等の支払の都度源泉徴収した税額の年間
の合計額の精算（年末調整）を行うこととされ
ています。この年末調整の対象となる者は上記
⑸①の給与所得者の扶養控除等申告書を提出し
た居住者でその年中に支払うべきことが確定し
た給与等の金額が2,000万円以下である者とさ
れています（旧所法190）。
　この年末調整の際に適用される扶養控除、障
害者控除、寡婦（寡夫）控除及び勤労学生控除
については上記⑸①の給与所得者の扶養控除等
申告書（その申告書の提出後、その申告書に記
載した事項に異動が生じたことにより異動内容
を申告している場合にはその申告後のもの）に
記載されたところにより控除額の計算を行うこ
ととされています（旧所法190）。

⑺　従たる給与等に係る源泉徴収
①　従たる給与についての扶養控除等申告書
　 2以上の給与等の支払者から給与等の支払
を受ける給与所得者が、配偶者控除、扶養控
除、障害者控除、寡婦（寡夫）控除、勤労学
生控除及び基礎控除に相当する控除の合計額
を主たる給与等の支払者から受ける給与等か
らでは控除しきれない場合には、その従たる
給与等から控除を受けようとする源泉控除対
象配偶者又は控除対象扶養親族に関する事項
等を記載した「従たる給与についての扶養控
除等申告書」を、その従たる給与等の支払者
を経由してその従たる給与等につき源泉徴収
すべき所得税に係る納税地の所轄税務署長に
提出することができることとされています
（旧所法195①）。また、この「従たる給与に
ついての扶養控除等申告書」に記載された源
泉控除対象配偶者又は控除対象扶養親族が非
居住者である場合にはその旨を記載するとと
もに、その記載をした居住者はその記載がさ
れた者がその居住者の親族に該当する旨を証
する書類を各人別にその申告書に添付し、又

はその申告書の提出の際に提示しなければな
らないこととされています（旧所法195①④、
旧所令318の 2 、旧所規47の 2 ⑤、74の 2 ）。
②　源泉徴収税額の計算
　各月（日）の従たる給与等又は賞与に係る
源泉徴収については、上記①の「従たる給与
についての扶養控除等申告書」に記載された
源泉控除対象配偶者及び控除対象扶養親族の
数に応じて所得税法別表第 2から別表第 4ま
でにより、源泉徴収税額を計算することとな
ります（旧所法185、186、188、別表第 2 ～
別表第 4）。

（注）　従たる給与等についても復興特別所得税が

課され、復興特別所得税込みの源泉徴収税額

表が定められていることは上記⑸②と同様で

すので、上記⑸②（注）を参照してください。

なお、従たる給与等については、事務機械を

利用する場合の源泉徴収税額の特例及び年末

調整の制度はありません。

⑻　公的年金等に係る源泉徴収
　公的年金等の支払をする者は、その公的年金
等の支払をする際に所得税を徴収して国に納付
しなければならないこととされています（所法
203の 2 ）。
①　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書
　国内において公的年金等（一定のものを除
きます。）の支払を受ける居住者は、その公
的年金等の支払者から毎年最初にその公的年
金等の支払を受ける日の前日までに「控除対
象扶養親族に関する事項」、「その居住者が特
別障害者若しくはその他の障害者、寡婦、寡
夫又は勤労学生に該当する場合には、その旨
及びその該当する事実」、「同居特別障害者若
しくはその他の特別障害者若しくは特別障害
者以外の障害者又は源泉控除対象配偶者若し
くは控除対象扶養親族が非居住者である親族
である場合には、その旨」、「その他の事項」
を記載した公的年金等の受給者の扶養親族等
申告書を、その公的年金等の支払者を経由し
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てその公的年金等につき源泉徴収すべき所得
税に係る納税地の所轄税務署長に提出しなけ
ればならないこととされています（旧所法
203の 6 ①）。また、この公的年金等の受給者
の扶養親族等申告書に記載された源泉控除対
象配偶者、控除対象扶養親族又は障害者が非
居住者である場合にはその旨を記載するとと
もに、その記載をした居住者はその記載がさ
れた者がその居住者の親族に該当する旨を証
する書類を各人別にその申告書に添付し、又
はその申告書の提出の際に提示しなければな
らないこととされています（旧所法203の 6 ①
③、旧所令319の10、旧所規47の 2 ⑤、77の 5 ）。
②　源泉徴収税額の計算
　公的年金等に係る源泉徴収については、上
記①の「公的年金等の受給者の扶養親族等申
告書」に記載されたところにより行うことと
されており、その記載された控除対象扶養親
族の有無及びその数、障害者の数並びにその
居住者が寡婦又は寡夫であるかどうか等に応
じて求めた控除額を控除して、源泉徴収税額
を計算することとなります（旧所法203の 3 ）。

（注）　確定給付企業年金等の公的年金等の受給者

の扶養親族等申告書を提出することができな

い公的年金等については、源泉徴収段階にお

いて扶養控除、寡婦（寡夫）控除等に相当す

る控除の適用を受けることはできません。

2 　改正の内容

⑴　改正の趣旨
　これまで、婚姻歴のない、いわゆる未婚のひ
とり親は寡婦（寡夫）控除の対象とはなってい
ませんでした。これについて、かねてより、
・　未婚のひとり親も婚姻歴のある親も経済的
に苦しい状況は同じであり、
・　離婚・死別した親の子どももいわゆる「未
婚の母」等の子どもも「ひとり親の子ども」
という点では同じであって、過去の婚姻歴の
有無で区別することは不公平
といった理由により、寡婦（寡夫）控除の対象

に未婚のひとり親を加えるべきとの主張があり
ました。また、地方自治体において、未婚のひ
とり親家庭の経済状況等を踏まえて、保育料な
どの子育て関係・福祉施策などにおいて、寡婦
と同様の扱いとなるよう独自に「寡婦（寡夫）
控除のみなし適用」を行う例も増加していまし
た（平成30年度の予算措置で全国的にみなし適
用を実施）。
　こうしたことを踏まえ、平成26年度から平成
29年度の与党税制改正大綱においては、検討事
項に、「寡婦控除については、家族のあり方に
も関わる事柄であることや他の控除との関係に
も留意しつつ、制度の趣旨も踏まえながら、所
得税の諸控除のあり方の議論の中で検討を行
う。」と記載がされてきましたが、税制改正プ
ロセスにおいて具体的な議論をするには至って
いませんでした。その後、平成30年度の与党税
制改正大綱の検討事項において「子どもの貧困
に対応するため、婚姻によらないで生まれた子
を持つひとり親に対する税制上の対応について、
児童扶養手当の支給に当たって事実婚状態でな
いことを確認する制度等も参考にしつつ、平成
31年度税制改正において検討し、結論を得る。」
といった記載がなされ、平成31年度税制改正で
は個人住民税の人的非課税の対象に未婚のひと
り親を加える対応や未婚のひとり親を対象とし
た臨時・特別給付金が 1年限りで支給されると
いった対応がとられるとともに、与党税制改正
大綱の検討事項において「子どもの貧困に対応
するため、婚姻によらないで生まれた子を持つ
ひとり親に対する更なる税制上の対応の要否等
について、平成32年度税制改正において検討し、
結論を得る。」旨が記載されました。
　こういった議論を経て、令和 2年度改正にお
いては、提出された税制改正要望やこれまでの
検討事項、議論なども踏まえて本格的に検討が
行われました。その際、寡婦（寡夫）控除の対
象範囲の沿革といったこれまでの未婚のひとり
親に関する議論等に加えて、共働き世帯数が増
加していることや、ひとり親家庭（有業者）の
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平均年収を見た際に、寡夫控除の所得制限とな
っている合計所得金額500万円（年収678万円）
よりも上のひとり親家庭においては、母子家庭
の方が平均年収が高いことなどのデータ等につ
いても議論が行われました。
　改正に当たっては、
・　子どもの立場からすると親の婚姻歴の有無
は無関係であり、婚姻歴による措置内容の差
を設けず、未婚のひとり親にも寡婦（寡夫）
と同様の控除を認めるべき、
・　男女によって税制上の扱いが異なるのは不
公平であり、女性にも男性同様の所得制限を
設けるべき、
・　事実婚状態の者については、執行可能な範
囲で対応を行うべき
という観点を踏まえて検討が行われました。最
終的には子どもの生まれた環境や家庭の経済事
情に関わらず、全てのひとり親家庭に対して公
平な税制を実現する観点から、「婚姻歴の有無

による不公平」と「男性のひとり親と女性のひ
とり親の間の不公平」を同時に解消し、同一の
「ひとり親控除」を適用することとされました
（その際、住民票の続柄に「夫（未届）」「妻
（未届）」の記載がある者は対象外とされまし
た。）。
　また、今回の改正後も、所得500万円（年収
678万円）以下で、子以外の扶養親族を持つ死
別・離別の女性については控除を引き続き適用
することとしています。これは、戦争未亡人が、
家に残されたご老人などを扶養しながら働く場
合、現実には選択できる職業や働き方に制約が
あるなど女性が所得を得る上での特別な事情に
配慮する、死別の場合は離婚の場合と異なり引
き続き夫の家族との関係などの負担を要する、
といった制度の創設・改正当時の趣旨を踏まえ、
現状維持とされたところです。この控除のあり
方については、今後、こうした制度の創設趣旨等
を踏まえて検討する必要があると考えられます。

未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除の見直し

全てのひとり親家庭に対して公平な税制を実現する観点から、「婚姻歴の有無による不公平」と「男
性のひとり親と女性のひとり親の間の不公平」を同時に解消するため、以下の改正を行う。

婚姻歴の有無や性別にかかわらず、生計を一にする子（総所得金額等が48万円以下）を有する単
身者について、同一の「ひとり親控除」（控除額35万円）を適用
上記以外の寡婦については、引き続き控除額27万円を適用することとし、子以外の扶養親族を持
つ寡婦についても所得制限（500万円以下（年収678万円））を設定

2.

1.

所得
500万円

所得
500万円

控除額35万円
控除額27万円

控除額35万円
控除額27万円

ひとり親

寡夫

＜未婚の
ひとり親＞

特別寡婦
寡婦

寡婦ひとり親扶養親族
（子以外）あり

扶養する
子なし

扶養親族
なし

※所得500万円（年収678万円）以下の子以外の扶養親族を持つ死別・離別の女性、扶養親族がいない死別女性については現状のままとなる。
※ひとり親控除、寡婦控除のいずれについても、住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある者は対象外とする。

【令和 2年分以後の所得税について適用】

※全体について事実婚チェックなし ※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未
　届）」の記載がある者は対象外とする

改正前 改正後
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⑵　改正の内容
①　未婚のひとり親に対する税制上の措置（ひ
とり親控除）
　上記⑴のとおり、令和 2年度の税制改正で
は、婚姻歴の有無や性別にかかわらず、生計
を一にする子（総所得金額等が48万円以下）
を有する「単身者」について、同一の「ひと
り親控除」（控除額：35万円）を適用するこ
ととされました。改正前の寡婦（寡夫）控除
の適用対象にいわゆる未婚のひとり親を追加
するにあたり、法制上、必要のない区分を統
廃合し、寡婦控除とひとり親控除に整理し直
すこととされました。
　具体的には、居住者がひとり親である場合
には、その年分の総所得金額、退職所得金額
又は山林所得金額から35万円を控除すること
とされました（所法81）。なお、このひとり
親控除は、給与等に係る源泉徴収及び公的年
金等に係る源泉徴収の段階で適用できること
とされています。
　上記の「ひとり親」とは、現に婚姻をして

いない者又は配偶者の生死の明らかでない者
で一定のもののうち、次に掲げる要件を満た
すものをいうこととされています（所法 2①
三十一）。
イ　その者と生計を一にする子でその年分の
総所得金額、退職所得金額及び山林所得金
額の合計額が48万円以下のもの（他の者の
同一生計配偶者又は扶養親族とされている
者を除きます。）を有すること。
ロ　合計所得金額が500万円以下であること。
ハ　その者と事実上婚姻関係と同様の事情に
あると認められる者として一定のものがい
ないこと。
　この「事実上婚姻関係と同様の事情にあ
ると認められる者として一定のもの」とは、
次に掲げる場合の区分に応じ次に定める者
とされています（所規 1の 4）。
　これは、今回の改正において婚姻歴のな
い「いわゆる未婚のひとり親」を控除の対
象とするに当たって、事実婚状態の者につ
いては執行可能な範囲で控除の対象外とす

改正前後の所得控除額

配偶関係 死別 離別

合計所得 ～500万 ～500万500万～ 500万～

扶
養
親
族

有
35

27

35

27

27

27

27

27

― ― ―27

子

子
以外

無

配偶関係 死別 離別 未婚の
ひとり親
～500万円

未婚の
ひとり親
～500万円

合計所得 ～500万 ～500万500万～ 500万～

扶
養
親
族

有
35

27

35 35

27

―

―

―

―

― ― ―

―

―27

子

子
以外

無

配偶関係 死別 離別

合計所得 ～500万 ～500万500万～ 500万～

扶
養
親
族

有
27

―

27

―

―

―

―

―

― ― ――

子

子
以外

無

改　正　前 改　正　後
表中の数字は所得控除の額（万円）

配偶関係 死別 離別

合計所得 ～500万 ～500万500万～ 500万～

扶
養
親
族

有
35

―

35 35

―

―

―

―

―

― ― ―

―

――

子

子
以外

無

寡婦控除 ひとり親控除

寡婦（寡夫）控除

本
人
が
女
性

本
人
が
男
性

※合計所得金額500万円＝年収678万円 ※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある者は
　対象外とする
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べきと考えられたことを受けて設けられた
要件ですが、控除の対象者の生活実態等の
全てを確認して事実婚状態かどうかを実質
的に判断することは執行が不可能であると
考えられ、住民票における記載という客観
的に確認することが可能な要素に基づいて
「事実婚かどうか」を線引きすることによ
って、控除の対象から除外することが、現
実的に対応可能であり、合理的な制度設計
であると考えられたため、このような要件
とされたところです。
イ　その者が住民票に世帯主と記載されて
いる者である場合……その者と同一の世
帯に属する者の住民票に世帯主との続柄
が世帯主の未届の夫又は未届の妻である
旨その他の世帯主と事実上婚姻関係と同
様の事情にあると認められる続柄である
旨の記載がされた者
ロ　その者が住民票に世帯主と記載されて
いる者でない場合……その者の住民票に
世帯主との続柄が世帯主の未届の夫又は
未届の妻である旨その他の世帯主と事実
上婚姻関係と同様の事情にあると認めら
れる続柄である旨の記載がされていると
きのその世帯主

（注）　上記の「配偶者の生死の明らかでない者

で一定のもの」とは、船舶が沈没し、転覆

し、滅失し若しくは行方不明となった際現

にその船舶に乗っていた者若しくは船舶に

乗っていてその船舶の航行中に行方不明と

なった者で 3 月以上その生死が明らかでな

い配偶者等をいいます（所令11、11の 2 ①）。

②　寡婦の要件の見直し、寡婦（寡夫）控除の
改組及び寡婦控除の特例の廃止
　上記⑴のとおり、令和 2年度税制改正にお
いては、婚姻歴の有無による不公平の解消と
同時に、「男性のひとり親と女性のひとり親
の間の不公平」も解消することとされ、女性
の寡婦についても、男性の寡夫と同様の要件
とするため、合計所得金額500万円の所得制

限を設けることとされました。
　令和 2年度税制改正は、主として全てのひ
とり親家庭に対して公平な税制を実現すると
の観点から行われたものであり、今回の改正
後も、合計所得金額500万円以下の「扶養親
族のいない死別女性」、「子以外の扶養親族を
持つ離別女性」については、改正前と同様の
27万円の寡婦控除を適用することとされまし
た。これらの方に対する寡婦控除は、「戦争
未亡人で家に残された老人などを扶養する方
への負担軽減」、「亡くなった夫の家族との関
係などの負担を要することへの配慮」といっ
た制度の沿革を踏まえて、今回の改正では存
置することとされたところです。
　具体的には、寡婦の要件について、次の見
直しを行った上で、上記①のひとり親に対す
る税制上の措置に伴い、改正前の寡婦（寡
夫）控除をひとり親に該当しない寡婦に係る
寡婦控除に改組することとされました（所法
2①三十、80）。
イ　扶養親族を有する寡婦についても、合計
所得金額が500万円以下であることの要件
が追加されました。
ロ　その者と事実上婚姻関係と同様の事情に
あると認められる者として一定のものがい
ないことの要件が追加されました。
　この「事実上婚姻関係と同様の事情にあ
ると認められる者として一定のもの」とは、
次に掲げる場合の区分に応じ次に定める者
とされています（所規 1 の 3）。これは上
記①ハと同様です。
イ　その者が住民票に世帯主と記載されて
いる者である場合……その者と同一の世
帯に属する者の住民票に世帯主との続柄
が世帯主の未届の夫である旨その他の世
帯主と事実上婚姻関係と同様の事情にあ
ると認められる続柄である旨の記載がさ
れた者
ロ　その者が住民票に世帯主と記載されて
いる者でない場合……その者の住民票に
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世帯主との続柄が世帯主の未届の妻であ
る旨その他の世帯主と事実上婚姻関係と
同様の事情にあると認められる続柄であ
る旨の記載がされているときのその世帯
主

　なお、改正前の寡夫の定義及び寡夫控除に
ついては、その者と事実上婚姻関係と同様の
事情にあると認められる者として一定のもの
がいないことの要件が追加され、ひとり親に
該当する寡婦とともに、ひとり親の定義及び
ひとり親控除に改正され（所法 2①三十一、
81）、特定の寡婦に係る寡婦控除の特例（控
除額を 8万円加算し、35万円とする特例）は、
上記①のひとり親に対する税制上の措置に伴
い、廃止されています（旧措法41の17）。
③　給与等に係る源泉徴収及び公的年金等に係
る源泉徴収の所要の改正
　ひとり親控除は給与等に係る源泉徴収及び
公的年金等に係る源泉徴収の段階で適用でき
ることとされ、寡婦控除は引き続き給与等に
係る源泉徴収及び公的年金等に係る源泉徴収
の段階で適用できることとされています。
　なお、改正前においては「その居住者が寡
婦又は寡夫に該当する場合には、その旨及び
その該当する事実」を給与所得者の扶養控除
等申告書又は公的年金等の受給者の扶養親族
等申告書に記載することとされていましたが、
ひとり親についてはいわゆる未婚のひとり親
も控除対象となることから、その者のプライ
バシー保護の観点も踏まえ、「その居住者が
寡婦又はひとり親に該当する場合にはその
旨」を記載すれば足りることとされ、「その
該当する事実」の記載を要しないこととされ
ました（所法194①二、203の 6 ①二）。
　上記のほか、上記 1 ⑻の公的年金等に係る
源泉徴収について、ひとり親に該当する者が
支払を受ける公的年金等に係る源泉徴収税額
を計算する際にその公的年金等の金額から控
除する金額は、ひとり親控除の額が35万円で
あることを踏まえ、改正前の特定の寡婦と同

額の 3 万円とされた（所法203の 3 一ニ）ほ
か、上記 1 ⑷から⑻までの制度について、
「寡夫」を「ひとり親」に、「寡婦（寡夫）控
除」を「寡婦控除、ひとり親控除」に改正す
るなど、所要の改正が行われています（所法
187、190二ハ、195①、203の 3 一ハ、別表 2
～別表 4等）。
④　その他の改正
イ　勤労者財産形成住宅（年金）貯蓄非課税
制度の「財産形成住宅（年金）貯蓄の利子
等に対する遡及課税が行われない払出しと
なる災害等の事由」及び未成年者口座内の
少額上場株式等に係る譲渡所得等の非課税
措置の「未成年者口座等からの移管等が契
約不履行等事由に該当しないこととなる災
害等事由」の一つである「その者若しくは
その扶養者が配偶者と死別し、若しくは離
婚したこと又はその配偶者が生死不明とな
ったこと（これらの事由が生じた日の属す
る年の12月31日においてその者又はその扶
養者が寡婦（扶養親族を有するものに限り
ます。）又は寡夫に該当し、又は該当する
ことが見込まれる場合に限ります。）」につ
いて、「寡夫」を「ひとり親」に改正する
など、未婚のひとり親に対する税制上の措
置及び寡婦（寡夫）控除の見直しに伴う所
要の改正が行われています（措令 2の25の
2 三、25の13の 8 ⑧三）。
（注）　「その者若しくはその扶養者が配偶者と

死別し、若しくは離婚したこと又はその

配偶者が生死不明となったこと」部分の

改正は行われていません。

ロ　そのほか、「寡夫」を「ひとり親」に、
「寡婦（寡夫）控除」を「寡婦控除、ひと
り親控除」に改正するなど、所要の改正が
行われています（所法85①、87①、121①
二ロ等）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、原則として、令和 2年分以後
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の所得税について適用することとされています。
なお、源泉徴収の関係は、令和 3年 1月 1日以後
に支払うべき給与等及び公的年金等について適用
することとされていますが、給与所得者について
は、令和 2年分の年末調整において適用できるこ
ととされています。詳細は以下のとおりです。

⑴　本改正の経過措置の原則
　上記 2 ⑵①、②及び④ロの改正は、原則とし
て、令和 2年分以後の所得税について適用し、
令和元年分以前の所得税については従前どおり
とされています（改正法附則 2）。

⑵　改正前に死亡した者等に対する改正前の寡婦
（寡夫）控除の適用の経過措置
　令和 2年 4月 1日前に死亡した者、同日前に
令和 2 年分の所得税につき所得税法第127条の
規定による確定申告書（以下「出国をする場合
の確定申告書」といいます。）を提出した者及
び同日前に同年分の所得税につき決定を受けた
者（これらの者のうち改正前の寡婦又は寡夫で
あるものとして改正前の寡婦（寡夫）控除の適
用がある者であって、改正後の寡婦又はひとり
親に該当しないこととなるものに限ります。）
についての改正前の寡婦（寡夫）控除の適用に
ついては、従前どおりとされています（改正法
附則 6）。

⑶　本改正の源泉徴収に関する経過措置
　上記 2 ⑵③の改正（年末調整に係る部分を除
きます。）は令和 3 年 1 月 1 日以後に支払うべ
き給与等又は公的年金等について適用し、同日
前に支払うべき給与等又は公的年金等について
は従前どおりとされています（改正法附則 8①
⑦、 9①②）。

⑷　本改正の年末調整に関する経過措置
　上記 2 ⑵③の改正（年末調整に係る部分に限
ります。）は、令和 2 年中に支払うべき給与等
でその最後に支払をする日が令和 2年 4月 1日

以後であるものについて適用し、同年中に支払
うべき給与等でその最後に支払をする日が令和
2年 4月 1日前であるものについては従前どお
りとされています（改正法附則 8②）。

⑸　改正後の寡婦又はひとり親に該当しないこと
となる者の年末調整に関する経過措置
　上記⑷により年末調整をする場合において、
改正前の寡婦（旧租税特別措置法の特定の寡婦
（以下「旧租税特別措置法の寡婦」といいま
す。）を除きます。以下「旧所得税法の寡婦」
といいます。）若しくは改正前の寡夫又は旧租
税特別措置法の寡婦に該当する旨の記載がある
給与所得者の扶養控除等申告書を提出している
者であって、改正後の寡婦又はひとり親に該当
しないこととなる者は、給与等の支払者からそ
の年最後に給与等の支払を受ける日の前日まで
に、その旨その他の事項を記載した申告書を、
当該支払者を経由して、その給与等に係る所得
税の納税地の所轄税務署長に提出しなければな
らないこととされています（改正法附則 8③、
改正所規附則 8①）。
　例えば、扶養親族を有する寡婦で合計所得金
額500万円超の者や事実婚状態である寡婦が該
当し、年末調整の際に給与等の支払者に寡婦及
びひとり親に該当しない旨を申告し、年末調整
における寡婦控除及びひとり親控除を適用しな
いこととなります。

⑹　改正後のひとり親に該当することとなる者の
年末調整に関する経過措置
　上記⑷により年末調整をする場合において、
旧所得税法の寡婦若しくは改正前の寡夫若しく
は旧租税特別措置法の寡婦に該当する旨の記載
がない給与所得者の扶養控除等申告書を提出し
ている者又は旧所得税法の寡婦に該当する旨の
記載がある給与所得者の扶養控除等申告書を提
出している者であって、ひとり親に該当するこ
ととなる者は、ひとり親に該当するものとして
ひとり親控除の額に相当する金額の控除を受け
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ようとする場合には、給与等の支払者からその
年最後に給与等の支払を受ける日の前日までに、
ひとり親に該当する旨その他一定の事項を記載
した申告書を、当該支払者を経由して、その給
与等に係る所得税の納税地の所轄税務署長に提
出しなければならないこととされています。こ
の場合において、当該申告書を提出した者は、
給与所得者の扶養控除等申告書にひとり親に該
当する旨の記載があるものとして年末調整が行
われます（改正法附則 8④、改正所規附則 8②）。
　例えば、いわゆる未婚のひとり親が該当し、
年末調整の際に給与等の支払者にひとり親であ
る旨を申告し、年末調整におけるひとり親控除
を適用することとなります。

⑺　改正前後で控除額が変わらない者の年末調整
に関する経過措置
　上記⑷により年末調整をする場合において、
旧所得税法の寡婦に該当する旨の記載がある給
与所得者の扶養控除等申告書を提出している者
であって上記⑸又は⑹による申告書の提出をし
ていない者は給与所得者の扶養控除等申告書に
改正後の寡婦に該当する旨の記載があるものと、
改正前の寡夫又は旧租税特別措置法の寡婦に該
当する旨の記載がある給与所得者の扶養控除等
申告書を提出している者であって上記⑸による
申告書の提出をしていない者は給与所得者の扶
養控除等申告書にひとり親に該当する旨の記載
があるものとして年末調整が行われます（改正
法附則 8⑤）。
　例えば、旧租税特別措置法の寡婦、旧所得税
法の寡婦、改正前の寡夫に該当する者で事実婚
状態にない者が該当し、給与所得者の扶養控除
等申告書に記載済みであるため、年末調整にお

いて、旧所得税法の寡婦については寡婦控除、
旧租税特別措置法の寡婦及び改正前の寡夫につ
いてはひとり親控除を適用することとなります。

⑻　上記⑸又は⑹による申告書に係る給与所得者
の扶養控除等申告書のみなし適用
　上記⑸又は⑹による申告書は給与所得者の扶
養控除等申告書とみなして、所得税法（給与所
得に係る源泉徴収義務及び徴収税額を除きま
す。）その他所得税に関する法令の規定を適用
することとされています（改正法附則 8⑥）。

⑼　施行日前に出国をした者に係る更正の請求の
特例
　令和 2年 4月 1日前に令和 2年分の所得税に
つき出国をする場合の確定申告書を提出した者
及び同日前に同年分の所得税につき決定を受け
た者は、当該確定申告書に記載された事項又は
当該決定に係る事項（これらの事項につき同日
前に更正があった場合には、その更正後の事
項）につきひとり親控除の適用により異動を生
ずることとなったときは、その異動を生ずるこ
ととなった事項について、同日から 5年以内に、
税務署長に対し、更正の請求をすることができ
ることとされています（改正法附則12）。

⑽　勤労者財産形成住宅（年金）貯蓄非課税制度
及び未成年者口座内の少額上場株式等に係る譲
渡所得等の非課税措置の経過措置
　上記 2 ⑵④イの改正は、令和 2年 4月 1日以
後に生ずる災害等の事由及び災害等事由につい
て適用し、施行日前に生じた災害等の事由及び
災害等事由については従前どおりとされていま
す（改正措令附則 2、21①）。
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二　日本国外に居住する親族に係る扶養控除の適用に関する改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　扶養控除の概要
　居住者が控除対象扶養親族を有する場合には、
その居住者のその年分の総所得金額、退職所得
金額又は山林所得金額から、次の扶養親族の区
分に応じ、その控除対象扶養親族 1人につき次
の金額が控除されます（旧所法 2①三十四～三
十四の四、84、措法41の16）。
①　一般の扶養親族（年齢16歳以上19歳未満又
は23歳以上70歳未満の扶養親族）……38万円
②　特定扶養親族（年齢19歳以上23歳未満の扶
養親族）……63万円
③　老人扶養親族（年齢70歳以上の扶養親族。
下記④に該当する者を除きます。）……48万
円
④　同居老親等の老人扶養親族……58万円
（注）　上記の「同居老親等の老人扶養親族」と

は、老人扶養親族のうちその居住者又はそ

の居住者の配偶者の直系尊属であり、かつ、

その居住者又はその居住者の配偶者と同居

を常況としている者をいいます（措法41の

16①）。

⑵　扶養親族の意義
　上記⑴の「扶養親族」とは、居住者の親族
（配偶者を除きます。）並びに児童福祉法第27条
第 1項第 3号の規定により同法第 6条の 4に規
定する里親に委託された児童及び老人福祉法第
11条第 1項第 3号の規定により同号に規定する
養護受託者に委託された老人で、その居住者と
生計を一にするもののうち合計所得金額が48万
円以下である者をいい、控除対象扶養親族とは
扶養親族のうち年齢16歳以上の者をいうことと
されています（旧所法 2①三十四・三十四の二）。
　なお、上記の扶養親族であっても、青色事業
専従者として専従者給与の支払を受けている者

又は事業専従者に該当する者は、所得要件に関
係なく、そもそも扶養親族には該当しないこと
とされています（所法 2①三十四）。

⑶　親族の意義
　上記⑵の「親族」とは、民法の規定による 6
親等内の血族又は 3親等内の姻族をいうものと
解されています。また、その居住者と生計を一
にする者であれば、日本国内に居住することな
どの要件は課されておらず、非居住者である親
族（以下この 1において「国外居住親族」とい
います。）も上記の要件を満たせば扶養親族に
該当することとなります。
　ただし、平成27年度税制改正により平成28年
分以後の所得税については、次のとおり、国外
居住親族に係る扶養控除の適用について、一定
の書類の添付等の義務付けがなされています。
①　確定申告において、国外居住親族に係る扶
養控除の適用を受ける居住者は、親族関係書
類及び送金等関係書類を確定申告書に添付し、
又は確定申告書の提出の際に提示しなければ
ならないこととされています。ただし、下記
②又は③により既に添付又は提示をしたこれ
らの書類については、確定申告書に添付又は
提示を要しないこととされています（旧所法
120③、旧所令262③）。
②　給与等又は公的年金等の源泉徴収において、
国外居住親族に係る扶養控除の適用を受ける
居住者は、親族関係書類を扶養控除等申告書
等に添付し、又はその申告書等の提出の際に
提示しなければならないこととされています
（旧所法194④、195④、203の 6 ③、旧所令
316の 2 ②、318の 2 、319の10）。
③　給与等の年末調整において、国外居住親族
に係る扶養控除の適用を受ける居住者は、送
金等関係書類を扶養控除等申告書に添付し、
又はその申告書の提出の際に提示しなければ
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ならないこととされています（旧所法194⑥、
旧所令316の 2 ③）。

（注）　上記は、配偶者控除、配偶者特別控除及び

障害者控除も同様とされています。

⑷　親族関係書類及び送金等関係書類
①　親族関係書類（親族に該当する旨を証する
書類）
　次のいずれかの書類でその控除を受けよう
とする国外居住親族が居住者の親族である旨
を証するもの（その書類が外国語で作成され
ている場合には、その翻訳文を含みます。）
とされています（旧所規47の 2 ⑤）。以下こ
の書類を「親族関係書類」といいます。
イ　戸籍の附票の写しその他の国又は地方公
共団体が発行した書類及び旅券の写し（主
にその国外居住親族が海外留学中の者など
日本国籍を有する者である場合は、こちら
の書類の添付等をすることになるものと考
えられます。）
ロ　外国政府又は外国の地方公共団体が発行
した書類（国外居住親族の氏名、生年月日
及び住所又は居所の記載があるものに限り
ます。）（主にその国外居住親族が日本国籍
を有しない者である場合で、出生証明書等
が考えられます。）

②　送金等関係書類（生計を一にすることを明
らかにする書類）
　次に掲げる書類であって、その居住者がそ
の年においてその国外居住親族の生活費又は
教育費に充てるための支払を必要の都度、各
人に行ったことを明らかにするもの（その書
類が外国語で作成されている場合には、その
翻訳文を含みます。）とされています（旧所
規47の 2 ⑥）。以下この書類を「送金等関係
書類」といいます。
イ　金融機関の書類又はその写しで、その金
融機関が行う為替取引によって居住者から
国外居住親族に支払をしたことを明らかに
するもの（送金依頼書等が考えられます。）

（注）　上記の「金融機関」とは、内国税の適

正な課税の確保を図るための国外送金等

に係る調書の提出等に関する法律第 2 条

第 3 号に規定する金融機関をいいます

（旧所規47の 2 ⑥一）。具体的には銀行な

どです。

ロ　クレジットカード等購入あっせん業者の
書類又はその写しで、クレジットカード等
を国外居住親族が提示し又は通知して、特
定の販売業者から商品若しくは権利を購入
し、又は特定の役務提供事業者から有償で
役務の提供を受けたことにより支払うこと
となるその商品若しくは権利の代金又はそ
の役務の対価に相当する額の金銭を居住者
から受領し、又は受領することとなること
を明らかにするもの（クレジットカードの
利用明細書等が考えられます。）
（注 1）　上記の「クレジットカード等購入あ

っせん業者」とは、クレジットカード

等をこれにより商品若しくは権利を購

入しようとする者又は役務の提供を受

けようとする者（以下「利用者たる顧

客」といいます。）に交付し又は付与し、

その利用者たる顧客がそのクレジット

カード等を提示し又は通知して特定の

販売業者から商品若しくは権利を購入

し、又は特定の役務提供事業者から有

償で役務の提供を受けたときは、その

販売業者又は役務提供事業者にその商

品若しくは権利の代金又はその役務の

対価に相当する額の金銭を直接に又は

第三者を経由して交付するとともに、

その利用者たる顧客から、あらかじめ

定められた時期までにその代金若しく

はその対価の合計額の金銭を受領し、

又はあらかじめ定められた時期ごとに

その合計額を基礎としてあらかじめ定

められた方法により算定して得た額の

金銭を受領する業務を行う者をいいま

す（旧所規47の 2 ⑥二）。具体的にはい
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わゆるクレジットカード発行会社など

です。
（注 2）　上記の「クレジットカード等」とは、

それを提示し又は通知して、特定の販

売業者から商品若しくは権利を購入し、

又は特定の役務提供事業者から有償で

役務の提供を受けることができるカー

ドその他の物又は番号、記号その他の

符号をいいます（旧所規47の 2 ⑥二）。

具体的にはいわゆるクレジットカード

などです。

⑸　給与等に係る源泉徴収及び公的年金等に係る
源泉徴収
　前述「一　未婚のひとり親に対する税制上の
措置及び寡婦（寡夫）控除の改正」の 1 ⑷から
⑻までをご参照ください。

2 　改正の内容

⑴　改正の趣旨
　国際化の進展に伴い、外国人労働者の増加や
外国人を配偶者とする国際結婚の増加等により、
国外に居住している親族を扶養控除の対象とす
る納税者が増加してきているものと考えられま
す。
　所得税法において、所得控除の適用を受ける
場合には、課税の適正性を担保する観点から、
確定申告書の提出の際等に書類の添付等を義務
付けることを基本としています。会計検査院の
平成25年度決算検査報告（平成26年11月 7 日）
における指摘にもあるとおり、国内に居住して
いる扶養親族については市町村等と国税当局と
の連携により扶養控除の要件を満たしているか
の確認が税務署において行える一方で、国外に
居住している扶養親族については事実確認や実
態把握が容易であるとはいえず、多数の親族を
扶養控除の対象としているのに適用要件を満た
しているか十分な確認ができていないまま扶養
控除が適用されているなどの状況にありました。
　上記のような状況を踏まえ、平成27年度税制

改正において、非居住者である親族に係る扶養
控除等の適用を受ける際には、確定申告書等に
親族であること及び生計を一にすることを確認
できる書類の添付等を義務付けることとされま
した。
　一方で、その後においても、非居住者である
親族の所得要件の判定が国内源泉所得ベースで
行われているために、例えば国外で多額の所得
を得ている者を扶養親族にして扶養控除の適用
を受けることができてしまうという課題があり、
このような状態を改善するために、令和 2年度
税制改正において、非居住者である親族に係る
扶養控除の適用について、対象となる扶養親族
の範囲を見直すことなど、更なる適正化を行う
こととされたところです。
（参考）　外国人材の受入れ・共生のための総合的

対応策（平成30年12月25日関係閣僚会議決

定）（抄）

　国外居住親族に係る扶養控除等の適用に

ついては、所得要件の判定において国内源

泉所得が用いられており、国外で一定以上

の所得を稼得している親族でも控除の対象

とされているとの課題があることを踏まえ、

所得の少ない親族の扶養による担税力の低

下を調整するという扶養控除等の制度趣旨

や執行可能性、諸外国の制度とのバランス

等に留意しつつ、更なる適正化について検

討を行う。

　なお、平成27年度税制改正においては、添付
書類の義務化という適正化であったことから、
扶養控除のほか配偶者控除、配偶者特別控除及
び障害者控除についても見直しの対象とされま
したが、今回は控除の対象者の範囲を限定する
改正であることも踏まえ、配偶者に係る控除は
最大でも 1人しか控除対象とならず控除額が多
額となるような事態にはつながらないこと、障
害者については引き続き控除対象扶養親族とさ
れたことから、今回は、扶養控除に限定して改
正を行うこととされました。
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⑵　改正の内容
①　控除対象扶養親族の定義の改正
　控除対象扶養親族は、扶養親族のうち、非
居住者については年齢16歳以上30歳未満の者
及び年齢70歳以上の者並びに年齢30歳以上70
歳未満の者であって次に掲げる者のいずれか
に該当するものとされました（所法 2①三十
四の二）。
　これは、非居住者である親族の所得要件の
判定が国内源泉所得ベースで行われているこ
とを踏まえ、年齢が30歳から69歳までである
非居住者は所得の稼得能力があると考えられ
ることから、基本的には扶養控除の対象外と
しつつ、所得の稼得能力があると考えにくい
学生や障害者は引き続き扶養控除の対象とで
きることとし、さらに、年間で受け取った送
金額が38万円以上である者についても、真に
所得が低い可能性を否定しきれず、また、送
金する納税者本人側における担税力減殺の可
能性も否定できないことから、扶養控除の対
象とできることとされたところです。
イ　留学により国内に住所及び居所を有しな
くなった者
ロ　障害者
ハ　その居住者からその年において生活費又
は教育費に充てるための支払を38万円以上
受けている者

②　主たる給与等に係る源泉徴収
　国内において給与等の支払を受ける居住者
がその主たる給与等の支払者に提出すること
とされている給与所得者の扶養控除等申告書
に、源泉徴収段階において控除を受けようと
する扶養控除の対象となる親族が非居住者で
ある場合には「その旨」に加えて「控除対象
扶養親族に該当する事実」を記載しなければ
ならないこととされ、その記載をした居住者
はその記載がされた者（以下③までにおいて
「国外居住親族」といいます。）の控除対象扶
養親族に該当する事実が留学により国内に住
所及び居所を有しなくなった者に該当するこ

とである場合には「親族関係書類」に加えて
「留学により国内に住所及び居所を有しなく
なった者に該当する旨を証する書類」を各人
別にその申告書に添付し、又はその申告書の
提出の際に提示しなければならないこととさ
れました。なお、年の中途において扶養控除
の対象となる親族を追加する場合の給与所得
者の扶養控除等異動申告書を提出する場合も
同様です（所法194①七④、所令316の 2 ②三、
所規73の 2 ②二）。
　上記の「留学により国内に住所及び居所を
有しなくなった者に該当する旨を証する書
類」は、外国政府又は外国の地方公共団体が
発行した当該国外居住親族に係る次に掲げる
いずれかの書類であって、当該国外居住親族
が外国における出入国管理及び難民認定法別
表第一の四の表（在留資格）の留学の在留資
格に相当する資格をもって当該外国に在留す
ることにより国内に住所及び居所を有しなく
なった旨を証するもの（当該書類が外国語で
作成されている場合には、その翻訳文を含み
ます。）とされています（所規47の 2 ⑨各号、
73の 2 ②二）。以下この「留学により国内に
住所及び居所を有しなくなった者に該当する
旨を証する書類」を「留学証明書類」といい
ます。
イ　外国における査証に類する書類の写し
ロ　外国における出入国管理及び難民認定法
第19条の 3に規定する在留カードに相当す
る書類の写し
　なお、各月（日）の給与等又は賞与に係る
源泉徴収税額の計算において国外居住親族に
係る扶養控除として適用される控除は、控除
対象扶養親族に該当する事実が留学により国
内に住所及び居所を有しなくなった者に該当
することである場合には、その国外居住親族
について「親族関係書類」に加えて「留学証
明書類」の添付等がされた者に限られること
となります（所法185～187、別表第 2～別表
第 4 、昭63.12大蔵告185、平24. 3 財務告115、
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平24. 3 財務告116）。
③　年末調整
　上記②の源泉徴収の際に提出をした給与所
得者の扶養控除等申告書に国外居住親族に関
する事項を記載した居住者は、年末調整にお
ける税額の過不足の額の計算上、当該国外居
住親族がその居住者からその年において生活
費又は教育費に充てるための支払を38万円以
上受けている者に該当するものとして扶養控
除の額に相当する金額の控除を受けようとす
る場合には、その年最後に給与等の支払を受
ける日の前日までに、「当該国外居住親族が
その居住者と生計を一にする事実」に代えて
「当該国外居住親族がその居住者からその年
において生活費又は教育費に充てるための支
払を38万円以上受けている者に該当する事
実」等を記載した給与所得者の扶養控除等申
告書を、その給与等の支払者を経由してその
給与等につき源泉徴収すべき所得税に係る納
税地の所轄税務署長に提出しなければならな
いこととされ、「送金等関係書類」に代えて
「国外居住親族がその居住者からその年にお
いて生活費又は教育費に充てるための支払を
38万円以上受けている者に該当することを明
らかにする書類」を各人別にその申告書に添
付し、又はその申告書の提出の際に提示しな
ければならないこととされました（所法194
⑤⑥、所令316の 2 ③、所規73の 2 ③④）。
　上記の「国外居住親族がその居住者からそ
の年において生活費又は教育費に充てるため
の支払を38万円以上受けている者に該当する
ことを明らかにする書類」は、上記 1 ⑷②の
送金等関係書類であって、その居住者から国
外居住親族である各人へのその年における国
外居住親族の生活費又は教育費に充てるため
の支払の金額の合計額が38万円以上であるこ
とを明らかにする書類とされています（所規
73の 2 ③④）。以下この「国外居住親族がそ
の居住者からその年において生活費又は教育
費に充てるための支払を38万円以上受けてい

る者に該当することを明らかにする書類」を
「38万円以上送金等関係書類」といいます。
　なお、年末調整の際に課税総所得金額を算
出する場合において国外居住親族に係る扶養
控除として適用される控除は、控除対象扶養
親族に該当する事実が留学により国内に住所
及び居所を有しなくなった者に該当すること
である場合には「親族関係書類」及び「送金
等関係書類」に加えて「留学証明書類」、控
除対象扶養親族に該当する事実が国外居住親
族がその居住者からその年において生活費又
は教育費に充てるための支払を38万円以上受
けている者に該当することである場合には
『親族関係書類』及び『「送金等関係書類」に
代えて「38万円以上送金等関係書類」』が、
それぞれ添付等された者に限られることとな
ります（所法190）。
④　従たる給与等に係る源泉徴収
　 2以上の給与等の支払者から給与等の支払
を受ける給与所得者が、扶養控除に相当する
控除を主たる給与等の支払者から受ける給与
等からでは控除しきれない場合において、そ
の従たる給与等から控除を受けようとする扶
養控除の対象となる親族が非居住者であると
きは、その旨及び控除対象扶養親族に該当す
る事実を従たる給与についての扶養控除等申
告書に記載しなければならないこととされ、
その記載をした居住者はその記載がされた者
（以下④において「国外居住親族」といいま
す。）の控除対象扶養親族に該当する事実が
留学により国内に住所及び居所を有しなくな
った者に該当することである場合には「親族
関係書類」に加えて「留学証明書類」を各人
別にその申告書に添付し、又はその申告書の
提出の際に提示しなければならないこととさ
れました。なお、年の中途において従たる給
与等から控除を受けようとする扶養控除の対
象となる親族を追加する場合の従たる給与に
ついての扶養控除等異動申告書を提出する場
合も同様です（所法195①四④、所令318の 2
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二、所規73の 2 ②、74の 2 ）。
　なお、各月（日）の給与等又は賞与に係る
源泉徴収税額の計算において国外居住親族に
係る扶養控除として適用される控除は、控除
対象扶養親族に該当する事実が留学により国
内に住所及び居所を有しなくなった者に該当
することである場合には、その国外居住親族
について「親族関係書類」に加えて「留学証
明書類」の添付等がされた者に限られること
となります（所法185、186、別表第 2～別表
第 4、平24. 3 財務告115）。
⑤　公的年金等に係る源泉徴収
　国内において公的年金等の支払を受ける居
住者がその公的年金等の支払者に提出するこ
ととされている公的年金等の受給者の扶養親
族等申告書に、源泉徴収段階において控除を
受けようとする扶養控除の対象となる親族が
非居住者である場合には「その旨」に加えて
「控除対象扶養親族に該当する事実」を記載
しなければならないこととされ、その記載を
した居住者はその記載がされた者（以下⑤に
おいて「国外居住親族」といいます。）の控
除対象扶養親族に該当する事実が留学により
国内に住所及び居所を有しなくなった者に該
当することである場合には「親族関係書類」
に加えて「留学証明書類」を各人別にその申
告書に添付し、又はその申告書の提出の際に
提示しなければならないこととされました。
なお、公的年金等の支払者が国税庁長官の承
認を受けている場合の簡略化した公的年金等
の受給者の扶養親族等申告書を提出する場合
も同様です（所法203の 6 ①六③、所令319の
10二、所規73の 2 ②、77の 5 ）。
　なお、公的年金等に係る源泉徴収税額の計
算において国外居住親族に係る扶養控除とし
て適用される控除は、控除対象扶養親族に該
当する事実が留学により国内に住所及び居所
を有しなくなった者に該当することである場
合には、その国外居住親族について「親族関
係書類」に加えて「留学証明書類」の添付等

がされた者に限られることとなります（所法
203の 3 ）。
⑥　確定申告
　確定申告書に扶養控除に係る親族の判定の
時の現況において非居住者である親族に係る
扶養控除に関する事項の記載をする居住者は、
扶養控除に係る非居住者である親族が年齢30
歳以上70歳未満の者である場合（その非居住
者である親族が障害者である場合を除きま
す。）には、「親族関係書類」及び「送金等関
係書類」に加えて「留学証明書類」又は『親
族関係書類』及び『「送金等関係書類」に代
えて「38万円以上送金等関係書類」』をその
申告書に添付し、又はその申告書の提出の際
に提示しなければならないこととされました
（所法120③三、所令262④、所規47の 2 ⑦～
⑩）。ただし、上記②から⑤までにより既に
添付又は提示をした「親族関係書類」、「送金
等関係書類」若しくは「留学証明書類」又は
「親族関係書類」若しくは「38万円以上送金
等関係書類」については、確定申告書への添
付又は提示を要しないこととされています
（所令262④ただし書）。
（注 1）　上記の「扶養控除等に係る親族の判定

の時」とは、その年12月31日（居住者が

その年の中途において死亡し又は出国を

する場合には、その死亡又は出国の時と

され、非居住者である親族が既に死亡し

ている場合は、その死亡の時）とされて

います（所法85）。
（注 2）　上記の「確定申告書」には、還付を受

けるための申告書（所法122）、確定損失

申告書（所法123）、年の中途で死亡した

場合の確定申告書（所法125）、年の中途

で出国をする場合の確定申告書（所法

127）を含みます（以下同じです。）ので、

これらの申告書についても非居住者であ

る親族が年齢30歳以上70歳未満の者であ

る場合（その非居住者である親族が障害

者である場合を除きます。）には留学証明
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書類又は38万円以上送金等関係書類をこ

れらの申告書に添付し、又はこれらの申

告書の提出の際に提示しなければならな

いこととされています（所法122③、123

③、125④、127④）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑵①の改正は、令和 5年分以後の所得
税又は同年 1月 1日以後に支払を受けるべき給
与等若しくは公的年金等について適用し、令和
4年分以前の所得税又は同日前に支払を受ける
べき給与等若しくは公的年金等については従前
どおりとされています（改正法附則 3）。

⑵　上記 2 ⑵②から④までの改正は、令和 5年 1
月 1日以後に支払うべき給与等について適用し、
同日前に支払を受けるべき給与等については従
前どおりとされています（改正法附則 3、8⑧）。
⑶　上記 2 ⑵⑤の改正は、令和 5年 1月 1日以後
に支払うべき公的年金等について適用し、同日
前に支払を受けるべき公的年金等については従
前どおりとされています（改正法附則 3、9③）。
⑷　上記 2 ⑵⑥の改正は、令和 5年分以後の所得
税に係る確定申告書を提出する場合について適
用し、令和 4年分以前の所得税に係る確定申告
書を提出した場合については従前どおりとされ
ています（改正法附則 3、7①）。

三�　オリンピック競技大会又はパラリンピック競技大会における
成績優秀者を表彰するものとして交付される金品の非課税措置
の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　オリンピック競技大会又はパラリンピック競
技大会において特に優秀な成績を収めた者、す
なわち、オリンピック競技大会又はパラリンピ
ック競技大会において第 1位から第 3位までに
入賞した者でオリンピック競技大会及びパラリ
ンピック競技大会優秀者顕彰規程（平成 6年文
部省令第 2号。以下「顕彰規程」といいます。）
第 2条の規定により国の顕彰を受けたものに対
し表彰（顕彰規程第 4条の規定により国が奨励
する同条に規定する表彰をいいます。以下 1に
おいて同じです。）をするものとして公益財団
法人日本オリンピック委員会又は公益財団法人
日本障がい者スポーツ協会から交付される金品
については、所得税を課さないこととされてい
ます（所法 9 ①十四、旧平22. 3 財務告102一・
二）。
⑵　また、オリンピック競技大会において第 1位
から第 3位までに入賞した者で顕彰規程第 2条
の規定により国の顕彰を受けたものに対し表彰
をするものとして公益財団法人日本オリンピッ

ク委員会に加盟している一定の団体から交付さ
れる金品（次の金品の区分に応じ、次の金額に
限ります。）についても所得税を課さないこと
とされています（所法 9①十四、旧所令28、旧
平22. 3 財務告102三）。
①　オリンピック競技大会において第 1位に入
賞したことの表彰をするものとして交付され
る金品……300万円
②　オリンピック競技大会において第 2位に入
賞したことの表彰をするものとして交付され
る金品……200万円
③　オリンピック競技大会において第 3位に入
賞したことの表彰をするものとして交付され
る金品……100万円
　上記の公益財団法人日本オリンピック委員会
に加盟している一定の団体は、オリンピック競
技大会において実施される競技に関する業務を
行う一般社団法人又は一般財団法人のうち、そ
の運営組織が適正であり、かつ、その金品の交
付を適正に行うことができると認められるもの
として文部科学大臣が財務大臣と協議して指定
するものとされています（旧所令28①）。文部
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科学大臣は、これにより、一般社団法人又は一
般財団法人を指定したときは、これを告示する
こととされています（旧所令28②、平22. 3 文
部科学告66）。

2 　改正の内容

⑴　非課税限度額の引上げ
　上記 1⑵の非課税とされる金額について、東
京オリンピック競技大会における公益財団法人
日本オリンピック委員会から交付することが予
定されている金品の額を参考に引き上げること
とされました。具体的には、上記 1⑵①の「オ
リンピック競技大会において第 1位に入賞した
ことの表彰をするものとして交付される金品」
については、非課税とされる金額が500万円に
引き上げられました（平22. 3 財務告102三イ）。

⑵　公益財団法人日本障がい者スポーツ協会に加
盟している団体が交付する金品に係る非課税措置
①　概要
　スポーツ基本法第20条に規定する顕彰及び
身体障害者福祉法第13条に規定する指導啓発
を実施するため、顕彰規程が定められていま
すが、この顕彰規程において、国は、公益財
団法人日本オリンピック委員会若しくはその
加盟競技団体（オリンピック競技大会におい
て実施される競技に係る国際団体に加盟して
いる団体に限ります。）又は公益財団法人日
本障がい者スポーツ協会がオリンピック競技
大会又はパラリンピック競技大会において第
1位から第 3位までに入賞した者を表彰する
ことを奨励することとされていました。この
顕彰規程が改正され、新たに公益財団法人日
本障がい者スポーツ協会の加盟競技団体（パ
ラリンピック競技大会において実施される競
技に係る国際団体に加盟している団体に限り
ます。）がパラリンピック競技大会において
第 1位から第 3位までに入賞した者を表彰す
ることも国の奨励の対象となりました（顕彰
規程 4二）。

　パラリンピック競技大会の成績優秀者に対
する顕彰についてのこのような新たな位置付
けを踏まえ、公益財団法人日本障がい者スポ
ーツ協会に加盟している一定の団体がパラリ
ンピック競技大会において特に優秀な成績を
収めた者を表彰するものとして交付する金品
で一定のものについても、上記 1⑵の公益財
団法人日本オリンピック委員会に加盟してい
る一定の団体が交付する金品と同様に、所得
税を課さないこととされました（所令28）。
②　対象となる団体
　今回の改正により、交付する金品が非課税
となる公益財団法人日本障がい者スポーツ協
会に加盟している団体は、パラリンピック競
技大会において実施される競技に関する業務
を行う一般社団法人若しくは一般財団法人又
は特定非営利活動法人のうち、その運営組織
が適正であり、かつ、その金品の交付を適正
に行うことができると認められるものとして
文部科学大臣が財務大臣と協議して指定する
ものとされています（所令28①）。なお、特
定非営利活動法人である団体が対象となる団
体の範囲に追加されていますが、これは、公
益財団法人日本障がい者スポーツ協会に加盟
している団体の実状を踏まえたものです。今
回の改正により、公益財団法人日本オリンピ
ック委員会に加盟している団体についても、
同様に特定非営利活動法人である団体が対象
となる団体の範囲に追加されています（所令
28①）。
（注）　文部科学大臣は、上記の一般社団法人若

しくは一般財団法人又は特定非営利活動法

人を指定したときは、これを告示すること

とされています（所令28②）。この団体の指

定は今後行われる予定です。

③　対象となる金品
　今回の改正により非課税の対象に追加され
る金品は、パラリンピック競技大会において
第 1位から第 3位までに入賞した者で顕彰規
程第 2条の規定により国の顕彰を受けたもの
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に対し表彰（顕彰規程第 4条の規定により国
が奨励する同条に規定する表彰をいいます。
以下同じです。）をするものとして上記②の
団体から交付される金品とされています（平
22. 3 財務告102四）。
　なお、非課税の対象に追加された上記②の
団体が交付する金品は、上記⑴の引上げ後の
上記 1⑵の公益財団法人日本オリンピック委
員会に加盟している一定の団体が交付する金
品と同様に、次の金品の区分に応じ、次の金
額とされています（平22. 3 財務告102四）。
イ　パラリンピック競技大会において第 1位
に入賞したことの表彰をするものとして交

付される金品……500万円
ロ　パラリンピック競技大会において第 2位
に入賞したことの表彰をするものとして交
付される金品……200万円
ハ　パラリンピック競技大会において第 3位
に入賞したことの表彰をするものとして交
付される金品……100万円

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 2年分以後の所得税につ
いて適用し、令和元年分以前の所得税については
従前どおりとされています（改正所令附則 2、令
2 . 3 財務告75前文）。

四　貸倒引当金制度の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべ
き事業を営む居住者が、その事業の遂行上生じ
た売掛金、貸付金、前渡金その他これらに準ず
る金銭債権（以下「貸金等」といいます。）の
うち、更生計画認可の決定に基づいて弁済を猶
予され、又は賦払により弁済されることその他
の事実が生じていることによりその一部につき
貸倒れその他これに類する事由による損失が見
込まれるもの（その貸金等に係る債務者に対す
る他の貸金等がある場合には、当該他の貸金等
を含みます。以下「個別評価貸金等」といいま
す。）　の損失の見込額として、各年（事業の全
部を譲渡し、又は廃止した日の属する年を除き
ます。以下同じです。）において貸倒引当金勘
定に繰り入れた金額については、その金額のう
ち、その年12月31日（その者が年の中途におい
て死亡した場合には、その死亡の時。以下同じ
です。）においてその個別評価貸金等の取立て
等の見込みがないと認められる部分の金額を基
礎として一定の計算をした金額に達するまでの
金額は、その者のその年分の不動産所得、事業
所得又は山林所得の金額の計算上、必要経費に

算入することとされています（旧所法52①、所
令144）。
⑵　青色申告書を提出する居住者で事業所得を生
ずべき事業を営むものが、その事業の遂行上生
じた売掛金、貸付金その他これらに準ずる金銭
債権（個別評価貸金等を除きます。以下「一括
評価貸金」といいます。）の貸倒れによる損失
の見込額として、各年において貸倒引当金勘定
に繰り入れた金額については、その金額のうち、
その年12月31日における一括評価貸金の額を基
礎として一定の計算をした金額に達するまでの
金額は、その者のその年分の事業所得の金額の
計算上、必要経費に算入することとされていま
す（所法52②、所令145、146）。

2 　改正の内容

　令和 2年度の税制改正においては、法人税法に
おける貸倒引当金について、貸倒引当金の対象と
なる金銭債権に「債券に表示されるべき権利」が
含まれないことが明確化されました（法人税法の
改正については、後掲「法人税法等の改正」の
「二　時価の算定に関する会計基準の制定に伴う
改正」をご参照ください。）。所得税についても法
人（特に中小法人）とのバランスの観点から、法
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人税と同様に上記⑴及び⑵の対象となる金銭債権
に「債券に表示されるべき権利」が含まれないこ
とが明確化されました（所法52①）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 2年 4月 1日から施行さ
れています（改正法附則 1）。

五　配偶者居住権に係る所得税法の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　譲渡所得
①　譲渡所得の課税の概要
　譲渡所得とは、資産の譲渡（建物又は構築
物の所有を目的とする地上権又は賃借権の設
定その他契約により他人に土地を長期間使用
させる行為で一定のものを含みます。以下同
じです。）による所得をいいます（所法33①）。
（注）　ただし、次に掲げる所得は、譲渡所得に

含まれません（所法33②）。

1 �　棚卸資産（これに準ずる一定の資産を

含みます。）の譲渡その他営利を目的とし

て継続的に行われる資産の譲渡による所

得

2 �　上記 1 に該当するもののほか、山林の

伐採又は譲渡による所得

　譲渡所得の金額は、次に掲げる所得につき
それぞれその年中のその所得に係る総収入金
額からその所得の基因となった資産の取得費
及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計
額を控除し、その残額の合計額（次に掲げる
所得のうちいずれかの所得に係る総収入金額
がその所得の基因となった資産の取得費及び
その資産の譲渡に要した費用の額の合計額に
満たない場合には、その不足額に相当する金
額をもう一方に掲げる所得に係る残額から控
除した金額。以下「譲渡益」といいます。）
から譲渡所得の特別控除額を控除した金額と
されています（所法33③）。
イ　資産の譲渡（上記（注）に該当するもの
を除きます。ロにおいて同じです。）でそ
の取得の日以後 5年以内にされたものによ

る所得（一定のものを除きます。以下「短
期譲渡所得」といいます。）
（注）　上記の「一定のもの」とは、自己の研

究の成果である特許権、実用新案権その

他の工業所有権、自己の育成の成果であ

る育成者権、自己の著作に係る著作権及

び自己の探鉱により発見した鉱床に係る

採掘権の譲渡による所得とされています

（旧所令82）。

ロ　資産の譲渡による所得で短期譲渡所得以
外のもの（以下「長期譲渡所得」といいま
す。）
　上記の譲渡所得の特別控除額は、50万円
（譲渡益が50万円に満たない場合には、その
譲渡益）とされ、譲渡益から譲渡所得の特別
控除額を控除する場合には、まず、その譲渡
益のうち短期譲渡所得に係る部分の金額から
控除するものとされています（所法33④⑤）。
　また、居住者に対して課する所得税の課税
標準のうち総所得金額は、次に掲げる金額の
合計額（純損失の繰越控除又は雑損失の繰越
控除の適用がある場合には、その適用後の金
額）とされています（所法22①②）。
イ　利子所得の金額、配当所得の金額、不動
産所得の金額、事業所得の金額、給与所得
の金額、譲渡所得の金額（短期譲渡所得に
係る部分の金額に限ります。）及び雑所得
の金額（これらの金額につき損益通算の適
用がある場合には、その適用後の金額）の
合計額
ロ　譲渡所得の金額（長期譲渡所得に係る部
分の金額に限ります。）及び一時所得の金
額（これらの金額につき損益通算の適用が
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ある場合には、その適用後の金額）の合計
額の 2分の 1に相当する金額

②　譲渡所得の金額の計算上控除する資産の取
得費
イ　概要
　譲渡所得の金額の計算上控除する資産の
取得費は、原則として、その資産の取得に
要した金額並びに設備費及び改良費の額の
合計額とされています（所法38①）。
ロ　譲渡資産が家屋等の使用又は期間の経過
により減価する資産である場合の取扱い
　譲渡所得の基因となる資産が家屋その他
使用又は期間の経過により減価する資産で
ある場合には、上記イの資産の取得費は、
上記イの合計額に相当する金額から、その
取得の日から譲渡の日までの期間のうち次
に掲げる期間の区分に応じそれぞれ次に定
める金額の合計額を控除した金額とされて
います（所法38②）。
イ　その資産が不動産所得、事業所得、山
林所得又は雑所得を生ずべき業務の用に
供されていた期間……所得税法の減価償
却資産の償却費の計算等の規定によりそ
の期間内の日の属する各年分の不動産所
得の金額、事業所得の金額、山林所得の
金額又は雑所得の金額の計算上必要経費
に算入されるその資産の償却費の額の累
積額
ロ　上記イに掲げる期間以外の期間……所
得税法の減価償却資産の償却費の計算等
の規定に準じて一定の方法により計算し
たその資産のその期間に係る減価の額
（注）　上記の計算は、具体的には、その資

産の取得に要した金額並びに設備費及

び改良費の額の合計額につき、その資

産と同種の減価償却資産に係る耐用年

数に1.5を乗じて計算した年数により旧

定額法に準じて計算した金額に、その

資産のその期間に係る年数を乗じて計

算した金額とされています（所令85①）。

③　贈与等により取得した資産の取得費等
　居住者が次に掲げる事由により取得した山
林（事業所得の基因となるものを除きます。）
又は譲渡所得の基因となる資産を譲渡した場
合における事業所得の金額、山林所得の金額、
譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算につ
いては、その者が引き続きこれを所有してい
たものとみなすこととされています（所法60
①）。つまり、その資産の取得日や取得価額
を前の所有者等から引き継ぐこととなり、前
の所有者から資産の移転があった時点ではそ
の資産のキャピタルゲインに対する課税が行
われず、後の所有者が譲渡をした際に前の所
有者等の所有期間に対応するキャピタルゲイ
ンも含めて課税されることとなります。
イ　贈与、相続（限定承認に係るものを除き
ます。）又は遺贈（包括遺贈のうち限定承
認に係るものを除きます。）
ロ　その資産の譲渡の時における時価の 2分
の 1に満たない金額による譲渡

⑵　雑損控除
①　概要
　居住者又はその者と生計を一にする配偶者
等の有する住宅家財等について災害又は盗難
若しくは横領（以下「災害等」といいます。）
による損失が生じた場合（災害関連支出の金
額がある場合を含みます。）には、その災害
等により損失の生じた年分の所得税の計算上、
次の算式により計算した金額のいずれか多い
方の金額を「雑損控除」として合計所得金額
から控除することとされています（所法72）。
　なお、この雑損控除は、災害被害者に対す
る租税の減免、徴収猶予等に関する法律の適
用による軽減免除との選択適用とされていま
す（災害減免法 2）。
《算式》
イ　 災害損

失の金
額

＋
災害関
連支出
の金額

－ 合計所
得金額× 10％

⎧
⎜

⎨
⎜

⎩

⎫
⎜

⎬
⎜

⎭

⎧
⎜

⎨
⎜

⎩

⎫
⎜

⎬
⎜

⎭
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ロ　災害関連支出の金額－ 5万円

（注）　「災害関連支出」とは、次の支出をいいま

す（所令206①②）。

1 �　災害により住宅家財等が滅失等したこ

とによるその住宅家財等の取壊し又は除

去のための支出その他の付随する支出

2 �　災害に直接関連して、その災害のやん

だ日の翌日から 1 年を経過した日（大規

模な災害の場合その他やむを得ない事情

がある場合には、 3 年を経過した日）の

前日までにした次の支出

①�　災害により生じた土砂等を除去する

ための支出

②�　住宅家財等の原状回復のための支出

（災害により生じた資産の損失部分を除

きます。）

③�　住宅家財等の損壊・価値の減少を防

止するための支出

3 �　災害により住宅家財等につき現に被害

が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれ

があると見込まれる場合において、その

住宅家財等に係る被害の拡大又は発生を

防止するため緊急に必要な措置を講ずる

ための支出

②　損失の金額の計算
　雑損控除の対象とされる損失の金額は、災
害等により居住者又はその者と生計を一にす
る配偶者等の有する住宅家財等について受け
た損失の金額です。
　この住宅家財等について受けた損失の金額
は、その損失の生じた時の直前における住宅
家財等の価額を基礎として、いわゆる時価ベ
ースで計算することとされています。
　ただし、その住宅家財等がその使用又は期
間の経過により減価するもの（以下「減価資
産」といいます。）である場合には、その損
失の生じた日にその減価資産の譲渡があった
ものとみなして譲渡所得の金額の計算をした
ときにその減価資産の取得費とされる金額に
相当する金額を基礎として、いわゆる簿価ベ

ースで計算することを選択できることとされ
ています。具体的には、次のいずれかの金額
を基礎として損失の金額を計算できることと
されています（旧所令206③）。
《算式》
イ　�損失の生じた時の直前における住宅家財等
の価額［時価］

ロ　 住宅家財
等の取得
価額

＋
設備費及
び改良費
の額

－減価償却費累積額相当額

［簿　　価］

（注）　上記の「減価償却費累積額相当額」は、

上記⑴②ロの「次に定める金額の合計額」

をいいますが、住宅家財等であれば、通常

は上記⑴②ロロに定める金額となります。

以下同じです。

　また、その住宅家財等が昭和27年12月31日
以前から引き続き所有していたものである場
合の上記算式ロの金額は、その住宅家財等の
昭和28年 1 月 1 日における相続税評価額とそ
の住宅家財等につき昭和28年 1 月 1 日以後に
支出した設備費及び改良費の額との合計額か
ら、同日から譲渡の日までの期間の減価償却
費累積額相当額を控除した金額とされていま
す（所法61③、所令172、206③）。

2 　改正の内容

⑴　配偶者居住権の概要等
①　配偶者居住権の創設の経緯
　民法のうち相続法の分野については、昭和
55年以来、実質的に大きな見直しはされてき
ませんでしたが、その間にも社会の高齢化が
さらに進展し、相続開始時における配偶者の
年齢も相対的に高齢化しているため、その保
護の必要性が高まっていました。こうした社
会経済情勢の変化に対応し、残された配偶者
の生活に配慮する等の観点から、配偶者の居
住権を保護するための方策等が盛り込まれた
「民法及び家事事件手続法の一部を改正する
法律案」が第196回通常国会に提出され、平
成30年 7 月 6 日に成立し、同月13日に法律第

⎛
⎜
⎝

⎞
⎜
⎠
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72号として公布されています。
　上記の民法の改正により、配偶者が相続開
始時に居住していた被相続人の所有建物（以
下「居住建物」といいます。）を対象として、
終身又は一定期間、配偶者にその使用又は収
益を認めることを内容とする法定の権利を新
設し、遺産分割における選択肢の 1つとして、
配偶者に配偶者居住権を取得させることがで
きることとするほか、被相続人が遺贈等によ
って配偶者に配偶者居住権を取得させること
ができることとされました（民法1028～
1036）。この改正は、令和 2 年 4 月 1 日以後
に開始する相続について適用し、同日前に開
始した相続については従前どおりとされ、同
日前にされた遺贈については適用しないこと
とされています（民法及び家事事件手続法の
一部を改正する法律附則 1四、10）。
②　配偶者居住権の概要
　改正前の民法では、遺産分割に際し、被相
続人の配偶者が安定的に住居を確保するため
には、居住建物の所有権を確保する等の必要
がありました。配偶者がその所有権を取得し
ようとする場合には、遺産の構成によっては
居住建物を取得しただけで相続分に達し、協
議によっては金融資産など他の財産を取得で
きなくなり、住居は確保したものの老後の生
活に苦慮する状況となることもあり得ました。
　そこで、配偶者の居住及び老後生活の安定
に資するため、配偶者の生存中は居住建物に
無償で居住できる権利（配偶者居住権）を創
設することとされました。他の相続人が居住
建物の所有権を取得し、配偶者が配偶者居住
権を取得することにより、配偶者の住居が確
保され、かつ、他に金融資産も相続すること
ができるため、その後の生活を安定させるこ
とが可能となります。配偶者居住権の主な内
容は次のとおりです。
〔法的性質〕
　賃借権類似の法定債権と位置付けられて
います（民法（相続関係）等の改正に関す

る中間試案の補足説明（平成28年 7 月法務
省民事局参事官室））。
〔設定〕
　遺産分割協議のほか、遺言又は家庭裁判
所の審判によっても設定され、具体的相続
分を構成することとされています（民法
1028①、1029）。
〔存続期間〕
　原則として配偶者の終身の間とされてい
ますが、遺産分割協議等により別の期間を
定めることもできます（民法1030）。なお、
配偶者が死亡した場合又は配偶者居住権が
設定された居住建物（以下「配偶者居住権
付き建物」といいます。）が滅失した場合
には、配偶者居住権はその死亡し、又は滅
失した時に消滅することとされています
（民法1036、597③、616の 2 ）。
〔使用収益〕
　配偶者は善良な管理者の注意をもって居
住建物の使用及び収益をしなければならな
いこととされています。また、配偶者居住
権を譲渡することはできません（民法
1032）。
　なお、配偶者居住権の合意解除や放棄は
可能と解されており、例えば、配偶者居住
権付き建物の所有者がその対価を配偶者に
支払い、配偶者居住権を消滅させることが
可能と考えられます。
　これらの配偶者居住権の内容について、配
偶者居住権付き建物の所有者の側から見れば、
配偶者居住権の存続期間中は配偶者による無
償の使用収益を受任する義務を負い、存続期
間満了時点でその建物の自由な使用収益が可
能となる完全な所有権に復帰することになる
ものと考えられます。
③　配偶者居住権の創設に伴う相続税法の改正
（令和元年度改正）
　配偶者居住権は、取得した相続財産の分割
行為である遺産分割等により設定され、具体
的相続分を構成することから、相続税の課税
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対象になります。その場合の財産評価につい
ては、相続税法第22条の時価によるのではな
く、令和元年度改正において、相続税法で別
途評価方法が定められました。
　具体的には、上記②の配偶者居住権の内容
を踏まえ、その存続期間満了時点における建
物所有権の価額を算定し、これを一定の割引
率により現在価値に割り戻すことで相続開始
時点における配偶者居住権付き建物所有権の
評価額を算定します。そして、この評価額を
配偶者居住権が設定されなかったものとした
場合の同時点における建物所有権の評価額か
ら控除することにより、間接的に配偶者居住
権を評価することとされました（相法23の
2 ）。なお、配偶者居住権に基づく敷地の使
用権（以下「配偶者敷地利用権」といいま
す。）の評価方法も同様です。
（注）　配偶者居住権及び配偶者敷地利用権の評

価方法を算式で示すと、それぞれ次のとお

りとなります。なお、下記算式中の分数の

項の分母又は分子が 0以下となる場合には、

分数の項が 0とされます。この場合は、「配

偶者居住権の評価額」が「本来の居住建物

の時価」と一致することになり、「配偶者居

住権付き建物所有権の評価額」が 0 となり

ます。
《算式》
1 　配偶者居
住権の評
価額

＝
本来の居
住建物の
時価

－
配偶者居住権
付き建物の時
価

　※�　上記の「配偶者居住権付き建物の時
価」は、次の算式により算出した額と
なります。

本来の
居住建
物の時
価

×

耐用
年数－

経過
年数－

存続
年数

×

存続年数
に応じた
法定利率
による複
利現価率

耐用
年数－

経過
年数

2　配偶者敷
地利用権
の評価額

＝
本来の居住
建物の土地
等の時価

－

配偶者居住
権付き建物
の土地等の
時価

　※�　上記の「配偶者居住権付き建物の土

地等の時価」は、次の算式により算出
した額となります。

本来の居住建物
の土地等の時価×

存続年数に応じた法
定利率による複利現
価率

⑵　配偶者居住権の消滅及び配偶者居住権付き建
物の譲渡に伴う譲渡所得の金額の計算
　上記⑴②のとおり、配偶者居住権はその対価
を得て合意解除することにより消滅させること
が可能とされており、合意解除が行われた場合
には、事実上、配偶者居住権を有する者から対
価の支払者（配偶者居住権付き建物の所有者）
に対する資産の譲渡と同じ効果が生じることに
なると考えられます。
　この点を踏まえ、配偶者居住権の消滅につき
対価の支払を受けた場合には、その対価は、譲
渡所得として所得税の課税対象となるべきもの
とされました。なお、配偶者居住権が賃借権類
似の法定債権の性質を有する点を踏まえれば、
現行の賃借権の課税関係と同様に、総合課税の
譲渡所得として課税すべきものと考えられます。
　また、配偶者敷地利用権があくまで（建物に
対する権利である）配偶者居住権に基づく敷地
の使用権に過ぎない点を踏まえれば、配偶者敷
地利用権の消滅に伴う譲渡所得の金額の計算に
ついても、配偶者居住権と同様の内容で課税す
べきものと考えられます。
（注）　土地等又は建物等に係る譲渡所得の分離課

税（措法31、32）の対象となる「土地の上に

存する権利」とは、「地上権、土地賃借権のよ

うな土地を直接利用することを内容とする権

利及び地役権のような一定の土地の利用価値

を増すための他の土地の上に支配を及ぼす権

利をいうこととされる（昭和52年 2 月 7 日東

京地裁判決）」ことから、配偶者敷地利用権は

土地の上に存する権利には該当せず、総合課

税の譲渡所得として課税すべきものと考えら

れます。

　このほか、譲渡所得の金額の計算についての
基本的な考え方は次のとおりです。
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①　配偶者居住権の消滅に伴う譲渡所得の金額
の計算の基本的な考え方
　配偶者居住権の消滅を譲渡所得として課税
する場合において、配偶者居住権を取得した
日及びその消滅時の取得費の計算をどうすべ
きかが問題となります。この点、配偶者居住
権が相続に伴う遺産分割や遺贈によって設定
され、具体的相続分を構成することとされて
いることや、上記⑴③の相続税法における配
偶者居住権及び居住建物の評価方法の考え方
も踏まえれば、
イ　相続又は遺贈によって配偶者居住権が設
定された時において配偶者居住権を取得し
たものとし、
ロ　その取得費の計算は、配偶者居住権を有
する者と配偶者居住権付き建物の所有者と
の間で被相続人から引き継いだ本来の居住
建物の取得費を一定の割合により配偶者居
住権と配偶者居住権付き建物に按分した金
額を基礎として配偶者居住権の消滅時の取
得費を計算する
ことが適切であると考えられます。
　上記イの「配偶者居住権が設定された時」
は、遺産分割による取得である場合にはその
遺産分割の時となり、遺贈による取得である
場合には相続開始の時となります。
　上記ロの「一定の割合」は、申告納税制度
の下で、納税者が一律に、かつ、簡便に計算
できるようにする必要があることから、相続
税法における財産評価により算出される配偶
者居住権及び居住建物の評価額を基にするこ
ととされました。
　また、配偶者居住権は、その存続期間にお
いて建物に居住できる権利であることから、
期間の経過によりその価値が減少するため、
その消滅時の取得費は、上記ロにより一定の
割合で按分した金額から、その存続期間を基
礎として一定の方法により計算した額を控除
した額とされました。
　なお、上記ロのとおり、配偶者居住権の消

滅時の取得費は「本来の居住建物の取得費を
一定の割合により配偶者居住権と配偶者居住
権付き建物に按分した金額を基礎として」計
算しますので、配偶者居住権付き建物を譲渡
した場合（配偶者居住権が設定されたまま建
物を譲渡した場合）のその建物の取得費は、
「その建物の譲渡時点で計算した場合の本来
の居住建物の取得費」から「その建物の譲渡
時点で配偶者居住権が消滅したものと仮定し
て計算した場合の配偶者居住権の取得費」を
控除した残額とされました。つまり、配偶者
居住権が設定された場合において、本来の居
住建物の取得費は、「配偶者居住権を有する
者に帰属する部分」と「配偶者居住権付き建
物の所有者に帰属する部分」の 2つの要素で
構成されることとなります。
（注）　配偶者居住権付き建物の敷地の用に供さ

れる土地を譲渡した場合のその土地の取得

費についても、上記と同様の方法で計算し

ますので、本来の居住建物の敷地の用に供

される土地の取得費についても、「配偶者敷

地利用権を有する者に帰属する部分」と「配

偶者居住権付き建物の敷地の用に供される

土地の所有者に帰属する部分」の 2 つの要

素で構成されることとなります。

②　配偶者居住権及び配偶者敷地利用権の消滅
に伴う長期譲渡所得又は短期譲渡所得の判定
　上記⑴②のとおり、配偶者居住権は相続に
伴う遺産分割や遺贈によって設定されますが、
その設定から 5年以内に配偶者居住権が消滅
した場合には、その消滅に伴う譲渡所得は、
上記 1 ⑴①に当てはめると、短期譲渡所得に
該当することとなります。他方、上記①で述
べたとおり、配偶者居住権の消滅時の取得費
は、被相続人等から引き継いだ本来の居住建
物の取得費をその建物所有権者である相続人
と按分した額を基礎として計算する点を踏ま
え、配偶者居住権の消滅に係る長期譲渡所得
に該当するか短期譲渡所得に該当するかどう
かの判定についても、被相続人等の取得時期
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を引き継ぐこととされました。
　具体的には、次に掲げる所得が短期譲渡所
得の範囲から除かれ、長期譲渡所得に該当す
ることとされました（所令82二・三）。
イ　相続（限定承認に係るものを除きます。
以下同じです。）又は遺贈（包括遺贈のう
ち限定承認に係るものを除きます。以下同
じです。）により取得した配偶者居住権の
消滅による所得
　ただし、その配偶者居住権の消滅の時に
その配偶者居住権付き建物を譲渡したもの
と仮定した場合に長期譲渡所得となる場合
の配偶者居住権の消滅による所得に限られ
ていますので、例えば、被相続人の死亡に
より取得した配偶者居住権が、その被相続
人が居住建物を取得した日以後 5年を経過
する日以前に消滅した場合の所得は短期譲
渡所得となります。
ロ　相続又は遺贈により取得した配偶者敷地
利用権の消滅による所得
　ただし、上記イと同様、その配偶者敷地
利用権の消滅の時にその配偶者居住権付き
建物の敷地の用に供される土地（土地の上
に存する権利を含みます。以下同じです。）
を譲渡したものと仮定した場合に長期譲渡
所得となる場合の配偶者敷地利用権の消滅
による所得に限られていますので、例えば、
被相続人の死亡により取得した配偶者敷地
利用権が、その被相続人が配偶者居住権付
き建物の敷地の用に供される土地を取得し

た日以後 5年を経過する日以前に消滅した
場合の所得は短期譲渡所得となります。

③　配偶者居住権付き建物又はその敷地の用に
供される土地を譲渡した場合のその建物又は
土地の取得費
　相続又は遺贈により取得した次の資産を譲
渡した場合におけるその取得費については、
上記 1 ⑴③にかかわらず、それぞれ次に定め
るところによることとされました（所法60②）。
　この場合のその資産の取得日については、
上記 1 ⑴③により被相続人の取得日を引き継
ぐこととなります。
イ　配偶者居住権付き建物……その建物に配
偶者居住権が設定されていないものと仮定
した場合にその建物を譲渡した時において
上記 1 ⑴③により建物の取得費の額として
計算される金額から、その建物を譲渡した
時において配偶者居住権が消滅したものと
仮定した場合に下記④イにより配偶者居住
権の消滅時の取得費とされる金額を控除し
ます。
ロ　配偶者居住権付き建物の敷地の用に供さ
れる土地……その建物に配偶者居住権が設
定されていないものと仮定した場合にその
土地を譲渡した時において上記 1 ⑴③によ
り土地の取得費の額として計算される金額
から、その土地を譲渡した時において配偶
者敷地利用権が消滅したものと仮定した場
合に下記④ロにより配偶者敷地利用権の消
滅時の取得費とされる金額を控除します。
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④　配偶者居住権及び配偶者敷地利用権が消滅
した場合のこれらの権利の取得費
　相続又は遺贈により取得した次に掲げる権
利が消滅した場合における譲渡所得の金額の
計算については、上記 1 ⑴③にかかわらず、
それぞれ次のとおりとされました。この場合
において、配偶者居住権及び配偶者敷地利用
権は、その存続期間において建物に居住でき
る権利及びそれに基づく敷地を使用できる権
利であることから、期間の経過によりその価
値が減少するものですが、下記イ及びロのと
おり、「配偶者居住権の存続期間を基礎とし
て一定の計算をした金額」をそれぞれ控除す
ることとされましたので、上記 1 ⑴②ロの資
産の取得費からの減価相当額の控除は行わな
いこととされました（所法60③）。
イ　配偶者居住権の消滅時の取得費
イ　その相続又は遺贈により配偶者居住権

を取得した時において、その時に配偶者
居住権付き建物を譲渡したものと仮定し
た場合にその建物の取得費の額として計
算される金額のうちその時における配偶
者居住権の価額に相当する金額に対応す
る部分の金額として一定の計算をした金
額により配偶者居住権を取得したものと
し、その金額から、配偶者居住権の存続
期間を基礎として一定の計算をした金額
を控除した金額をもって配偶者居住権の
消滅時の取得費とされました（所法60③
一）。
ロ　上記イの「その時における配偶者居住
権の価額に相当する金額に対応する部分
の金額として一定の計算をした金額」は、
上記イの「その建物の取得費の額として
計算される金額」に、「次のⅰに掲げる
金額」が「次のⅰ及びⅱに掲げる価額の

配偶者居住権等が設定された建物及び土地の譲渡に係る譲渡所得の計算上控除する取得費

相続により①配偶者居住権の目的となる建物又は②配偶者敷地利用権の目的となる土地を取得した相続人
がこれらを譲渡した場合における譲渡所得の金額の計算上控除する取得費は次のとおり。
①　建物の取得費（※ 1）から配偶者居住権の取得費（※ 2）を控除した金額
②　土地の取得費から配偶者敷地利用権の取得費（※ 2）を控除した金額
※ 1　配偶者居住権の設定から建物の譲渡までの期間の建物の減価の額を控除した金額
※ 2　配偶者居住権の設定から建物又は土地の譲渡までの期間の配偶者居住権又は配偶者敷地利用権の減価の額を控除した金額
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合計額（上記⑴③（注）の算式 1 の「本
来の居住建物の時価」）」のうちに占める
割合を乗じて計算した金額とされていま
す（所令169の 2 ①）。
ⅰ　その相続開始の時において配偶者居
住権につき相続税法の配偶者居住権等
の評価の規定（相法23の 2 ）を適用し
た場合に計算される配偶者居住権の価
額（上記⑴③（注）の算式 1 の「配偶
者居住権の評価額」）
ⅱ　その相続開始の時において配偶者居
住権付き建物につき相続税法の配偶者
居住権等の評価の規定（相法23の 2 ）
を適用した場合に計算されるその建物
の価額（上記⑴③（注）の算式 1 の
「配偶者居住権付き建物の時価」）

ハ　また、上記イの「配偶者居住権の存続
期間を基礎として一定の計算をした金
額」は、「上記ロにより計算した金額」
に、「配偶者居住権を取得した時から配
偶者居住権が消滅した時までの期間の年
数（ 6月以上の端数は 1年とし、 6月に
満たない端数は切り捨てます。）」が「配
偶者居住権の存続年数」のうちに占める
割合（その割合が 1を超える場合には、
1 とします。）を乗じて計算した金額と
されています（所令169の 2 ②）。
（注）　上記の「配偶者居住権の存続年数」

は、具体的には、次に掲げる場合の区

分に応じそれぞれ次に定める年数（ 6

月以上の端数は 1 年とし、 6 月に満た

ない端数は切り捨てます。）とされてい

ます（相法23の 2 ①二イ、相令 5 の 8

③）。以下同じです。

1 �　配偶者居住権の存続期間が配偶者

の終身の間とされている場合……配

偶者居住権が設定されたときにおけ

る配偶者の平均余命（厚生労働省が

男女別、年齢別に作成する完全生命

表に掲載されている平均余命をいい

ます（相規12の 3 ）。以下同じです。）

2 �　上記 1 に掲げる場合以外の場合

……遺産分割の協議・審判又は遺言

により定められた配偶者居住権の存

続年数（その年数が、配偶者居住権

が設定されたときにおける配偶者の

平均余命を超える場合には、その平

均余命とします。）

�　したがって、例えば平均余命が10年

である配偶者について遺産分割等によ

りその存続期間が50年の配偶者居住権

が設定された場合でも、上記の「配偶

者居住権の存続年数」は、平均余命で

ある10年となります。

ロ　配偶者敷地利用権の消滅時の取得費
イ　その相続又は遺贈により配偶者敷地利
用権を取得した時において、その時に配
偶者居住権付き建物の敷地の用に供され
る土地を譲渡したものと仮定した場合に
その土地の取得費の額として計算される
金額のうちその時における配偶者敷地利
用権の価額に相当する金額に対応する部
分の金額として一定の計算をした金額に
より配偶者敷地利用権を取得したものと
し、その金額から、配偶者居住権の存続
期間を基礎として一定の計算をした金額
を控除した金額をもって配偶者敷地利用
権の消滅時の取得費とされました（所法
60③二）。
ロ　上記イの「その時における配偶者敷地
利用権の価額に相当する金額に対応する
部分の金額として一定の計算をした金
額」は、上記イの「その土地の取得費の
額として計算される金額」に、「次のⅰ
に掲げる金額」が「次のⅰ及びⅱに掲げ
る価額の合計額（上記⑴③（注）の算式
2 の「本来の居住建物の土地等の時
価」）」のうちに占める割合を乗じて計算
した金額とされています（所令169の 2
③）。
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ⅰ　その相続開始の時において配偶者敷
地利用権につき相続税法の配偶者居住
権等の評価の規定（相法23の 2 ）を適
用した場合に計算される配偶者敷地利
用権の価額（上記⑴③（注）の算式 2
の「配偶者敷地利用権の評価額」）
ⅱ　その相続開始の時において配偶者居
住権付き建物の敷地の用に供される土
地につき相続税法の配偶者居住権等の
評価の規定（相法23の 2 ）を適用した
場合にその規定により計算されるその
土地の価額（上記⑴③（注）の算式 2
の「配偶者居住権付き建物の土地等の

時価」）
ハ　また、上記イの「配偶者居住権の存続
期間を基礎として一定の計算をした金
額」は、「上記ロにより計算した金額」
に、「配偶者敷地利用権を取得した時か
ら配偶者敷地利用権が消滅した時までの
期間の年数（ 6月以上の端数は 1年とし、
6月に満たない端数は切り捨てます。）」
が「配偶者居住権の存続年数」のうちに
占める割合（その割合が 1を超える場合
には、 1 とします。）を乗じて計算した
金額とされています（所令169の 2 ④）。

配偶者居住権及び配偶者敷地利用権の消滅等に係る譲渡所得の計算上控除する取得費

※１　被相続人による取得から配偶者居住権の設定までの期間の減価の額を控除した取得費
※２　配偶者居住権の設定時における配偶者居住権又は配偶者敷地利用権の価額がそれぞれ建物又は土地の価額に占める割合

①配偶者居住権の取得費 ②配偶者敷地利用権の取得費

Ｂ

Ａ

ＢＡ 配偶者居住権
等割合

Ａ

Ｂ

（設定時点の建物・土地の取得費） （設定時点の配偶者居住権・
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設定 消滅 設定 消滅
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◯　配偶者居住権は譲渡することはできないが、合意解除や放棄は可能と解されており、例えば配偶者居
住権付き建物の所有者がその対価を配偶者に支払い、配偶者居住権を消滅させることが可能　⇒　譲渡
所得が発生
◯　①配偶者居住権及び②配偶者敷地利用権の消滅等の対価に係る譲渡所得の金額の計算上控除する取得
費は次のとおり。
①　建物の取得費（※１）に配偶者居住権割合（※２）を乗じて計算した金額から、その配偶者居住権の設
定から消滅等までの期間に係る減価の額を控除した金額
②　土地の取得費に配偶者居住権割合（※２）を乗じて計算した金額から、その配偶者敷地利用権の設定
から消滅等までの期間に係る減価の額を控除した金額
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⑤　配偶者居住権等が消滅した後に居住建物又
はその敷地の用に供される土地を譲渡した場
合の居住建物又はその土地の取得費（配偶者
居住権付き建物又はその敷地の用に供される
土地の所有者が配偶者居住権等の消滅後に譲
渡した場合）
　配偶者居住権又は配偶者敷地利用権が消滅
した後に居住建物又はその敷地の用に供され
る土地を譲渡した場合には、上記③は適用さ
れず、居住建物又はその土地の取得費は、被
相続人から引き継いだ本来の居住建物又はそ
の土地の取得費となります。よって、配偶者
居住権又は配偶者敷地利用権の消滅に伴い対
価が支払われた場合には、上記④のとおり、
その消滅に伴う譲渡所得の金額の計算上配偶
者居住権又は配偶者敷地利用権の取得費は控
除されているにもかかわらず、被相続人から
引き継いだ本来の居住建物又はその土地の取
得費にはその配偶者居住権又は配偶者敷地利
用権の取得費が含まれてしまいます。
　以上の点を踏まえ、適正なキャピタルゲイ
ンを計算できるようにする観点から、本来の
居住建物又はその土地の取得費のうち重複す
る配偶者居住権又は配偶者敷地利用権の消滅
時の取得費とされた部分を排除するとともに、
その消滅に伴い対価を支払った場合にはその
対価の額は本来の居住建物又はその土地の取
得費に含まれることが明確化されています。
　具体的には、相続又は遺贈により配偶者居
住権付き建物又はその敷地の用に供される土
地を取得した居住者が、配偶者居住権又は配
偶者敷地利用権が消滅した後にその建物又は
土地を譲渡した場合における譲渡所得の金額
の計算上控除するその建物又は土地の取得費
については、次のとおりとされました（所令
169の 2 ⑤⑥）。
イ　居住建物の取得費
イ　配偶者居住権の消滅につき上記④イに
よりその取得費とされた金額がある場合
には、その取得費とされた金額を本来の

居住建物の取得に要した金額並びに設備
費及び改良費の額の合計額から控除する
こととされました。
ロ　その居住者が配偶者居住権の消滅につ
き対価を支払った場合におけるその対価
の額は、本来の居住建物の取得に要した
金額並びに設備費及び改良費の額の合計
額に含まれることとされました。

ロ　居住建物の敷地の用に供される土地の取
得費
イ　配偶者敷地利用権の消滅につき上記④
ロによりその取得費とされた金額がある
場合には、その取得費とされた金額を本
来の居住建物の敷地の用に供される土地
の取得に要した金額並びに設備費及び改
良費の額の合計額から控除することとさ
れました。
ロ　その居住者が配偶者敷地利用権の消滅
につき対価を支払った場合におけるその
対価の額は、本来の居住建物の敷地の用
に供される土地の取得に要した金額並び
に設備費及び改良費の額の合計額に含ま
れることとされました。

（注 1）　上記の「配偶者居住権又は配偶者敷地

利用権が消滅した後にその建物又は土地

を譲渡した場合」における譲渡所得の金

額の計算上、上記イの居住建物又は上記

ロの土地の取得時期は、「配偶者居住権又

は配偶者敷地利用権が消滅し、居住建物

又は土地の完全な所有権に復帰した時」

ではなく、「居住建物又は土地を取得した

時」となると考えられます。
（注 2）　配偶者居住権又は配偶者敷地利用権の

消滅につき対価が支払われなかった場合

（例：対価の支払がない場合の配偶者居住

権の合意解除）には、上記の「本来の居

住建物又はその土地の取得費のうち重複

する配偶者居住権又は配偶者敷地利用権

の消滅時の取得費とされた部分」がない

ことから、その消滅後に居住建物又はそ
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の敷地の用に供される土地を譲渡した場

合におけるその建物又は土地の取得費に

ついては、この⑤の計算は行いません。

⑥　配偶者居住権等が消滅した後に居住建物又
はその敷地の用に供される土地を譲渡した場
合の居住建物又はその土地の取得費（配偶者
居住権を有する者が配偶者居住権付き建物又
はその敷地の用に供される土地を取得した後
に譲渡した場合）
　配偶者居住権を有する者が配偶者居住権付
き建物の持分（所有権）の全部を取得した場
合には、混同により、配偶者居住権は消滅す
るものと解されています（民法1028②）。こ
の場合において、居住建物は配偶者居住権が
設定されていない建物となりますが、この居
住建物をその後に譲渡した場合の取得費は、
その居住建物の所有権の取得に要した対価の
額（その居住建物を取得する際に支払った対
価の額）になるものと考えられます。
（注）　配偶者敷地利用権についても上記と同様

に消滅するものと解されています。

　他方、上記の場合において、配偶者居住権
を有する者に対して行われた配偶者居住権付
き建物又はその敷地の用に供される土地の譲
渡に伴う譲渡所得の金額の計算上控除する取
得費は、上記③により、配偶者居住権又は配
偶者敷地利用権の消滅時の取得費の額として
計算される金額を控除することとされていま
す。
　このままでは、本来、配偶者居住権又は配
偶者敷地利用権の消滅時に取得費とされるべ
き金額は、「配偶者居住権を有する者に対し
て行われた配偶者居住権付き建物又はその敷
地の用に供される土地の譲渡に伴う譲渡所得
の金額の計算上控除する取得費」及び「その
後に配偶者居住権を有していた者が行う居住
建物又はその土地の譲渡に伴う譲渡所得の金
額の計算上控除する取得費」のいずれにも計
上されなくなってしまいます。
　以上の点を踏まえ、適正なキャピタルゲイ

ンを計算できるようにする観点から、配偶者
居住権を有する者が居住建物又はその土地を
取得した後、居住建物又はその土地を譲渡し
た場合には、配偶者居住権又は配偶者敷地利
用権の消滅時に取得費とされるべき金額をそ
の譲渡所得の金額の計算上控除する取得費に
計上できることとされました。
　具体的には、相続又は遺贈により取得した
配偶者居住権を有する居住者が、その後にお
いて次に掲げる資産を取得し、その資産を譲
渡した場合には、その者がその資産を次に掲
げる資産の区分に応じそれぞれ次に定める金
額をもって取得したものとして、その資産を
譲渡した場合の譲渡所得の金額を計算するこ
ととされました（所令169の 2 ⑦）。
イ　配偶者居住権付き建物……その建物の取
得費に、その取得の時において配偶者居住
権が消滅したものと仮定して譲渡所得の金
額の計算をした場合に上記④イにより配偶
者居住権の消滅時の取得費とされる金額を
加算した金額
ロ　配偶者居住権付き建物の敷地の用に供さ
れる土地……その土地の取得費に、その取
得の時において配偶者敷地利用権が消滅し
たものと仮定して譲渡所得の金額の計算を
した場合に上記④ロにより配偶者敷地利用
権の消滅時の取得費とされる金額を加算し
た金額

（注 1）　上記の「配偶者居住権を有する居住者

が、その後において次に掲げる資産を取

得し、その資産を譲渡した場合」におけ

る上記イの配偶者居住権付き建物又は上

記ロの土地の取得時期は、「配偶者居住権

又は配偶者敷地利用権を取得した時」で

はなく、「配偶者居住権付き建物又は土地

を取得した時」となると考えられます。
（注 2）　上記イの配偶者居住権付き建物又は上

記ロの土地の取得につき対価が支払われ

なかった場合（例：贈与、相続又は遺贈

による取得）には、上記の「配偶者居住
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権を有する者に対して行われた配偶者居

住権付き建物又はその敷地の用に供され

る土地の譲渡に伴う譲渡所得の金額の計

算」が行われないことから、「その後に配

偶者居住権を有していた者が行う居住建

物又はその土地の譲渡に伴う譲渡所得の

金額の計算上控除する取得費」について

は、この⑥の計算は行いません。

⑶　上記⑵の「配偶者居住権の消滅及び配偶者居
住権付き建物の譲渡に伴う譲渡所得の金額の計
算の改正」に伴う雑損控除の改正
　災害により配偶者居住権付き建物が滅失した
場合には、配偶者居住権が消滅することから、
その消滅につき生じた損失の金額は雑損控除の
対象となるものと考えられます。他方、損失を
受けた資産が減価資産である場合には、上記 1
⑵②のとおり、いわゆる簿価ベースで損失の金
額を計算することを選択できることとされてい
ることから、配偶者居住権付き建物、配偶者居
住権又は配偶者敷地利用権について受けた損失
の金額について、上記⑵の改正後のその取得費
とされる金額により計算できるようにするため
の改正が行われました。
　具体的には、雑損控除を適用する場合におい
て、配偶者居住権付き建物、配偶者居住権又は
配偶者敷地利用権について受けた損失の金額は、
次のいずれかの金額を基礎として計算できるこ
ととされました（所令206③）。
①　損失の生じた時の直前における配偶者居住
権付き建物、配偶者居住権又は配偶者敷地利
用権の価額［時価］
②　次に掲げる資産の区分に応じそれぞれ次に
定める金額［簿価］
イ　相続又は遺贈により取得した配偶者居住
権付き建物……その損失の生じた日におい

てその建物を譲渡したものと仮定した場合
に上記⑵③イにより配偶者居住権付き建物
の取得費とされる金額に相当する金額
ロ　相続又は遺贈により取得した配偶者居住
権を有する居住者がその後において取得し
た配偶者居住権の目的となっていた建物
……その損失の生じた日においてその建物
を譲渡したものと仮定した場合に上記⑵⑥
イにより配偶者居住権の目的となっていた
建物の取得費とされる金額に相当する金額
ハ　相続又は遺贈により取得した配偶者居住
権……その損失の生じた日において配偶者
居住権が消滅したものと仮定した場合に上
記⑵④イにより配偶者居住権の取得費とさ
れる金額に相当する金額
ニ　相続又は遺贈により取得した配偶者敷地
利用権……その損失の生じた日において配
偶者敷地利用権が消滅したものと仮定した
場合に上記⑵④ロにより配偶者敷地利用権
の取得費とされる金額に相当する金額

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑵②の改正は、令和 2年 4月 1日以後
の配偶者居住権の消滅及び配偶者敷地利用権の
消滅について適用されます（改正所令附則 3）。
⑵　上記 2 ⑵③から⑥までの改正は、令和 2年 4
月 1日以後に配偶者居住権付き建物若しくはそ
の敷地の用に供される土地を譲渡する場合又は
同日以後に配偶者居住権若しくは配偶者敷地利
用権が消滅する場合について適用されます（改
正法附則 4）。
⑶　上記 2 ⑶の改正は、令和 2年 4月 1日以後に
配偶者居住権付き建物、配偶者居住権又は配偶
者敷地利用権について受ける損失について適用
されます（改正所令附則 5）。
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六　雑所得を生ずべき業務に係る所得税の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　小規模事業者の収入及び費用の帰属時期の特
例（いわゆる「現金主義」の特例）
①　概要
　青色申告書を提出することにつき税務署長
の承認を受けている居住者で不動産所得又は
事業所得を生ずべき業務を行うもののうち小
規模事業者として一定の要件に該当するもの
（以下「小規模事業者」といいます。）のその
年分の不動産所得の金額又は事業所得の金額
（山林の伐採又は譲渡に係るものを除きま
す。）の計算上総収入金額及び必要経費に算
入すべき金額は、その業務につき、その年に
おいて収入した金額及び支出した費用の額と
することができることとされています（旧所
法67）。
（注 1）　上記の「一定の要件」とは、次に掲げ

る要件とされています（旧所令195）。

1 �　その年の前々年分の不動産所得の金

額及び事業所得の金額（事業に専従す

る親族がある場合の必要経費の特例等

を適用しないで計算した場合の金額と

します。）の合計額が300万円以下であ

ること。

2 �　既に本特例の適用を受けたことがあ

り、かつ、その後本特例の適用を受け

ないこととなった者については、再び

本特例の適用を受けることにつき納税

地の所轄税務署長の承認を受けた者で

あること。
（注 2）　上記の特例の適用がない場合における

収入及び費用の帰属時期の原則は、次の

とおりとなります（いわゆる「発生主義」

による所得計算）（所法36、37）。

1 �　その年分の各種所得の金額の計算上

収入金額とすべき金額又は総収入金額

に算入すべき金額は、その年において

収入すべき金額（金銭以外の物又は権

利その他経済的な利益をもって収入す

る場合には、その金銭以外の物又は権

利その他経済的な利益の価額）となり

ます。

2 �　その年分の不動産所得の金額、事業

所得の金額又は雑所得の金額（事業所

得の金額及び雑所得の金額のうち山林

の伐採又は譲渡に係るもの並びに雑所

得の金額のうち公的年金等に係るもの

を除きます。）の計算上必要経費に算入

すべき金額は、これらの所得の総収入

金額に係る売上原価その他総収入金額

を得るため直接要した費用の額及びそ

の年における販売費、一般管理費その

他これらの所得を生ずべき業務につい

て生じた費用（償却費以外の費用でそ

の年において債務の確定しないものを

除きます。）の額となります。

②　小規模事業者の収入及び費用の帰属時期
イ　小規模事業者のその年分（不動産所得を
生ずべき業務及び事業所得を生ずべき業務
の全部を譲渡し、若しくは廃止し、又は死
亡した日の属する年分を除きます。）の不
動産所得の金額及び事業所得の金額（山林
の伐採又は譲渡に係るものを除きます。以
下同じです。）の計算上総収入金額に算入
すべき金額は、所得税法第 2編第 2章第 2
節第 3款の規定（収入金額の計算の別段の
定め）の適用を受けるものを除き、その者
の選択により、これらの業務につきその年
において収入した金額（金銭以外の物又は
権利その他経済的な利益をもって収入した
場合には、その金銭以外の物又は権利その
他経済的な利益の価額）とすることができ
ることとされています（旧所令196①）。
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（注）　上記の「所得税法第 2 編第 2 章第 2 節

第 3 款の規定」からは、農産物の収穫基

準計算の特例（所法41）を除くこととさ

れています（旧所令196①）。つまり、農

産物の計算基準の特例の適用対象となる

場合であっても、選択により、本特例を

適用することが可能とされています。

ロ　本特例の適用を受ける小規模事業者のそ
の年分の不動産所得の金額及び事業所得の
金額の計算上必要経費に算入すべき金額は、
償却費及び資産損失の必要経費算入の特例
の適用を受けるものを除き、その年におい
てこれらの所得の総収入金額を得るために
直接支出した費用の額及びその年において
これらの所得を生ずべき業務について支出
した費用の額とされています（所令196②）。
ハ　本特例の適用を受ける小規模事業者が本
特例の適用を受けないこととなった場合に
おける本特例の適用を受けないこととなっ
た年分の不動産所得の金額又は事業所得の
金額の計算については、次に定めるところ
によることとされています（旧所規40）。
イ　本特例の適用を受けることとなった年
の前年12月31日（年の中途において新た
に不動産所得又は事業所得を生ずべき業
務を開始した場合には、その業務を開始
した日。ロにおいて同じです。）におけ
る売掛金、買掛金、未収収益、前受収益、
前払費用、未払費用その他これらに類す
る資産及び負債並びに棚卸資産（以下イ
において「売掛金等」といいます。）の
額と本特例の適用を受けないこととなっ
た年の 1月 1日における売掛金等の額と
の差額に相当する金額は、その適用を受
けないこととなった年分の不動産所得の
金額又は事業所得の金額の計算上、それ
ぞれ総収入金額又は必要経費に算入しま
す。
ロ　本特例の適用を受けることとなった年
の前年12月31日における引当金及び準備

金の金額は、それぞれ本特例の適用を受
けないこととなった年の前年から繰り越
されたこれらの引当金及び準備金の金額
とみなします。

③　小規模事業者の収入及び費用の帰属時期の
特例を受けるための手続等
イ　その年分以後の各年分の所得税につき上
記②イの選択をする小規模事業者は、その
年 3月15日まで（その年 1月16日以後新た
に不動産所得を生ずべき業務及び事業所得
を生ずべき業務を開始した場合には、これ
らの業務を開始した日から 2月以内）に、
本特例の適用を受けようとする旨その他一
定の事項を記載した届出書を納税地の所轄
税務署長に提出しなければならないことと
されています（旧所令197①）。
ロ　本特例の適用を受ける小規模事業者は、
その年分以後の各年分の所得税につき本特
例の適用を受けることをやめようとする場
合には、その年 3月15日までに、その適用
を受けることをやめる旨その他一定の事項
を記載した届出書を納税地の所轄税務署長
に提出しなければならないこととされてい
ます（旧所令197②）。

⑵　事業所得等を有する者に係る収支内訳書の確
定申告書への添付義務
　その年において不動産所得、事業所得又は山
林所得を生ずべき業務を行う居住者が確定所得
申告書を提出する場合（その申告書が青色申告
書である場合を除きます。）には、これらの所
得に係るその年中の総収入金額及び必要経費の
内容を記載した書類（以下「収支内訳書」とい
います。）を確定所得申告書に添付しなければ
ならないこととされています（旧所法120⑥）。
　具体的には、収支内訳書は不動産所得、事業
所得又は山林所得のそれぞれについて作成する
ものとし、収支内訳書にはこれらの所得の金額
の計算上総収入金額及び必要経費に算入される
金額を、次の項目の別に区分して、その項目別
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の金額を記載しなければならないこととされて
います。この場合において、その業種、業態、
規模等の状況からみてその項目により難い項目
については、その項目に準ずる他の項目による
ことができます（旧所規47の 3 ①）。
①　総収入金額については、商品製品等の売上
高（加工その他の役務の給付等売上と同様の
性質を有する収入金額を含みます。）、農産物
の売上高及び年末において有する農産物の収
穫した時の価額の合計額、賃貸料、山林の伐
採又は譲渡による売上高、家事消費の高並び
にその他の収入の別
②　必要経費については、商品製品等の売上原
価、年初において有する農産物の棚卸高、雇
人費、小作料、外注工賃、減価償却費、貸倒
金、地代家賃、利子割引料及びその他の経費
の別

（注 1）　上記の収支内訳書は、還付請求申告書、

確定損失申告書及び準確定申告書を提出す

る場合においても、その添付が必要とされ

ています（所法122③、123③、125④、127④、

所規47の 3 ②）。
（注 2）　その申告書が青色申告書である場合につ

いては、損益計算書その他一定の書類を確

定所得申告書等に添付しなければならない

こととされています（所法149、所規65）。

⑶　事業所得等を有する者の帳簿書類等の保存義
務
　その年において不動産所得、事業所得若しく
は山林所得を生ずべき業務を行う居住者又は国
内源泉所得に係るこれらの業務を行う非居住者
（青色申告書を提出することにつき税務署長の
承認を受けている者を除きます。以下⑶におい
て「居住者等」といいます。）は、帳簿を備え
付けてこれにこれらの所得を生ずべき業務に係
るその年の取引（恒久的施設を有する非居住者
にあっては、内部取引に該当するものを含みま
す。）のうち総収入金額及び必要経費に関する
事項を一定の簡易な方法により記録し、かつ、

その帳簿（その年においてこれらの業務に関し
て作成したその他の帳簿及びこれらの業務に関
して作成し、又は受領した一定の書類を含みま
す。）を保存しなければならないこととされて
います（旧所法232①）。
（注）　上記の「一定の書類」とは、次に掲げる書

類とされています（所規102③）。

1 �　その年の決算に関して作成した棚卸表そ

の他の書類

2 �　その年において上記の業務に関して作成

し、又は受領した請求書、納品書、送り状、

領収書その他これらに類する書類（自己の

作成したこれらの書類でその写しのあるも

のは、その写しを含みます。）

　具体的には、居住者等は、帳簿を備え、その
年分の不動産所得の金額、事業所得の金額及び
山林所得の金額が正確に計算できるように、こ
れらの所得を生ずべき業務に係るその年の取引
でこれらの所得に係る総収入金額及び必要経費
に関する事項を、一定の簡易な記録の方法に従
い、整然と、かつ、明瞭に記録しなければなら
ないこととされています。また、居住者等は、
その帳簿（その年においてこれらの所得を生ず
べき業務に関して作成したその他の帳簿及び上
記（注）に掲げる書類を含みます。）を、起算
日から 7 年間（その他の帳簿及び上記（注）に
掲げる書類にあっては、 5 年間）、その者の住
所地若しくは居所地又はその営む事業に係る事
務所、事業所その他これらに準ずるものの所在
地に保存しなければならないこととされていま
す。この場合において、上記（注）に掲げる書
類は、これを整理して保存しなければならない
こととされています（所規102①④）。
（注 1）　上記の「起算日」とは、帳簿については

その閉鎖の日の属する年の翌年 3 月15日の

翌日をいい、書類についてはその作成又は

受領の日の属する年の翌年 3 月15日の翌日

をいいます（所規63④、102④）。
（注 2）　青色申告書を提出することにつき税務署

長の承認を受けている者については、正規
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の簿記の原則等に従った帳簿書類の記録・

保存義務が課されています（所法148、所規

56～64、昭42. 8 大蔵告112）。

2 　改正の内容

⑴　改正の趣旨
　近年、シェアリングエコノミー等の新分野の
経済活動が広がりを見せている中、国内のみな
らず、国際的にも、適正課税の確保に向けた取
組みや制度的対応の必要性が課題として共通認
識されています。こうした中で、国税庁におい
ては、新分野の経済活動に対する適正申告のた
めの環境づくりに努めるとともに、情報収集を
拡充することにより、課税上の問題があると見
込まれる納税者を的確に把握し、適正な課税の
確保に向けて、行政指導も含めた対応を行って
いくこととしています。
　具体的には、次のような取組みを行っていく
ことを公表しています。
①　「国税庁ホームページを通じた申告等の税
務手続や取引に関する課税上の取扱いの情報
発信」、「申告納付手続の利便性向上」、「仲介
事業者や業界団体等を通じた適正申告の呼び
かけの実施」（適正申告のための環境作り）
②　課税上問題があると見込まれる納税者のう
ち、自発的な適正申告の履行を促す観点から
必要があると認められる納税者に対しては、
お尋ね文書を送付するなど取引の有無やその
内容についての確認、また、必要に応じて、
自主的な申告内容の見直しや申告の必要性の
確認の要請等（行政指導の実施）
③　大口・悪質な申告漏れ等が見込まれる納税
者に対しては、厳正な調査の実施（厳正な調
査の実施）
　今回の改正においては、こうした取組みを制
度面からも整備する観点から、雑所得を生ずべ
き業務に係る申告手続等について、次の改正を
行うこととされました。

⑵　雑所得を生ずべき小規模な業務を行う者の収
入及び費用の帰属時期の特例（いわゆる現金主
義の特例）
　シェアリングエコノミー等の新分野の経済活
動は、給与所得者が兼業又は副業としてその経
済活動を行うケースも多く見られます。こうし
た兼業や副業を行う給与所得者は、事業所得者
や不動産所得者と異なり、記帳、所得金額の計
算、確定申告の経験の乏しい方が多い上、実際
に兼業や副業の所得に係る確定申告の件数が増
加する傾向にあります。こうした点等を踏まえ、
このような納税者がより簡便に所得金額の計算
を行って確定申告ができるようにするために、
雑所得を生ずべき業務についても、現金主義に
よる所得計算ができることとされました。他方、
現金主義による所得計算は現金の収受を恣意的
に翌年にずらすなど所得の帰属年度を操作する
ことにより租税回避が可能となる点を踏まえれ
ば、無制限に現金主義の適用を可能とすること
は適正課税の確保の観点から適当ではないこと
から、前々年分のその業務に係る収入金額が
300万円以下である小規模な業務を行う者に限
って本特例の適用ができることとされました。
①　概要
　雑所得を生ずべき業務を行う居住者でその
年の前々年分の雑所得を生ずべき業務に係る
収入金額が300万円以下であるもの（以下
「特例対象者」といいます。）のその年分の雑
所得を生ずべき業務に係る雑所得の金額（山
林の伐採又は譲渡に係るものを除きます。以
下同じです。）の計算上総収入金額及び必要
経費に算入すべき金額は、その業務につきそ
の年において収入した金額及び支出した費用
の額とすることができることとされました
（所法67②、所令196の 2 ）。
②　特例対象者の収入及び費用の帰属時期
イ　特例対象者のその年分（雑所得を生ずべ
き業務の全部を譲渡し、若しくは廃止し、
又は死亡した日の属する年分を除きます。）
の雑所得を生ずべき業務に係る雑所得の金
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額の計算上総収入金額に算入すべき金額は、
所得税法第 2編第 2章第 2節第 3款の規定
（収入金額の計算の別段の定め）の適用を
受けるものを除き、その者の選択により、
その業務につきその年において収入した金
額（金銭以外の物又は権利その他経済的な
利益をもって収入した場合には、その金銭
以外の物又は権利その他経済的な利益の価
額）とすることができることとされました
（所令196の 3 ①）。
ロ　本特例の適用を受ける特例対象者のその
年分の雑所得を生ずべき業務に係る雑所得
の金額の計算上必要経費に算入すべき金額
は、償却費及び資産損失の必要経費算入の
特例の適用を受けるものを除き、その年に
おいてその業務に係る雑所得の総収入金額
を得るために直接支出した費用の額及びそ
の年においてその業務について支出した費
用の額とされました（所令196の 3 ②）。
ハ　その年の前年において本特例の適用を受
けていた特例対象者がその年において本特
例の適用を受けないこととなる場合におけ
る本特例の適用を受けないこととなる年分
の雑所得を生ずべき業務に係る雑所得の金
額の計算については、本特例の適用を受け
ることとなった年の前年12月31日（年の中
途において新たに雑所得を生ずべき業務を
開始した場合には、その業務を開始した
日）における売掛金、買掛金、未収収益、
前受収益、前払費用、未払費用その他これ
らに類する資産及び負債並びにその業務に
係る棚卸資産に準ずる資産（以下ハにおい
て「売掛金等」といいます。）の額と本特
例の適用を受けないこととなる年の 1月 1
日における売掛金等の額との差額に相当す
る金額は、その適用を受けないこととなる
年分の雑所得を生ずべき業務に係る雑所得
の金額の計算上、それぞれ総収入金額又は
必要経費に算入することとされました（所
規40②）。

ニ　ただし、その年の前年以前 5年内の各年
のいずれの年においても本特例の適用を受
けていた場合、すなわち本特例を 5年以上
継続して適用していた場合には、その者の
選択により、上記ハの「差額に相当する金
額を総収入金額又は必要経費に算入するこ
と」を適用しないこともできることとされ
ています（所規40③）。

③　特例対象者の収入及び費用の帰属時期の特
例を受けるための手続等
　上記②イの選択をする特例対象者は、本特
例の適用を受けようとする年分の確定申告書
を提出する場合には、その申告書に本特例の
適用を受ける旨の記載をしなければならない
こととされました（所令197③）。
　また、上記②ハ又はニの適用を受ける特例
対象者は、その年分の確定申告書を提出する
場合には、その申告書に上記②ハ又はニの適
用を受ける旨の記載をしなければならないこ
ととされました（所規40④）。

⑶　雑所得を生ずべき業務に係る雑所得を有する
者に係る収支内訳書の確定申告書への添付義務
　これまで雑所得を生ずべき業務に係る雑所得
については、その金額の多寡にかかわらず、確
定申告書に収支内訳書を添付する必要はありま
せんでした。納税者においてその業務に係る雑
所得の所得計算を適正に行うことができるよう
にするとともに、課税当局における申告内容の
確認を効率的に行えるようにする観点から、不
動産所得者や事業所得者と同様に、収支内訳書
の作成及び提出を求めることとされました。
　ただし、納税者の収支内訳書の作成に係る事
務負担と課税当局における申告内容の確認を効
率的に行うことの必要性とのバランスも踏まえ、
この添付義務の対象者は、多額の雑所得を生ず
べき業務に係る収入を有する者に限ることとさ
れました。
　具体的には、消費税の課税事業者となる基準
期間の課税売上高も参考に、その年において雑
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所得を生ずべき業務を行う居住者でその年の
前々年分のその業務に係る収入金額が1,000万
円を超えるものが、確定所得申告書を提出する
場合には、雑所得を生ずべき業務に係る収支内
訳書を確定所得申告書に添付しなければならな
いこととされました（所法120⑥）。なお、この
収支内訳書の作成及び記載方法は、事業所得等
を有する者に係る収支内訳書（上記 1 ⑵）と同
様です（所規47の 3 ①）。
（注）　上記の収支内訳書は、事業所得等を有する

者に係る収支内訳書と同様に、還付請求申告書、

確定損失申告書及び準確定申告書を提出する

場合においても、その添付が必要とされてい

ます（所法122③、123③、125④、127④、所

規47の 3 ②）。

⑷　雑所得を生ずべき業務に係る雑所得を有する
者の現金預金取引等関係書類の保存義務
　雑所得を生ずべき業務に係る雑所得について、
改正前においては、その申告内容を疎明する客
観的な資料の保存を求める制度はありませんで
したが、多くの納税者は自ら所得計算・申告を
行うためにその年の領収書等の客観的な資料を
確定申告の時まで保存し、その資料に基づいて
確定申告を行ってきたものと考えられます。他
方、今後、課税当局が雑所得を生ずべき業務に
係る雑所得の申告内容を積極的に確認していく
にあたって、所得金額の把握をより正確に行え
るよう制度の整備を行うことで、課税当局とし
ては申告内容の確認を効率的に進めることが可
能となり、納税者としても申告内容の確認を受
ける際の負担が軽減されることになります。ま
た、客観的な資料の保存を求めることにより、
自発的に適正な申告が行われることの効果も期

待できるところです。
　このような点や納税者の書類の保存に係る負
担と課税当局における所得金額の把握をより正
確に行うことの必要性とのバランスも踏まえ、
その年において雑所得を生ずべき業務を行う居
住者又は国内源泉所得に係る雑所得を生ずべき
業務を行う非居住者（以下⑷において「居住者
等」といいます。）で、その年の前々年分のこ
れらの雑所得を生ずべき業務に係る収入金額が
300万円を超えるものは、これらの雑所得を生
ずべき業務に係るその年の取引のうち総収入金
額及び必要経費に関する事項を記載した現金預
金取引等関係書類を保存しなければならないこ
ととされました（所法232②）。
　上記の「現金預金取引等関係書類」とは、居
住者等が雑所得を生ずべき業務に関して作成し、
又は受領した請求書、領収書その他これらに類
する書類（自己の作成したこれらの書類でその
写しのあるものは、その写しを含みます。）の
うち、現金の収受若しくは払出し又は預貯金の
預入若しくは引出しに際して作成されたものを
いいます（所規102⑦）。
　具体的には、居住者等は、現金預金取引等関
係書類を整理し、その作成又は受領の日の属す
る年の翌年 3月15日の翌日から 5年間、これを
その者の住所地若しくは居所地又は雑所得を生
ずべき業務を行う場所その他これらに準ずるも
のの所在地に保存しなければならないこととさ
れました（所規102⑧）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑵から⑷までの改正は、令和 4年分以後
の所得税について適用されます（改正法附則 5、
7③、11）。

─ 132 ─

――所得税法等の改正――



七　確定申告書の添付書類等に関する改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　所得税の確定申告書等の記載事項の概要
①　確定所得申告の概要及びその申告書の記載
事項
　居住者は、その年分の総所得金額、退職所
得金額及び山林所得金額の合計額が雑損控除
その他の所得控除の額の合計額を超える場合
において、その総所得金額、退職所得金額又
は山林所得金額からこれらの所得控除の額を
控除した後の金額を、それぞれ課税総所得金
額、課税退職所得金額又は課税山林所得金額
とみなして計算した場合の所得税の額の合計
額が配当控除の額を超えるときは、下記③の
確定損失申告書を提出する場合を除き、その
年の翌年 2月16日から 3月15日までの期間に
おいて、税務署長に対し、次に掲げる事項を
記載した申告書（確定所得申告書）を提出し
なければならないこととされています（所法
120①、旧所規47③）。
イ　その年分の総所得金額、退職所得金額及
び山林所得金額並びに雑損控除その他の所
得控除の額並びに課税総所得金額、課税退
職所得金額及び課税山林所得金額又は純損
失の金額
ロ　変動所得及び臨時所得の平均課税の適用
を受ける場合には、その年分の変動所得の
金額及び臨時所得の金額並びに平均課税対
象金額
ハ　上記イの課税総所得金額、課税退職所得
金額及び課税山林所得金額につき所得税法
第 2編第 3章の規定を適用して計算した所
得税の額
ニ　上記ハの所得税の額の計算上控除しきれ
なかった外国税額控除の額がある場合には、
その控除しきれなかった金額
ホ　上記イの総所得金額若しくは退職所得金

額又は純損失の金額の計算の基礎となった
各種所得につき源泉徴収をされた又はされ
るべき所得税の額（その所得税の額のうち
に、下記⑤ハからホまでの準確定申告書を
提出したことにより、又はその申告書に係
る所得税につき更正若しくは決定を受けた
ことにより還付される金額その他一定の金
額がある場合には、その金額を控除した金
額。以下「源泉徴収税額」といいます。）
がある場合には、上記ハの所得税の額から
その源泉徴収税額を控除した金額
ヘ　上記ホの金額の計算上控除しきれなかっ
た源泉徴収税額がある場合には、その控除
しきれなかった金額
ト　その年分の予納税額がある場合には、上
記ハの所得税の額（源泉徴収税額がある場
合には、上記ホの金額）からその予納税額
を控除した金額
チ　上記トの金額の計算上控除しきれなかっ
た予納税額がある場合には、その控除しき
れなかった金額
リ　上記イの総所得金額の計算の基礎となっ
た各種所得の金額のうちに譲渡所得の金額、
一時所得の金額、雑所得の金額、雑所得に
該当しない変動所得の金額又は雑所得に該
当しない臨時所得の金額がある場合には、
これらの金額及び一時所得、雑所得又は雑
所得に該当しない臨時所得について源泉徴
収をされた又はされるべき所得税の額
ヌ　その年において特別農業所得者である場
合には、その旨
ル　各種所得の基因となる資産若しくは事業
の所在地又はその各種所得の生ずる場所
ヲ　その他一定の事項
②　還付等を受けるための申告の概要及びその
申告書の記載事項
　居住者は、その年分の所得税につき上記①
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ニ、ヘ又はチの金額がある場合には、上記①
の確定所得申告書を提出すべき場合及び下記
③の確定損失申告書を提出することができる
場合を除き、源泉徴収税額等の還付を受ける
ため、税務署長に対し、上記①イからヲまで
に掲げる事項を記載した申告書（還付請求申
告書）を提出することができることとされて
います（所法122①）。
③　確定損失申告の概要及びその申告書の記載
事項
　居住者は、その年において生じた純損失の
金額がある場合等において、その年の翌年以
後において純損失の繰越控除若しくは雑損失
の繰越控除の適用を受け、又は純損失の繰戻
しによる還付を受けようとするときは、その
年の翌年 2月16日から 3月15日までの期間に
おいて、税務署長に対し、次に掲げる事項を
記載した申告書（確定損失申告書）を提出す
ることができることとされています（所法
123①②、旧所規48①）。
イ　その年において生じた純損失の金額及び
雑損失の金額
ロ　その年の前年以前 3年内の各年において
生じた純損失の金額及び雑損失の金額（純
損失の繰越控除又は雑損失の繰越控除の規
定により前年以前において控除されたもの
及び純損失の繰戻しによる還付を受けるべ
き金額の計算の基礎となったものを除きま
す。）
ハ　その年において生じた雑損失の金額があ
る場合には、その年分の総所得金額、退職
所得金額及び山林所得金額の合計額
ニ　上記ロの純損失の金額又は雑損失の金額
がある場合には、これらの金額を控除しな
いで計算した場合のその年分の総所得金額、
退職所得金額及び山林所得金額の合計額
ホ　純損失の繰越控除又は雑損失の繰越控除
の規定により翌年以後において総所得金額、
退職所得金額及び山林所得金額の計算上控
除することができる純損失の金額及び雑損

失の金額
ヘ　その年において外国税額控除の規定によ
る控除をされるべき金額がある場合には、
その金額
ト　上記イの純損失の金額又は上記ハ若しく
は上記ニの総所得金額若しくは退職所得金
額の計算の基礎となった各種所得に係る源
泉徴収税額がある場合には、その源泉徴収
税額
チ　その年分の予納税額がある場合には、そ
の予納税額
リ　上記イの純損失、雑損失若しくは各種所
得の基因となる資産若しくは事業の所在地
又はその純損失、雑損失若しくは各種所得
の生じた場所
ヌ　その他一定の事項
④　死亡の場合の確定申告（準確定申告）の概
要及びその申告書の記載事項
イ　上記①の確定所得申告書を提出すべき居
住者（被相続人）がその年の翌年 1月 1日
からその申告書の提出期限までの間にその
申告書を提出しないで死亡した場合には、
その相続人は、被相続人の下記ロの準確定
損失申告書を提出する場合を除き、その相
続の開始があったことを知った日の翌日か
ら 4月を経過した日の前日（同日前にその
相続人が出国をする場合には、その出国の
時）までに、税務署長に対し、死亡の場合
の準確定申告書を提出しなければならない
こととされています。この申告書には上記
①イからヲまでに掲げる事項のほか次に掲
げる事項を記載しなければならないことと
されています（所法124①、所令263①、所
規49①）。
イ　各相続人の氏名、住所又は居所及び個
人番号（個人番号を有しない者にあって
は、氏名及び住所又は居所）、被相続人
との続柄、民法の規定によるその相続分
並びに相続又は遺贈によって得た財産の
価額
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ロ　相続人が限定承認をした場合には、そ
の旨
ハ　相続人が 2人以上ある場合には、上記
①ハの所得税の額（源泉徴収税額があり、
かつ、予納税額がない場合には、上記①
ホの金額とし、予納税額がある場合には、
上記①トの金額とします。）を上記イの
各相続人の相続分により按分して計算し
た額に相当する所得税の額

ロ　上記③の確定損失申告書を提出すること
ができる居住者（被相続人）がその年の翌
年 1月 1日からその申告書の提出期限まで
の間にその申告書を提出しないで死亡した
場合には、その相続人は、その相続の開始
があったことを知った日の翌日から 4月を
経過した日の前日（同日前にその相続人が
出国をする場合には、その出国の時）まで
に、税務署長に対し、死亡の場合の準確定
損失申告書を提出することができることと
されています。この申告書には、上記③イ
からヌまでに掲げる事項のほか上記イイか
らハまでに掲げる事項を記載しなければな
らないこととされています（所法124②、
所令263①、所規49①）。
ハ　居住者（被相続人）が年の中途において
死亡した場合において、その者のその年分
の所得税について上記①の確定所得申告書
を提出しなければならない場合に該当する
ときは、その相続人は、被相続人の下記ホ
の準確定損失申告書を提出する場合を除き、
その相続の開始があったことを知った日の
翌日から 4月を経過した日の前日（同日前
にその相続人が出国をする場合には、その
出国の時）までに、税務署長に対し、死亡
の場合の準確定申告書を提出しなければな
らないこととされています。この申告書の
記載事項は、上記イの準確定申告書と同様
です（所法125①、所令263①、所規49①）。
ニ　居住者（被相続人）が年の中途において
死亡した場合において、その者のその年分

の所得税について上記②の還付請求申告書
を提出することができる場合に該当すると
きは、その相続人は、上記ハの準確定申告
書を提出すべき場合及び下記ホの準確定損
失申告書を提出することができる場合を除
き、税務署長に対し、死亡の場合の準確定
申告書を提出することができることとされ
ています。この申告書の記載事項は、上記
イの準確定申告書と同様です（所法125②、
所令263①、所規49①）。
ホ　居住者（被相続人）が年の中途において
死亡した場合において、その者のその年分
の所得税について上記③の確定損失申告書
を提出することができる場合に該当すると
きは、その相続人は、その相続の開始があ
ったことを知った日の翌日から 4月を経過
した日の前日（同日前にその相続人が出国
をする場合には、その出国の時）までに、
税務署長に対し、死亡の場合の準確定損失
申告書を提出することができることとされ
ています。この申告書の記載事項は、上記
ロの準確定損失申告書と同様です（所法
125③、所令263①、所規49①）。

⑤　出国の場合の確定申告（準確定申告）の概
要及びその申告書の記載事項
イ　上記①の確定所得申告書を提出すべき居
住者は、その年の翌年 1月 1日からその申
告書の提出期限までの間に出国をする場合
には、上記③の確定損失申告書を提出する
場合を除き、その出国の時までに、税務署
長に対し、出国の場合の準確定申告書を提
出しなければならないこととされています
（所法126①）。
ロ　上記③の確定損失申告書を提出すること
ができる居住者は、その年の翌年 1月 1日
から 2月15日までの間に出国をする場合に
は、その期間内においても、税務署長に対
し、出国の場合の準確定損失申告書を提出
することができることとされています（所
法126②）。
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ハ　居住者は、年の中途において出国をする
場合において、その年 1月 1日からその出
国の時までの間における総所得金額、退職
所得金額及び山林所得金額について、上記
①の確定所得申告書を提出しなければなら
ない場合に該当するときは、下記ホの準確
定損失申告書を提出する場合を除き、その
出国の時までに、税務署長に対し、その時
の現況により上記①イからヲまでに掲げる
事項を記載した出国の場合の準確定申告書
を提出しなければならないこととされてい
ます（所法127①）。
ニ　居住者は、年の中途において出国をする
場合において、その年 1月 1日からその出
国の時までの間における総所得金額、退職
所得金額及び山林所得金額について、上記
②の還付請求申告書を提出することができ
る場合に該当するときは、上記ハの準確定
申告書を提出すべき場合及び下記ホの準確
定損失申告書を提出することができる場合
を除き、税務署長に対し、その時の現況に
より上記①イからヲまでに掲げる事項を記
載した出国の場合の準確定申告書を提出す
ることができることとされています（所法
127②）。
ホ　居住者は、年の中途において出国をする
場合において、その年 1月 1日からその出
国の時までの間における純損失の金額若し
くは雑損失の金額又はその年の前年以前 3
年内の各年において生じたこれらの金額に
ついて、上記③の確定損失申告書を提出す
ることができる場合に該当するときは、そ
の出国の時までに、税務署長に対し、その
時の現況により上記③イからヌまでに掲げ
る事項を記載した出国の場合の準確定損失
申告書を提出することができることとされ
ています（所法127③）。

⑥　源泉徴収税額等の還付
　上記①から⑤までの申告書（以下「確定申
告書」といいます。）の提出があった場合に

おいて、その申告書に上記①ニ若しくはヘ又
は上記③ヘ若しくはトの金額の記載があると
きは、税務署長は、確定申告書を提出した者
に対し、その金額に相当する所得税を還付す
ることとされています。この還付金の還付を
受けようとする者は、その年中の各種所得に
つき源泉徴収をされた所得税の額があるとき
は、確定申告書にその所得税の額が源泉徴収
された事実の説明となるべき次に掲げる事項
を記載した明細書を添付しなければならない
こととされています（所法138、所令267②、
旧所規53①）。
イ　公社債、株式等について徴収された所得
税の額がある場合には、その元本等、その
収入金額及びその徴収された所得税の額並
びにその支払者の氏名又は名称及び住所若
しくは居所又は本店若しくは主たる事務所
の所在地
ロ　給与等又は退職手当等について徴収され
た所得税の額がある場合には、その収入金
額、その徴収された所得税の額並びにその
支払者の氏名又は名称及び住所若しくは居
所又は本店若しくは主たる事務所の所在地
ハ　公的年金等について徴収された所得税の
額がある場合には、その収入金額、その徴
収された所得税の額並びにその支払者の名
称及び主たる事務所の所在地
ニ　報酬・料金等について徴収された所得税
の額がある場合には、その金額、その徴収
された所得税の額並びにその支払者の氏名
又は名称及び住所若しくは居所又は本店若
しくは主たる事務所の所在地
ホ　国内源泉所得について徴収された所得税
の額がある場合には、その国内源泉所得の
金額、その徴収された所得税の額並びにそ
の支払者の氏名又は名称及び住所若しくは
居所又は本店若しくは主たる事務所の所在
地
ヘ　国外公社債等の利子等（措法 3 の 3）、
その他一定の配当等（措法 8の 3、 9の 2、
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9 の 3 の 2 ）について徴収された所得税の
額がある場合には、その元本等、その収入
金額及びその徴収された所得税の額並びに
その支払者等の名称及び本店若しくは主た
る事務所の所在地等
ト　未成年者口座内上場株式等の配当等（措
法 9の 9）について契約不履行等事由が生
じたことにより徴収された所得税の額があ
る場合には、その配当等の額、その徴収さ
れた所得税の額並びにその金融商品取引業
者等の営業所の名称及び所在地
チ　特定口座内保管上場株式等の譲渡等につ
いて徴収された所得税の額がある場合には、
その収入金額等の合計額、その徴収された
所得税の額並びにその金融商品取引業者等
の営業所の名称及び所在地
リ　未成年者口座内の少額上場株式等に係る
譲渡所得等（措法37の14の 2 ）について契
約不履行等事由が生じたことにより徴収さ
れた所得税の額がある場合には、未成年者
口座内上場株式等の譲渡の対価の額等、そ
の徴収された所得税の額並びにその金融商
品取引業者等の営業所の名称及び所在地
ヌ　割引債の償還金（措法41の12の 2 ）につ
いて徴収された所得税の額がある場合には、
その償還金の額、その徴収された所得税の
額並びにその支払者等の名称及び本店若し
くは主たる事務所の所在地等
ル　上記イからヌまでに掲げる所得税の額の
うちその納付期日が到来していないものが
ある場合には、その税額
ヲ　その他参考となるべき事項

⑵　寄附金控除の適用を受ける際の確定申告書に
添付すべき書類の概要
　寄附金控除の適用を受ける確定申告書を提出
する場合には、確定申告書に寄附金控除に関す
る事項の記載をし、寄附金控除の適用を受ける
金額の計算の基礎となる特定寄附金の明細書及
び次に掲げる特定寄附金の金額等を証する書類

又はその書類に記載すべき事項を記録した電子
証明書等（電磁的記録でその記録された情報に
ついて電子署名が行われているもの及び当該電
子署名に係る電子証明書をいいます。）に記録
された情報の内容を、国税庁長官の定める方法
によって出力することにより作成した書面（以
下「電磁的記録印刷書面」といいます。）を確
定申告書に添付し、又は提示しなければならな
いこととされています（所法120③一、所令262
①六、旧所規47の 2 ③）。
①　下記②から④までの特定寄附金以外のもの
である場合には、特定寄附金を受領した者の
受領した旨、その特定寄附金の額及びその受
領した年月日を証する書類
②　特定公益信託の信託財産とするために支出
したものとして特定寄附金とみなされる寄附
金である場合には、その金銭の受領をした特
定公益信託の受託者のその受領をした金銭が
特定公益信託の信託財産とするためのもので
ある旨、その金銭の額及びその受領した年月
日を証する書類並びに主務大臣の認定に係る
書類の写しとして特定公益信託の受託者から
交付を受けたもの
③　政治活動に関する寄附をした場合の寄附金
控除の特例（措法41の18①）により特定寄附
金とみなされる寄附金である場合には、総務
大臣等のその特定寄附金が政治資金規正法等
の規定による報告書により報告されたもので
ある旨等を証する書類で特定寄附金を支出し
た者の氏名及び住所、その特定寄附金等の金
額並びに受領した年月日等の事項の記載があ
るもの
④　認定特定非営利活動法人等に寄附をした場
合の寄附金控除の特例（措法41の18の 2 ）に
より特定寄附金とみなされる寄附金である場
合には、その特定寄附金を受領した認定特定
非営利活動法人等の受領した旨、その特定寄
附金等の金額及び受領した年月日を証する書
類

（注）　「特定寄附金」とは、①国若しくは地方公共
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団体に対する寄附金、②公益社団法人、公益

財団法人等に対する寄附金で財務大臣が指定

した寄附金（いわゆる指定寄附金）又は③公

共法人等その他特別の法律により設立された

法人のうち、教育又は科学の振興、文化の向上、

社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく

寄与する一定の法人に対する寄附金をいいま

す。

　また、電子情報処理組織を使用して確定申告
（いわゆる e-Tax による確定申告）を行う場合
には、添付書類に記載されている事項若しくは
記載すべき事項を入力して送信すること又は添
付書類に記載されている事項若しくは記載すべ
き事項が記録された電磁的記録で上記の添付書
類を交付すべき者から提供を受けたもの（その
添付書類を交付すべき者により電子署名及びそ
の電子署名に係る電子証明書が付されたものそ
の他これに類する一定の電磁的記録に限りま
す。）を送信することにより添付書類の提出に
代えることができることとされています（国税
オンライン化省令 5 ②④、平31. 3 国税庁告 7、
平31. 3 国税庁告10）。

⑶　医療費控除の適用を受ける際の確定申告書に
添付すべき書類の概要
　医療費控除の適用を受ける確定申告書を提出
する場合には、確定申告書に医療費控除に関す
る事項の記載をし、次に掲げる書類を確定申告
書に添付しなければならないこととされていま
す（旧所法120④、旧所規47の 2 ⑨）。
①　確定申告書に記載した医療費控除の適用を
受ける金額の計算の基礎となる医療費につい
て一定の事項（以下「控除適用医療費の額
等」といいます。）の記載がある明細書（下
記②に掲げる書類が確定申告書に添付された
場合におけるその書類に記載された控除適用
医療費の額等に係るものを除きます。）
（注）　上記の「一定の事項」は、次の事項とさ

れています（旧所規47の 2 ⑧）。

1 �　その年中において支払った医療費の額

2 �　医療費に係る診療、治療等を受けた者

の氏名

3 �　医療費に係る診療、治療等を行った病

院、診療所その他の者の名称又は氏名

4 �　その他参考となるべき事項

②　各医療保険者の医療費の額を通知する次に
掲げる書類で、控除適用医療費の額等の記載
があるもの
イ　健康保険法施行規則第112条の 2 の保険
者の同条各号に掲げる事項が記載された書
類
ロ　国民健康保険法施行規則第32条の 7の 2
の保険者の同条各号に掲げる事項が記載さ
れた書類
ハ　高齢者の医療の確保に関する法律施行規
則第82条の 2の後期高齢者医療広域連合の
同条各号に掲げる事項が記載された書類
ニ　船員保険法施行規則第155条の 2 の協会
の同条各号に掲げる事項が記載された書類
ホ　国家公務員共済組合法施行規則第113条
の 3の 2の組合の同条各号に掲げる事項が
記載された書類
ヘ　地方公務員等共済組合法施行規程第119
条の 5の組合の同条各号に掲げる事項が記
載された書類
ト　私立学校教職員共済法施行規則第16条の
4の事業団の同条各号に掲げる事項が記載
された書類

（注）　上記の「各医療保険者」とは、上記イか

らトまでの保険者、後期高齢者医療広域連

合、協会、組合及び事業団をいいます。以

下同じです。

　また、e-Tax による確定申告を行う場合に
は、上記①の明細書に記載すべき事項を入力
して送信すること又は上記②の書類に記載す
べき事項が記録された電磁的記録で各医療保
険者から提供を受けたもの（各医療保険者の
電子署名及びその電子署名に係る電子証明書
が付されたものその他これに類する一定の電
磁的記録に限ります。）を送信することによ
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りこれらの書類の提出に代えることができる
こととされています（国税オンライン化省令
5 ②④、平31. 3 国税庁告 7 、平31. 3 国税庁
告10）。

2 　改正の内容

⑴　所得税の確定申告書等の記載事項の見直し
　確定申告書等を提出する際には、各種所得の
収入金額に係る支払者を特定する観点から、そ
の支払者の名称及び所在地を確定申告書等に記
載することとされていましたが、その支払者が
法人である場合には、法人番号によって特定す
ることが可能です。これを踏まえ、確定申告書
等の記載事務の省力化による納税者の利便性の
向上を図る観点から、確定申告書等の提出の際
に記載することとされている上記 1 ⑴①ル及び
③リ並びに⑥イからヌまでの支払者等の本店等
の所在地に代えて、支払者等の法人番号を記載
することができることとされました（所規47③
三、48①三、所規53①）。
（注）　上記の「支払者等の本店等の所在地」は、

具体的には次のとおりです。

1 �　上記 1 ⑴①ル及び③リの各種所得に係る

収入金額の支払者の本店又は主たる事務所

若しくは従たる事務所の所在地

2 �　上記 1 ⑴⑥イ、ロ、ニ及びホの支払者の

本店又は主たる事務所の所在地

3 �　上記 1 ⑴⑥ハの支払者の主たる事務所の

所在地

4 �　上記 1 ⑴⑥へ及びヌの支払者等の本店又

は主たる事務所の所在地等

5 �　上記 1 ⑴⑥トからリまでの金融商品取引

業者等の営業所の所在地

⑵　所得税の確定申告書の添付書類の見直し
①　寄附金控除の適用を受ける際の確定申告書
に添付すべき書類の拡充
　寄附金控除の適用を受ける場合において、
その特定寄附金を受領する者が地方公共団体
であるときには、上記 1 ⑵①の書類に代えて、

特定事業者（地方公共団体と特定寄附金の仲
介に関する契約を締結している者であって特
定寄附金が支出された事実を適正かつ確実に
管理することができると認められるものとし
て国税庁長官が指定したものをいいます。以
下同じです。）の「地方公共団体がその特定
寄附金を受領した旨、地方公共団体の名称、
その特定寄附金の額及び特定寄附金を受領し
た年月日を証する書類」（以下「特定事業者
の特定寄附金の額等を証する書類」といいま
す。）を添付することができることとされま
した（所規47の 2 ③一イ）。
（注 1）　上記の「国税庁長官が指定した者」は、

今後指定される予定です。
（注 2）　居住者がe-Taxによる確定申告を行う場

合には、上記 1 ⑵①の書類と同様に、特

定事業者の特定寄附金の額等を証する書

類に記載されている事項を入力して送信

すること又は特定事業者の特定寄附金の

額等を証する書類に記載すべき事項が記

録された電磁的記録で特定事業者から交

付を受けたもの（特定事業者の電子署名

及びその電子署名に係る電子証明書が付

されたものその他これに類する一定の電

磁的記録に限ります。）を送信することに

より特定事業者の特定寄附金の額等を証

する書類の提出に代えることができるこ

ととされています。

②　医療費控除の適用を受ける際の確定申告書
に添付すべき書類の拡充
　確定申告により医療費控除の適用を受ける
場合には、上記 1 ⑶②の書類に代えて、次に
掲げる書類で、控除対象医療費の額の記載が
あるものを添付することができることとされ
ました（所法120④二、所規47の 2 ⑬八）。
イ　社会保険診療報酬支払基金及び国民健康
保険法第45条第 5項の国民健康保険団体連
合会（以下これらを「審査支払機関」とい
います。）の上記 1 ⑶②イからトまでのい
ずれかに掲げる書類に記載すべき事項が記
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載されたもの（以下「審査支払機関の医療
費の額等を通知する書類」といいます。）
又はその書類に記載すべき事項を記録した
電子証明書等に係る電磁的記録印刷書面
ロ　各医療保険者の上記 1 ⑶②イからトまで
に掲げる書類に記載すべき事項を記録した
電子証明書等に係る電磁的記録印刷書面
　また、居住者が e-Tax による確定申告を
行う場合には、上記 1 ⑶①の医療費の明細書
と同様に、上記 1 ⑶②の各医療保険者の医療
費の額等を通知する書類又は審査支払機関の
医療費の額等を通知する書類に記載されてい
る事項を入力して送信することによりこれら
の書類の提出に代えることができることとさ
れました。なお、上記 1 ⑶②の各医療保険者
の医療費の額等を通知する書類と同様に、審
査支払機関の医療費の額等を通知する書類に
記載すべき事項が記録された電磁的記録で審

査支払機関から提供を受けたもの（審査支払
機関の電子署名及びその電子署名に係る電子
証明書が付されたものその他これに類する一
定の電磁的記録に限ります。）を送信するこ
とにより審査支払機関の医療費の額等を通知
する書類の提出に代えることができることと
されました（国税オンライン化省令 5②④、
平31. 3 国税庁告 7、平31. 3 国税庁告10）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 4年 1月 1日以後に令和
3年分以後の所得税に係る確定申告書を提出する
場合について適用し、同日前に確定申告書を提出
した場合及び同日以後に令和 2年分以前の所得税
に係る確定申告書を提出する場合については従前
どおりとされています（改正法附則 7②、改正所
規附則 2～ 5）。

八　税務署長による源泉徴収に係る所得税の徴収に関する改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　利子所得及び配当所得に係る源泉徴収
　居住者に対し国内において利子等又は配当等
の支払をする者は、その支払の際、その利子等
又は配当等について所得税を徴収し、その徴収
の日の属する月の翌月10日までに、これを国に
納付しなければならないこととされています
（所法181）。
　上記により徴収すべき所得税の額は、利子等
についてはその金額に15％の税率を乗じて計算
した金額、配当等についてはその金額に20％の
税率を乗じて計算した金額とされています（所
法182）。なお、配当等であっても、個人の大口
株主等以外の者が支払を受ける上場株式等の配
当等、公募証券投資信託の収益の分配、特定投
資法人の投資口の配当等その他の一定のものに
ついての源泉徴収税率は、15％とされています
（措法 9の 3）。

⑵　給与等に係る源泉徴収
　前述「一　未婚のひとり親に対する税制上の
措置及び寡婦（寡夫）控除の改正」の 1 ⑷から
⑺までをご参照ください。

⑶　退職所得に係る源泉徴収
　退職所得は、所得税法の規定により他の所得
と分離して課税することとされており、退職手
当等の支払者の手元で容易にその所得に対応す
る所得税を求めることが可能であることから源
泉徴収制度の対象とされており、源泉徴収の方
法によって原則として退職時に納税が完了する
仕組みとなっています。
　具体的には、退職所得者に対し国内において
退職手当等の支払をする者は、その支払の際、
その退職手当等について所得税を徴収し、その
徴収の日の属する月の翌月10日までに、これを
国に納付しなければならないこととされていま
す（所法199）。
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　退職所得者は、退職手当等の支払を受ける時
までに、一定の事項を記載した「退職所得の受
給に関する申告書」（以下「退職受給申告書」
といいます。）をその退職手当等の支払者を経
由して、納税地の所轄税務署長に提出すること
とされており、退職手当等の支払者はその退職
受給申告書を基にその退職手当等に対する源泉
徴収税額を計算することになりますが、その年
に他の退職手当等が支払われている場合には、
両方を合算して再度退職所得の金額を計算して
不足税額分の源泉徴収を行うという仕組みが採
られていることから、退職受給申告書には、支
払うべきことが確定した他の退職手当等で既に
支払がされたもの（以下「支払済みの他の退職
手当等」といいます。）の有無を記載すること
とされています（所法203）。
　具体的には、退職手当等に対する源泉徴収税
額は、次の①又は②に掲げる場合の区分に応じ、
それぞれ①又は②に定める税額とされます（所
法201①）。
①　退職受給申告書に支払済みの他の退職手当
等がない旨の記載がある場合
　その支払う退職手当等の金額から退職所得
控除額を控除した残額の 2分の 1に相当する
金額（1,000円未満の端数は切り捨て）を課
税退職所得金額とみなして、税率の規定を適
用して計算した場合の税額
②　退職受給申告書に支払済みの他の退職手当
等がある旨の記載がある場合
　その支払う退職手当等の金額と支払済みの
他の退職手当等の金額の合計額から退職所得
控除額を控除した残額の 2分の 1に相当する
金額（1,000円未満の端数は切り捨て）を課
税退職所得金額とみなして、税率の規定を適
用して計算した場合の税額から、その支払済
みの他の退職手当等につき、この源泉徴収の
規定により徴収された又は徴収されるべき所
得税の額を控除した残額に相当する税額
（注）　退職手当等が特定役員退職手当等に該当

する場合には、上記の「 2 分の 1 に相当す

る金額」部分は適用がありません。

⑷　公的年金等に係る源泉徴収
　前述「一　未婚のひとり親に対する税制上の
措置及び寡婦（寡夫）控除の改正」の 1 ⑻をご
参照ください。

⑸　報酬・料金等の源泉徴収
　居住者に対し、国内において、原稿料・講演
料等、弁護士・公認会計士等の報酬等、プロ野
球の選手・競馬の騎手等一定の職業運動家の報
酬等、外交員・集金人等の報酬等、バー等のホ
ステス等の報酬等の支払をする者は、その支払
の際、これらの報酬・料金等について原則とし
て10％の税率による所得税を徴収し、その徴収
の日の属する月の翌月10日までに、これを国に
納付しなければならないこととされています
（所法204、205、所令320、322）。
　なお、報酬・料金等が司法書士の業務に関す
る報酬等の一定の報酬等である場合には、その
支払金額から一定の控除額を控除した残額に10
％の税率を乗じた金額が源泉徴収税額とされて
います（所法205、所令322）。また、この一定
の控除額は、その報酬等がバー等のホステス等
の業務に関する報酬等である場合には、5,000
円に報酬等の支払金額の計算期間の日数を乗じ
て計算した金額とされています（所令322）。
（注）　ホテル、旅館その他飲食をする場所におい

て客に接待その他の役務の提供を行うことを

業務とする者で一定のものに対する一定の報

酬又は料金は、上記のバー等のホステス等の

報酬等とみなして、上記の源泉徴収が適用さ

れます（措法41の20）。

⑹　非居住者又は法人の所得に係る源泉徴収
　非居住者又は外国法人に対し、国内において、
一定の国内源泉所得の支払をする者は、その支
払の際、これらの国内源泉所得について、原則
として、20％等の税率による所得税を徴収し、
その徴収の日の属する月の翌月10日までに、こ
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れを国に納付しなければならないこととされて
います（所法212①、213①）。
　内国法人に対し、国内において、一定の利子
等、配当等、給付補てん金、利息、利益、差益、
利益の分配又は賞金の支払をする者は、その支
払の際、当該利子等、配当等、給付補てん金、
利息、利益、差益、利益の分配又は賞金につい
て、原則として、15％等の税率による所得税を
徴収し、その徴収の日の属する月の翌月10日ま
でに、これを国に納付しなければならないこと
とされています（所法212③、213②）。

⑺　復興特別所得税の徴収
　平成25年 1 月 1 日から令和19年12月31日まで
の間は、上記⑴から⑹までの源泉徴収に際し、
復興特別所得税（2.1％）を併せて徴収しなけ
ればならないこととされています（復興財確法
28）。

⑻　源泉徴収に係る所得税の徴収
　上記⑴から⑺までの所得税（復興特別所得税
を含みます。以下同じです。）を徴収して納付
すべき者（源泉徴収義務者）がその所得税を納
付しなかったときは、税務署長は、その所得税
をその源泉徴収義務者から徴収することとされ
ています（旧所法221、復興財確法28⑧）。いわ
ゆる「強制徴収」と呼ばれるもので、源泉徴収
義務者がその支払の際に源泉徴収しているか否
かにかかわらず、源泉所得税については、租税
債権者たる国との法律関係においてはあくまで
も源泉徴収義務者が納税義務者たる地位に立ち、
国は源泉徴収義務者から所得税を徴収すべきこ
ととされています。その反面において、源泉徴
収義務の不履行があった場合でも国は受給者
（各種の支払を受ける者）に対しその履行を強
制しえないことを意味します。
　この場合に、税務署長は給与の支払に係る証
憑に基づき、給与の支払を受ける各人ごとの給
与の収入金額や扶養控除等の控除額を基に給与
の支払を受ける各人ごとの税額を計算し、所得

税の徴収（強制徴収）を行うこととなります。
　なお、この強制徴収は、その所得税を徴収す
るために所定の所得税の額を徴収決定し、それ
に基づいて源泉徴収義務者が納付すべき所得税
の額について納税告知書により納期限及び納付
場所を指定して徴収すべき税額の履行を求める
こと（国税通則法に基づく納税の告知）により
行われます（通法36）。

2 　改正の内容

⑴　改正の趣旨
　税務調査に完全に非協力的な納税者や帳簿書
類を破棄している納税者の調査においては、証
憑の保存や提示がないことや支払を受ける者も
不明であることから、推計課税によらざるを得
ないこととなります。
　申告所得税については、反面調査や同業者の
状況を勘案して、推計課税（所法156）を行う
こととなりますが、推計課税による所得金額の
算定においては、給与等の支払があると見込ま
れる業種や同業者が給与等の支払を行っている
場合には、その推計された給与等の支払総額が
必要経費に算入されることとなります。
　この場合の源泉所得税については、給与等の
支払を受ける者ごとの給与等の支払金額の算定
に係る何らかの間接資料（進行年分の源泉徴収
簿、タイムカード、勤務日報などの進行年分の
給与等の支払状況を確認できる書類、給与等支
払規程、調査年分に係る従業員の履歴書、納税
者の供述調書など）があれば、その間接資料に
基づき各人ごとの給与等の支払金額を推計して
強制徴収を行うことになります。源泉所得税に
おける推計課税は、上記の申告所得税における
推計課税と異なり法令上明文の規定はありませ
んが、できるものと解されていました。
　ただし、納税者からの間接資料の提示もなく、
また、調査を尽くしても間接資料を収集できな
い場合には、間接資料に基づく本人比率法によ
り推計課税を行うことができず、このような場
合には、同業者比率法（同業者の状況から各人
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の給与等の支払金額を推計して源泉所得税の強
制徴収を行うこと）によることも考えられます
が、調査対象者の個々の従業員と同業者の個々
の従業員とが同じ勤務形態で、同額の給与等の
支払を受けていることなど各人の給与等の支払
金額が相当程度で近似する同業者を抽出するこ
とは、実務上多大な事務量を要する上に殆ど不
可能であり、推計課税ができない現状にありま
した。
　このような場合に、源泉所得税の強制徴収を
断念することは税の公平性の観点から問題があ
ることから、何らかの課税を行う必要があり、
推計課税ができない場合には、下記のとおり、
全員が同じ額の給与等の支払を受けたものとし
て強制徴収を行うことができるように法令上の
手当を行うこととされました。

⑵　改正の内容
①　推計課税による源泉所得税の徴収
　税務署長は、上記 1 ⑻の源泉徴収に係る所
得税の徴収をする場合において、次に掲げる
支払の日又は支払金額（これらのうち、青色
申告書を提出した個人の不動産所得、事業所
得及び山林所得を生ずべき業務に係る支払に
係るもの並びに法人税の青色申告書を提出し
た法人の支払に係るものを除きます。）の区
分に応じ次に定める事項により、次に掲げる
支払の日を推定し、又は次に掲げる支払金額
を推計して、所得税を源泉徴収義務者から徴
収することができることとされました（所法
221②）。
イ　給与所得に係る源泉徴収の対象となる給
与等（以下「給与等」といいます。）の支
払の日又は給与等の支払を受けた者ごとの
給与等の支払金額……当該給与等の支払を
した者が定めている給与等の支払に関する
規程並びに当該給与等の支払を受けた者の
労務に従事した期間、労務の性質及びその
提供の程度
ロ　退職所得に係る源泉徴収の対象となる退

職手当等（以下「退職手当等」といいま
す。）の支払の日又は退職手当等の支払を
受けた者ごとの退職手当等の支払金額……
当該退職手当等の支払をした者が定めてい
る退職手当等の支払に関する規程並びに当
該退職手当等の支払を受けた者の労務に従
事した期間、労務の性質及びその提供の程
度
ハ　報酬、料金、契約金又は賞金に係る源泉
徴収の対象となる報酬、料金、契約金若し
くは賞金（以下「報酬等」といいます。）
の支払の日又は報酬等の支払を受けた者ご
との報酬等の支払金額……当該報酬又は料
金の支払を受けた者の業務を行った期間、
業務の内容及びその提供の程度、当該契約
金の支払を受けた者の約する役務の提供の
内容並びに当該賞金の支払の事由
ニ　非居住者又は法人の所得に係る源泉徴収
の対象となる国内源泉所得（給与等、退職
手当等又は報酬等に相当するものに限りま
す。以下「国内源泉所得」といいます。）
の支払の日又は国内源泉所得の支払を受け
た者ごとの国内源泉所得の支払金額……当
該国内源泉所得の上記イからハまでの区分
に応じ上記イからハまでに定める事項

②　推定又は推計が困難である場合の支払の日
及び支払金額の確定
　税務署長は、上記①により、上記の支払の
日を推定し、又は上記の支払金額を推計する
ことが困難である場合には、次に掲げる支払
の日又は支払金額の区分に応じ次に定めると
ころにより、上記 1 ⑻の所得税を源泉徴収義
務者から徴収することができることとされま
した（所法221③）。
　これは、推定や推計が困難である場合に、
所得税を源泉徴収義務者から徴収することを
断念することは適当ではないと考えられたこ
とから、各月の末日等において支払を受ける
者の全員が同じ額の支払を受けたものとして、
所得税を源泉徴収義務者から徴収することが
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できることとされたところです。
イ　給与等の支払の日又は支払金額……給与
等の支払をした個人がその年において業務
を営んでいた期間その他の当該給与等の支
払をした者の区分に応じた一定の期間（以
下「給与等の計算期間」といいます。）に
おける給与等の支払の日をイに掲げる日と
し、又は給与等の支払の日若しくはイに掲
げる日における給与等の支払金額をロに掲
げる金額とします。
イ　当該給与等の計算期間に属する各月の
末日
ロ　「当該給与等の計算期間における当該
給与等の支払をした者の給与等の支払金
額の総額」を「当該給与等の計算期間に
おける当該給与等の支払をした者から給
与等の支払を受けた者の人数」で除し、
これを「当該給与等の計算期間の月数」
で除して計算した金額
（注）　上記の月数は、暦に従って計算し、

1 月に満たない端数を生じたときは、

これを 1月とします（所法221④）。

ロ　退職手当等の支払の日又は支払金額……
退職手当等の支払をした個人がその年にお
いて業務を営んでいた期間その他の当該退
職手当等の支払をした者の区分に応じた一
定の期間（以下「退職手当等の計算期間」
といいます。）における退職手当等の支払
の日をイに掲げる日とし、又は退職手当等
の支払の日若しくはイに掲げる日における
退職手当等の支払金額をロに掲げる金額と
します。
イ　当該退職手当等の計算期間の末日
ロ　「当該退職手当等の計算期間における
当該退職手当等の支払をした者の退職手
当等の支払金額の総額」を「当該退職手
当等の計算期間における当該退職手当等
の支払をした者から退職手当等の支払を
受けた者の人数」で除して計算した金額

ハ　報酬等の支払の日又は支払金額……報酬

等の支払をした個人がその年において業務
を営んでいた期間その他の当該報酬等の支
払をした者の区分に応じた一定の期間（以
下「報酬等の計算期間」といいます。）に
おける報酬等の支払の日をイに掲げる日と
し、又は報酬等の支払の日若しくはイに掲
げる日における報酬等の支払金額をロに掲
げる金額とします。
イ　当該報酬等の計算期間の末日
ロ　「当該報酬等の計算期間における当該
報酬等の支払をした者の報酬等の種類ご
との支払金額の総額」を「当該報酬等の
計算期間における当該報酬等の種類ごと
の当該報酬等の支払をした者から当該報
酬等の支払を受けた者の人数」で除して
計算した金額

ニ　国内源泉所得の支払の日又は支払金額
……国内源泉所得の上記イからハまでの区
分に応じ上記イからハまでに定めるところ
によります。

③　給与等の総額又は人数の推計
　税務署長は、上記②の場合において、その
支払をした者の収入若しくは支出の状況、生
産量、販売量その他の取扱量その他事業の規
模又は財産若しくは債務の増減の状況により
次に掲げる総額又は人数を推計し、上記②に
より上記 1 ⑻の所得税を源泉徴収義務者から
徴収することができることとされました（所
法221⑤）。
イ　給与等の支払金額の総額又は給与等の支
払を受けた者の人数
ロ　退職手当等の支払金額の総額又は退職手
当等の支払を受けた者の人数
ハ　報酬等の種類ごとの支払金額の総額又は
報酬等の支払を受けた者の人数
ニ　国内源泉所得の上記イからハまでの区分
に応じ上記イからハまでに掲げる総額又は
人数

④　給与等、退職手当等若しくは報酬等又は国
内源泉所得に該当するかの推定
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　税務署長は、その支払が、給与等若しくは
国内源泉所得のいずれに該当するか、退職手
当等若しくは国内源泉所得のいずれに該当す
るか、又は報酬等若しくは国内源泉所得のい
ずれに該当するかを推定して、上記 1 ⑻の所
得税を源泉徴収義務者から徴収することがで
きることとされました。この場合において、
これらのいずれに該当するかを推定すること
が困難であるときは、それぞれ給与等、退職
手当等又は報酬等に該当するものとすること
ができることとされました（所法221⑥）。
⑤　推定又は推計が困難である場合の支払の日
及び支払金額の確定の基礎となる期間
　上記②イからハまでの一定の期間は、給与
等、退職手当等又は報酬等の支払をした次に
掲げる者の区分に応じ次に定める期間（その
期間が明らかでないときは、その年の 1月 1
日から12月31日までの期間）とされます（所
令334の 2 ①）。
イ　個人……その年において業務を営んでい
た期間
ロ　法人……法人税法第13条及び第14条に規
定する事業年度

⑥　報酬等の推定又は推計が困難である場合の
支払金額から控除する金額
イ　報酬等から控除する金額の計算
　上記 1 ⑸のとおり、報酬等が司法書士の
業務に関する報酬等の一定の報酬等である
場合には、報酬等の支払金額から一定の控
除額を控除した残額に10％の税率を乗じた
金額が源泉徴収税額とされている（所法
205、所令322）ことから、一定の報酬等で
ある場合にはその報酬等の支払われる金額
を確定させた上で、一定の控除額を計算す
る必要があります。

　よって、上記②により、報酬等の計算期
間における報酬等の支払の日を上記②ハイ
に掲げる日として所得税の額を計算する場
合における報酬等の支払金額から控除する
金額については、その控除する金額の計算
の基礎となる「報酬等の支払われる金額」
は、同日における上記①により推計した上
記①ハに掲げる支払金額又は上記②ハロに
掲げる金額とされました（所令334の 2 ②）。
ロ　報酬等の支払金額の計算期間の日数の推
計
　また、上記の一定の控除額は、その報酬
等がバー等のホステス等の業務に関する報
酬等である場合には、5,000円にその報酬
等の支払金額の計算期間の日数を乗じて計
算した金額とされている（所令322）こと
から、その計算期間の日数を確定させて控
除額を計算する必要があります。
　よって、税務署長は、上記イの場合（報
酬等がバー等のホステス等の業務に関する
報酬又は料金である場合に限ります。）に
は、バー等のホステス等のその業務を行っ
た期間、業務の内容及びその提供の程度に
よりその報酬又は料金の支払金額の計算期
間の日数を推計して、控除額の計算をする
ことができることとされました（所令334
の 2 ③）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑵の改正は、令和 3年 1月 1日以後に支
払うべき給与等、退職手当等、報酬等又は国内源
泉所得について適用し、同日前に支払うべき給与
等、退職手当等、報酬等又は国内源泉所得につい
ては従前どおりとされています（改正法附則10）。
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九　減価償却資産の範囲の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　個人が、その年12月31日において有する減価
償却資産について、その個人が選定した償却の
方法により、耐用年数に応じて計算した金額は、
その年分の不動産所得、事業所得、山林所得又
は雑所得の金額の計算上、必要経費に算入する
こととされています（所法49）。
⑵　この減価償却資産の範囲については、不動産
所得若しくは雑所得の基因となり、又は不動産
所得、事業所得、山林所得若しくは雑所得を生
ずべき業務の用に供される建物、構築物、機械
及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器具
及び備品、鉱業権その他の資産で、棚卸資産、
有価証券及び繰延資産以外の資産のうち次に掲
げるもの（時の経過によりその価値の減少しな
いものを除きます。）とされています（所法 2
①十九、旧所令 6）。
①　建物及びその附属設備
②　構築物
③　機械及び装置
④　船舶
⑤　航空機
⑥　車両及び運搬具
⑦　工具、器具及び備品（観賞用、興行用その
他これらに準ずる用に供する生物を含みま
す。）
⑧　次の無形固定資産
イ　鉱業権（租鉱権及び採石権その他土石を
採掘し又は採取する権利を含みます。）
ロ　漁業権（入漁権を含みます。）
ハ　ダム使用権
ニ　水利権
ホ　特許権
ヘ　実用新案権
ト　意匠権

チ　商標権
リ　ソフトウエア
ヌ　育成者権
ル　営業権
ヲ　専用側線利用権
ワ　鉄道軌道連絡通行施設利用権
カ　電気ガス供給施設利用権
ヨ　水道施設利用権
タ　工業用水道施設利用権
レ　電気通信施設利用権
⑨　牛、馬その他の一定の生物（上記⑦に該当
するものを除きます。）

2 　改正の内容

　効率的かつ安定的な林業経営の育成を図るため、
樹木の採取に適する相当規模の森林資源が存在す
る国有林野の一定区域において、木材の需要者と
連携する事業者が一定期間、安定的に樹木を採取
することができる権利を創設すること等を目的と
した「国有林野の管理経営に関する法律等の一部
を改正する法律案」が第198回国会に提出され、
令和元年 6月 5日に可決・成立し、同月12日に公
布されました。同法において、国有林野の管理経
営に関する法律（国有林野管理法）が改正され、
国有林野の一定区域において、一定期間、安定的
に樹木を採取できる権利である「樹木採取権」が
定められました。
　令和 2年度税制改正において、この樹木採取権
が、減価償却資産（上記 1⑵⑧の無形固定資産）
とされました（所令 6八ル）。
　樹木採取権の耐用年数は、その存続期間をもっ
て耐用年数とされています。具体的には、国有林
野管理法の規定により農林水産大臣が行う樹木採
取権の設定をする旨の通知において明らかにされ
たその樹木採取権の存続期間の年数が耐用年数と
なります（耐用年数省令 1②六）。
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3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 2年 4月 1日から施行さ

れています（改正所令附則 1、改正耐用年数省令
附則）。

十　特定譲渡制限付株式等に関する改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　特定譲渡制限付株式の価額等
　個人が法人に対して役務の提供をした場合に
おいて、その役務の提供の対価として特定譲渡
制限付株式が交付されたとき（承継譲渡制限付
株式が交付されたときを含みます。）における
その特定譲渡制限付株式又は承継譲渡制限付株
式に係る経済的利益の額の収入金額については、
その特定譲渡制限付株式又は承継譲渡制限付株
式の譲渡についての制限が解除された日におけ
る価額とされていました（旧所令84①）。

⑵　「特定譲渡制限付株式」の定義
　上記⑴の「特定譲渡制限付株式」とは、個人
が法人に対して役務の提供をした場合において、
その役務の提供の対価としてその個人に生ずる
債権の給付と引換えにその個人に交付される譲
渡制限付株式その他その個人に給付されること
に伴ってその債権が消滅する場合のその譲渡制
限付株式とされていました（旧所令84①）。
（注）　「譲渡制限付株式」とは、次の要件に該当す

る株式とされています（旧所令84①）。

①�　譲渡についての制限（以下「譲渡制限」

といいます。）がされており、かつ、その譲

渡制限に係る期間（②において「譲渡制限

期間」といいます。）が設けられていること。

②�　その個人から役務の提供を受ける法人又

はその株式を発行し、若しくはその個人に

交付した法人（以下「交付法人等」といい

ます。）がその株式を無償で取得することと

なる事由（その株式の交付を受けた当該個

人が譲渡制限期間内の所定の期間勤務を継

続しないこと若しくは当該個人の勤務実績

が良好でないことその他の当該個人の勤務

の状況に基づく事由又はこれらの法人の業

績があらかじめ定めた基準に達しないこと

その他のこれらの法人の業績その他の指標

の状況に基づく事由に限ります。以下「無

償取得事由」といいます。）が定められてい

ること。

⑶　「承継譲渡制限付株式」の定義
　上記⑴の「承継譲渡制限付株式」とは、次に
掲げる譲渡制限付株式とされています（旧所令
84①、所規19の 4 ①）。
①　合併によりその合併に係る被合併法人の特
定譲渡制限付株式を有する者に対し交付され
るその合併に係る合併法人の譲渡制限付株式
又はその合併の直前にその合併に係る合併法
人とその合併法人以外の法人との間にその法
人による完全支配関係（法人税法第 2条第12
号の 7の 6に規定する完全支配関係をいいま
す。②において同じです。）がある場合にお
ける当該法人の譲渡制限付株式
②　分割型分割によりその分割型分割に係る分
割法人の特定譲渡制限付株式を有する者に対
し交付されるその分割型分割に係る分割承継
法人の譲渡制限付株式又はその分割型分割の
直前にその分割型分割に係る分割承継法人と
その分割承継法人以外の法人との間にその法
人による完全支配関係がある場合における当
該法人の譲渡制限付株式

⑷　特定譲渡制限付株式等の課税関係
　上記⑴の個人が交付を受けた特定譲渡制限付
株式又は承継譲渡制限付株式に係る経済的利益
の額は、その個人の特定譲渡制限付株式又は承
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継譲渡制限付株式の譲渡制限が解除された日の
属する年分の給与所得として課税することとさ
れていました。
（注）　上記は、その特定譲渡制限付株式又は承継

譲渡制限付株式が交付法人との間の雇用契約

又はこれに類する関係に基因して交付された

と認められる場合の原則的な課税関係です。

ただし、雇用契約に基づき交付されるものでも、

その譲渡制限がその個人の退職に基因して解

除されたと認められる場合は退職所得とされ

るほか、交付法人と交付を受ける個人との関

係によって事業所得、一時所得又は雑所得と

される場合があります。以下同じです。

　なお、上記⑴の個人がその交付を受けた特定
譲渡制限付株式又は承継譲渡制限付株式の譲渡
制限が解除される日前に死亡した場合における
その特定譲渡制限付株式又は承継譲渡制限付株
式に係る経済的利益に対する課税については、
次の特定譲渡制限付株式又は承継譲渡制限付株
式の区分に応じそれぞれ次のとおりとされてい
ました（旧所令84①）。
①　その交付に係る契約において、当該特定譲
渡制限付株式又は承継譲渡制限付株式の譲渡
制限が、当該個人が死亡した日に自動的に解
除されることとされているもの……当該個人
が死亡した日における価額により当該個人の
給与所得又は退職所得として課税
②　その交付に係る契約において、当該特定譲
渡制限付株式又は承継譲渡制限付株式の譲渡
制限が、当該個人が死亡した日後に行われる
交付法人等の取締役会等において譲渡制限解
除事由に該当すること等の確認をした上で解
除されることとされているもの……譲渡制限
が解除された日（その取締役会等の日）にお
ける価額により当該個人の相続人の一時所得
又は雑所得として課税

⑸　特定譲渡制限付株式等を譲渡した場合の取得
価額
　上記⑴のとおり、特定譲渡制限付株式又は承

継譲渡制限付株式の交付を受けたことにより生
ずる経済的利益については、その譲渡制限が解
除された日の価額を収入金額として課税がされ
るため、これらの株式の取得価額は、その譲渡
制限が解除された日における価額とされていま
した（旧所令109①二）。

2 　関連する会社法の改正（金銭の払込み
等を要しない株式の発行）の概要

　会社をめぐる社会経済情勢の変化に鑑み、株主
総会の運営及び取締役の職務の執行の一層の適正
化等を図るため、株主総会資料の電子提供制度の
創設、株主提案権の濫用的な行使を制限するため
の規定の整備、取締役に対する報酬の付与や費用
の補償等に関する規定の整備、監査役会設置会社
における社外取締役の設置の義務付け等の措置を
講ずること等を内容とする「会社法の一部を改正
する法律案」が、第200回国会に提出され、令和
元年12月 4 日に可決・成立し、同月11日に法律第
70号として公布されています。
　会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第
70号。以下「会社法改正法」といいます。）によ
る改正前の会社法は、株式会社の発行株式の募集
については金銭の払込み等が前提（会社法改正法
による改正前の会社法199①）とされており、株
式会社が無償で株式を交付することは認められて
いませんでしたが、上記の改正により、上場会社
は、定款又は株主総会の決議による定めに従い取
締役の報酬等（報酬、賞与その他の職務執行の対
価として株式会社から受ける財産上の利益をいい
ます。以下同じです。）としてのその発行株式の
募集に際しては、金銭の払込等に関する事項の定
めを要しないこととされ（会社法202の 2 ①）、こ
れにより無償による株式の交付が可能とされまし
た（公布の日（令和元年12月11日）から 1年 6月
以内の政令で定める日から施行）。

3 　改正の内容

⑴　会社法の改正に伴う措置
　上記 2のとおり、取締役に対する報酬として
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の株式の交付については、従前のその取締役に
生じた金銭報酬債権を現物出資財産として払い
込むことによる交付のほか、金銭の払込み又は
金銭以外の財産の給付を要しない株式の交付が
可能となることから、上記 1 ⑵の譲渡制限付株
式のほか、その譲渡制限付株式が実質的にその
役務の提供の対価と認められるものである場合
（無償交付型）の譲渡制限付株式を特定譲渡制
限付株式の対象に追加することとされました
（所令84①二）。

⑵　役務の提供をした個人の死亡時に無償取得事
由に該当しないことが確定している特定譲渡制
限付株式等の改正
　上記 1 ⑷②の特定譲渡制限付株式又は承継譲
渡制限付株式については、
・　交付法人等の実務処理上の理由から契約上
は取締役会等の確認を要することとしており、
当該確認は形式的なものであることから、譲
渡制限の解除は当該個人の死亡後であるもの
の死亡時において譲渡制限が解除される株式
数が確定するものについては、実質的に死亡
時点で譲渡制限が解除されたものとして取り
扱うことが適当であると考えられること。
・　当該個人の相続人の所得として課税するの
ではなく、当該個人の給与所得等として課税
することが、譲渡制限付株式が役員等にイン
センティブを付与するために株式報酬として
会社が交付するものであるという趣旨に沿っ
たものであると考えられること。
等の観点から、上記 1 ⑷①と同様の課税関係と
するための改正が行われました。

　具体的には、役務の提供をした個人が交付を
受けた特定譲渡制限付株式又は承継譲渡制限付
株式の譲渡制限が解除される日前に死亡した場
合において、当該個人の死亡の時に無償取得事
由に該当しないことが確定しているその特定譲
渡制限付株式又は承継譲渡制限付株式について
は、当該個人の死亡の日における価額により当
該個人の給与所得又は退職所得として課税され
ることとされました（所令84①）。
　また、この改正にあわせて、これらの株式の
取得価額は、当該個人の死亡の日における価額
とされました（所令109①二）。
（注）　このほか、新株予約権の経済的利益につい

ての所要の規定の整備（所令84③一）が行わ

れています。

4 　適用関係

⑴　上記 3 ⑴の改正は、会社法改正法の施行の日
以後に交付に係る決議（当該決議が行われない
場合には、その交付）がされる譲渡制限付株式
について適用されます（改正所令附則 4③）。
⑵　上記 3 ⑵の改正は、役務の提供をした個人が
令和 2年 4月 1日以後に死亡する場合について
適用し、役務の提供をした個人が同日前に死亡
した場合については従前どおりとされています
（改正所令附則 4①）。
（注）　会社法改正法の施行の日は、その公布の日

（令和元年12月11日）から 1 年 6 月を超えない

範囲内において政令で定める日とされており

（同法附則 1）、その政令は関係政省令とあわ

せて今後定められます。

十一　法人の告知手続等に関する改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　告知等をする際の本人確認書類の提示等
　次に掲げる告知又は告知書、届出書若しくは
申請書（以下「告知書等」といいます。）の提

出（次の⑨から⑪までの告知は個人のみが対象
となります。）をする個人又は法人は、その告
知又は告知書等の提出をする際、その告知又は
告知書等の提出をする相手方に対し、その者の
氏名又は名称、住所及び個人番号又は法人番号
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（次の⑨から⑪までの告知においては、加えて
生年月日）の記載のある本人確認書類を提示し、
又は署名用電子証明書等を送信しなければなら
ないこととされています。
①　利子等・配当等の受領者の告知又は無記名
公社債等の利子等に係る告知書の提出（所法
224①②、旧所令336①、339①）
②　譲渡性預金の譲渡等に関する告知書の提出
（所法224の 2 、旧所規81の17②）
③　株式等の譲渡の対価の受領者の告知（所法
224の 3 ①、旧所令342①）
④　交付金銭等の受領者の告知（所法224の 3
③、旧所令345③）
⑤　償還金等の受領者の告知（所法224の 3 ④、
旧所令346③）
⑥　信託受益権の譲渡の対価の受領者の告知
（所法224の 4 、旧所令348①）
⑦　先物取引の差金等決済をする者の告知（所
法224の 5 ①、旧所令350の 3 ①）
⑧　金地金等の譲渡の対価の受領者の告知（所
法224の 6 、旧所令350の 8 ①）
⑨　特定口座開設届出書を提出する者の告知
（旧措法37の11の 3 ④、旧措令25の10の 3 ①）
⑩　非課税適用確認書の交付申請書、非課税口
座開設届出書、非課税口座簡易開設届出書又
は帰国届出書を提出する者の告知（旧措法37
の14⑦⑬�、旧措令25の13�～�）
⑪　未成年者非課税適用確認書の交付申請書又
は未成年者口座開設届出書を提出する者の告
知（旧措法37の14の 2 ⑬⑰、旧措令25の13の
8 ⑳において準用する旧措令25の13�～�）

⑫　国外送金等に係る本人口座を開設又は設定
する者の告知（国外送金等調書法 2六、旧国
外送金等調書令 3）
⑬　国外証券移管等に係る本人証券口座を開設
する者の告知（国外送金等調書法 2十三、旧
国外送金等調書令 3の 3）
⑭　国外送金等をする者の告知書の提出（国外
送金等調書法 3 ①、旧国外送金等調書令 5
③）

⑮　国外証券移管等をする者の告知書の提出
（国外送金等調書法 4 の 2 ①、旧国外送金等
調書令 9の 3①）

（注）　上記の「署名用電子証明書等」とは、次に

掲げる者の区分に応じそれぞれ次に定める電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の

人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいいます。

以下同じです。）とされています（所法224①、

旧所規81の 6 ⑥、旧措法37の11の 3 ④、旧措

規18の12①、国外送金等調書法 3 ①、旧国外

送金等調書規 4⑥）。

イ�　下記ロに掲げる者以外の者……その者の

次に掲げる電磁的記録又は情報が記録され

た電磁的記録

イ�　署名用電子証明書（電子署名等に係る

地方公共団体情報システム機構の認証業

務に関する法律第 3 条第 1 項に規定する

署名用電子証明書をいいます。以下同じ

です。）

ロ�　地方公共団体情報システム機構により

電子署名（電子署名及び認証業務に関す

る法律第 2 条第 1 項に規定する電子署名

をいいます。ハにおいて同じです。）が行

われた上記イの署名用電子証明書に係る

者の個人番号及び個人識別事項（行政手

続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律施行規則第 1

条第 1 項第 2 号に規定する個人識別事項

をいいます。）に係る情報で、同令第 4条

第 1 号の規定により総務大臣が定めるも

の

ハ�　上記イの署名用電子証明書により確認

される電子署名が行われた情報で、その

署名用電子証明書に係る者の氏名、住所

及び個人番号に係るもの

ロ�　下記⑵①ハに掲げる者（番号既告知者）

……その者の次に掲げる電磁的記録又は情

報が記録された電磁的記録
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イ�　署名用電子証明書

ロ�　上記イの署名用電子証明書により確認

される電子署名が行われた情報で、その

署名用電子証明書に係る者の氏名及び住

所に係るもの

⑵　本人確認書類の範囲
①　個人が告知等をする場合に提示すべき上記
⑴の本人確認書類は、次に掲げる者の区分に
応じそれぞれ次の書類とされていました（旧
所規81の 6 ①、81の10、81の20①、81の25①、
81の29①、81の33①、81の36②、81の38①、
旧措規18の12③、18の15の 3 �、18の15の10
⑲、旧国外送金等調書規 4①）。
イ　国内に住所を有する個人（下記ハに掲げ
る者を除きます。）……その個人の次に掲
げるいずれかの書類
イ　個人番号カードで提示する日において
有効なもの
ロ　通知カード及び住所等確認書類
ハ　住民票の写し又は住民票の記載事項証
明書で個人番号の記載のあるもの（提示
する日前 6月以内に作成されたものに限
ります。）及び住所等確認書類で下記②
イ及びロの書類以外のもの

ロ　国内に住所を有しない個人（下記ハに掲
げる者を除きます。）……次に掲げる者の
区分に応じそれぞれ次の書類
イ　個人番号を有しない個人……住所等確
認書類（下記②イ及びロの書類を除きま
す。下記ロにおいて同じです。）

ロ　個人番号を有する個人……住所等確認
書類及び還付された通知カード又は個人
番号カード

ハ　下記⑶の帳簿に個人番号等が記載されて
いる個人（番号既告知者）……住所等確認
書類（上記ロに掲げる個人にあっては、下
記②イ及びロの書類を除きます。）

②　上記①の住所等確認書類は、次の書類（上
記⑴⑨から⑪までの告知については、下記ハ

の戸籍の附票の写し及び下記リの書類を除き
ます。）とされていました（旧所規81の 6 ②、
81の10、81の20①、81の25①、81の29①、81
の33①、81の36②、81の38①、旧措規18の12
④、18の15の 3 �、18の15の10⑲、旧国外送
金等調書規 4②）。
イ　個人番号カードで提示する日において有
効なもの
ロ　住民票の写し又は住民票の記載事項証明
書（提示する日前 6月以内に作成されたも
のに限ります。下記ハにおいて同じです。）
ハ　戸籍の附票の写し又は印鑑証明書
ニ　国民健康保険、健康保険、船員保険、後
期高齢者医療若しくは介護保険の被保険者
証、健康保険日雇特例被保険者手帳、国家
公務員共済組合若しくは地方公務員共済組
合の組合員証又は私立学校教職員共済制度
の加入者証
ホ　国民年金手帳、児童扶養手当証書、特別
児童扶養手当証書、母子健康手帳、身体障
害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉
手帳又は戦傷病者手帳
ヘ　運転免許証（提示する日において有効な
ものに限ります。）又は運転経歴証明書
ト　旅券で提示する日において有効なもの
チ　在留カード又は特別永住者証明書で、提
示する日において有効なもの
リ　国税若しくは地方税の領収証書、納税証
明書又は社会保険料の領収証書（領収日付
の押印又は発行年月日の記載のあるもので、
その日が提示する日前 6月以内のものに限
ります。以下同じです。）
ヌ　上記イからリまでに掲げる書類のほか、
官公署から発行され、又は発給された書類
その他これらに類するもの（提示する日前
6月以内に作成されたもの（有効期間又は
有効期限のあるものにあっては、提示する
日において有効なもの）に限ります。）

③　法人が告知又は告知書等の提出をする場合
に提示すべき上記⑴の本人確認書類の範囲は、
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次に掲げる者の区分に応じそれぞれ次の書類
とされていました（旧所規81の 6 ③、81の10、
81の20①、81の25①、81の29①、81の33①、
81の36②、81の38①、旧国外送金等調書規 4
③）。
イ　法人番号を有する法人（下記ハの法人課
税信託の受託法人を除きます。）……その
法人の次に掲げるいずれかの書類
イ　法人番号通知書（行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律施行令第38条（同令第39条
第 4 項において準用する場合を含みま
す。）の規定による通知に係る書面をい
い、その法人の名称、本店等の所在地及
び法人番号の記載のあるものに限ります。
以下同じです。）で提示する日前 6 月以
内に作成されたもの
ロ　法人番号通知書（上記イに掲げるもの
を除きます。）及び法人確認書類
ハ　行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律（以
下「番号利用法」といいます。）第39条
第 4項の規定により公表されている法人
の名称、本店又は主たる事務所の所在地
及び法人番号を電子情報処理組織に係る
電子計算機を用いて出力することにより
作成した書面（提示する日前 6月以内に
作成されたものに限ります。以下「法人
番号印刷書類」といいます。）及び法人
確認書類

ロ　法人番号を有しない法人（下記ハの法人
課税信託の受託法人を除きます。）……そ
の法人の法人確認書類
ハ　法人課税信託の受託法人……次に掲げる
書類
イ　法人課税信託の受託者の上記①イから
ハまで又は上記イ若しくはロに掲げる者
の区分に応じ上記①イからハまで又は上
記イ若しくはロの書類（その者の氏名又
は名称及び住所又は本店等の所在地の記

載のあるものに限ります。）
ロ　法人課税信託の信託約款その他これに
類する書類（その法人課税信託の名称及
びその法人課税信託の信託された営業所
の所在地の記載があるものに限ります。）

④　上記③の法人確認書類は、次に掲げる法人
の区分に応じそれぞれ次の書類とされていま
した（旧所規81の 6 ④、81の10、81の20①、
81の25①、81の29①、81の33①、81の36②、
81の38①、旧国外送金等調書規 4④）。
イ　内国法人（人格のない社団等及び法人課
税信託の受託法人を除きます。）……その
内国法人の次に掲げるいずれかの書類
イ　設立の登記に係る登記事項証明書（設
立の登記をしていないときは、所轄行政
機関の長のその内国法人の名称及び本店
等所在地を証する書類）若しくはこれら
の書類の写し、印鑑証明書又は法令の規
定に基づき官公署から送付を受けた許認
可等に係る書類（提示する日前 6月以内
に交付又は送付を受けたものに限ります。
以下同じです。）
ロ　国税若しくは地方税の領収証書、納税
証明書又は社会保険料の領収証書

ロ　人格のない社団等（国内に主たる事務所
を有する者に限ります。）……その人格の
ない社団等の次に掲げるいずれかの書類
イ　定款、寄附行為、規則又は規約（名称
及び主たる事務所の所在地に関する事項
の定めがあるものに限ります。）の写し
で、その代表者又は管理人のその人格の
ない社団等のものである旨を証する事項
の記載のあるもの
ロ　上記イロに掲げる書類
ハ　外国法人（恒久的施設を有する外国法人
に限るものとし、法人課税信託の受託法人
を除きます。）……その外国法人の次に掲
げるいずれかの書類
イ　会社法又は民法の規定による登記に係
る登記事項証明書又は印鑑証明書
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ロ　上記イロに掲げる書類
ニ　上記ハに掲げる外国法人以外の外国法人
（法人課税信託の受託法人を除きます。）
……官公署から発行され、又は発給された
書類その他これらに類するもの（法人番号
通知書及び法人番号印刷書類を除きます。）
（注）　上記①及び②の書類はいずれもその者

の氏名及び住所（上記⑴⑨から⑪までの

制度では、加えて生年月日）の記載があ

るものに、上記④の書類はいずれもその

法人の名称及び本店等の所在地等の記載

のあるものに、それぞれ限ります。

⑶　番号既告知者に係る個人番号の告知の特例
①　上記⑴の告知又は告知書等の提出を受ける
者が、その告知又は告知書等の提出をする個
人の個人番号その他一定の事項を記載した帳
簿（本人確認書類の提示又は署名用電子証明
書等の送信を受けて作成されたものに限りま
す。）を備えているときは、その告知又は告
知書等の提出をする個人は、その者の個人番
号の告知又は告知書等への記載を要しないこ
ととされています。ただし、その告知又は告
知書等の提出をする個人の氏名、住所又は個
人番号が、その帳簿に記載されたその者の氏
名、住所又は個人番号と異なる場合には、改
めてこれらの事項について告知又は告知書等
の提出をすることが必要となります。（所法
224①、224の 3 ①③④、224の 4 、224の 5 ①、
224の 6 、措法37の11の 3 ④、37の14⑥一⑦
⑬、37の14の 2 ⑫⑬⑰、国外送金等調書法 3
①、 4の 2①、旧所令336①②④、338①～③、
339①⑨、342①④、344①、345③⑤⑥、346
③⑤⑥、348①④、350①、350の 3 ①④、350
の 5 ①、350の 8 ①④、350の10①、旧措令25
の10の 3 ①③⑤、25の13㉔㉖㉘、25の13の 8
⑳において準用する旧措令25の13㉔㉖㉘、旧
国外送金等調書令 3、 3の 3、 5②、 6①、
9の 3③、 9の 4①、旧所規81の 9 ①、81の
17①③⑤、旧措規18の15の 3 ⑲、18の15の10

⑲、旧国外送金等調書規 3①⑥）。
②　上記①の帳簿に記載すべき一定の事項は、
次に掲げる事項とされています。また、この
帳簿は、その閉鎖の日の属する年の翌年から
5年間保存しなければならないこととされて
います（旧所規81の 6 ⑦⑧、81の 9 ②、81の
17⑥、81の20③、81の25③、81の29③、81の
33③、81の36④、81の38②、旧措規18の12⑥
⑦、18の15の 3 ⑮⑯、18の15の10⑲において
準用する旧措規18の15の 3 ⑮⑯、旧国外送金
等調書規 3②③⑦、 5①、11の 2 ②）。
イ　本人確認書類の提示又は署名用電子証明
書等の送信をした者の氏名、住所及び個人
番号
ロ　その提示又は送信を受けた年月日及びそ
の提示を受けた本人確認書類の名称又は署
名用電子証明書等の送信を受けた旨
ハ　その他参考となるべき事項

⑷　帳簿を備えている場合の本人確認書類の提示
等の特例
①　上記⑴①又は③から⑧までの告知又は告知
書の提出（以下①及び下記⑸①において「告
知等」といいます。）をする者が告知等をす
る場合において、その告知等を受ける者が、
その告知等をする者の氏名又は名称、住所及
び個人番号又は法人番号その他の事項を記載
した帳簿（その者から申請書（本人確認書類
の写しの添付があるもの又はその提出の際に
署名用電子証明書等の送信を受けているもの
に限ります。）の提出を受けて作成されたも
のに限ります。）を備えているときは、その
者はその告知等を受ける者に対しては、本人
確認書類の提示又は署名用電子証明書等の送
信を要しないこととされています（旧所令
337④、339⑨、343④、345⑥、346⑥、349④、
350の 4 ④、350の 9 ④）。
②　上記①の申請書を受理した告知等を受ける
者は帳簿を作成し、その帳簿に申請書に添付
された本人確認書類の写しの名称又は署名用
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電子証明書等の送信を受けた旨を記載すると
ともに、その申請書を受理した日の属する年
の翌年から 3年間、その受理した申請書（本
人確認書類の写し及び署名用電子証明書等を
含みます。）を保存しなければならないこと
とされています（旧所規81の 7 ③⑥、81の11
③⑦、81の21②⑥、81の26、81の30、81の34
②⑤、81の36⑤⑨、81の39②⑤）。下記③の
届出書の提出を受けた場合も同様です（旧所
規81の 7 ⑤⑥、81の11⑤⑦、81の21⑤⑥、81
の26、81の30、81の34④⑤、81の36⑧⑨、81
の39④⑤）。
③　上記①の申請書の提出をした者は、その提
出後、その者の氏名若しくは名称、住所若し
くは個人番号の変更をした場合又は番号利用
法の規定により個人番号若しくは法人番号が
初めて通知された場合には、遅滞なく、その
申請書を受理した告知等を受ける者に、変更
等をした事項その他の一定の事項を記載した
届出書（本人確認書類の写しの添付があるも
の又はその提出の際に署名用電子証明書等を
送信しているものに限ります。）を提出しな
ければならないこととされています（旧所規
81の 7 ④、81の11④、81の21③、81の26、81
の30、81の34③、81の36⑥、81の39③）。
④　上記⑴⑭又は⑮の告知書の提出をする者が
告知書の提出をする場合において、その告知
書の提出を受ける者がその告知書の提出をす
る者の氏名又は名称、住所及び個人番号又は
法人番号を記載した帳簿書類（本人確認書類
の写しの添付があるもの又はその作成の際に
送信を受けた署名用電子証明書等を併せて保
存しているものに限ります。）を備えている
ときは、その者はその告知書の提出を受ける
者に対しては、本人確認書類の提示を要しな
いこととされています（旧国外送金等調書令
5④、 9の 3②）。

⑸　告知等を受けた者の確認及び帳簿書類の保存
義務等
①　上記⑴①又は③から⑧までの告知等を受け
た者は、告知等を受けた事項が、その告知等
の際に提示又は送信を受けた本人確認書類又
は署名用電子証明書等に記載又は記録がされ
た事項と同じであるかどうかを確認しなけれ
ばならないこととされています（旧所令338
①、339⑨、344①、345⑥、346⑥、350①、
350の 5 ①、350の10①）。この場合において、
その告知等を受けた者は、提示を受けた本人
確認書類の名称又は署名用電子証明書等の送
信を受けた旨を帳簿に記載し、告知等を受け
た事項が本人確認書類又は署名用電子証明書
等に記載又は記録がされた事項と同じである
ことを確認した旨を明らかにしておく必要が
あります（旧所規81の 8 ①、81の12①、81の
22①、81の27、81の31、81の35①、81の36⑩、
81の40①）。
②　上記⑴②の告知書の提出を受けた者は、告
知書に記載された事項が、その告知書の提出
の際に提示又は送信を受けた本人確認書類又
は署名用電子証明書等に記載又は記録がされ
た事項と同じであるかどうかを確認し、その
確認をした旨をその告知書に記載しておく必
要があります（旧所規81の17③）。
③　上記⑴⑭又は⑮の告知書の提出を受けた者
は、その告知書に記載された事項が、その告
知書の提出の際に提示又は送信を受けた本人
確認書類又は署名用電子証明書等に記載又は
記録がされた事項と同じであるかどうかを確
認しなければならないこととされています
（旧国外送金等調書令 6 ①、 9 の 4 ①）この
場合において、その告知書の提出を受けた者
は、提示を受けた本人確認書類の名称又は署
名用電子証明書等の送信を受けた旨をその告
知書に記載しておく必要があります（旧国外
送金等調書令 6③、 9の 4③）。
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⑹　障害者等の少額貯蓄非課税制度における本人
確認書類の提示等
①　障害者等の少額貯蓄非課税制度の適用を受
けようとする者が、金融機関の営業所等の長
に、非課税貯蓄申告書又は非課税貯蓄限度額
変更申告書の提出をする場合には、障害者等
の身体障害者手帳その他一定の書類（以下
「障害者等確認書類」といいます。）及び本人
確認書類の提示（本人確認書類の提示に代え
て行う署名用電子証明書等の送信）をして氏
名、生年月日、住所及び個人番号並びに障害
者等に該当する旨を告知しなければならない
こととされています（所法10⑤、所令41の 2
③④、措法 4②）。
②　非課税貯蓄申告書の提出をした者が、非課
税貯蓄申込書の提出の際に本人確認書類の提
示を省略するために、金融機関の営業所等の
長に、告知すべき事項を記載した帳簿への記
載申請書の提出をする場合は、障害者等確認
書類及び本人確認書類の写しの提出が必要と
されています（所令41の 2 ⑤）。
③　上記②の申請書の提出をした者が、その提
出後、その者の氏名、住所又は個人番号の変
更をした場合（下記④の非課税貯蓄に関する
異動申告書を提出した場合を除きます。）に
は、遅滞なく、その申請書の提出をした金融
機関の営業所等の長に、変更等をした事項そ
の他の一定の事項を記載した届出書（本人確
認書類の写しの添付があるもの又はその提出
の際に署名用電子証明書等を送信しているも
のに限ります。）を提出しなければならない
こととされています（旧所規 7⑧、措規 2の
5）。

④　非課税貯蓄申告書を提出した個人が、その
提出後、その者の氏名、住所又は個人番号の
変更をした場合には、その非課税貯蓄申告書
の提出をした金融機関の営業所等の長に非課
税貯蓄に関する異動申告書を提出することと
されています。この非課税貯蓄に関する異動
申告書の提出に当たっては、本人確認書類を

提示し、又は署名用電子証明書等を送信しな
ければならないこととされています（所令43
①）。
⑤　上記①から④までの本人確認書類は次の書
類とされていました（旧所規 7④）。
イ　個人番号カードで告知又は提示をする日
（以下「告知等の日」といいます。）におい
て有効なもの
ロ　通知カード及び住所等確認書類
ハ　住民票の写し又は住民票の記載事項証明
書で個人番号の記載のあるもの（告知等の
日前 6 月以内に作成されたものに限りま
す。）及び住所等確認書類で下記⑥イ及び
ロの書類以外のもの

⑥　上記⑤の住所等確認書類は次の書類とされ
ています（旧所規 7②）。
イ　個人番号カードで告知等の日において有
効なもの
ロ　住民票の写し又は住民票の記載事項証明
書（告知等の日前 6月以内に作成されたも
のに限ります。下記ハにおいて同じです。）
ハ　印鑑証明書
ニ　国民健康保険、健康保険、船員保険、後
期高齢者医療若しくは介護保険の被保険者
証、健康保険日雇特例被保険者手帳、国家
公務員共済組合若しくは地方公務員共済組
合の組合員証又は私立学校教職員共済制度
の加入者証
ホ　国民年金手帳
ヘ　運転免許証（告知等の日において有効な
ものに限ります。）又は運転経歴証明書
ト　旅券で告知等の日において有効なもの
チ　在留カード又は特別永住者証明書で、告
知等の日において有効なもの
リ　上記イからチまでに掲げる書類のほか、
官公署から発行され、又は発給された書類
その他これらに類するもの（告知等の日前
6月以内に作成されたもの（有効期間又は
有効期限のあるものにあっては、告知等の
日において有効なもの）に限ります。）
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2 　改正の内容

　番号利用法による番号制度の導入後は、申告書
等を提出する個人又は法人が金融機関等に告知す
べき事項にその者の個人番号又は法人番号が追加
されましたが、個人番号の告知については、納税
者及び金融機関等の本人確認等の事務負担を軽減
する観点から、近年の改正においてその方法等に
ついて特例を設ける等の見直しが行われてきまし
た。
（参考）　平成28年度税制改正においては、既に個

人番号の告知等をしている者について、金

融機関等がその者の個人番号等を記載した

帳簿を備えている場合には、その者の個人

番号の告知を要しないこととする特例の創

設等の改正が行われ、平成30年度税制改正

においては、金融機関等に対して既に個人

番号の告知等をしている個人が氏名又は住

所を変更した場合には、その者の個人番号

の告知を要しないこととする等の改正が行

われています。

　令和 2年度税制改正においては、法人番号が、
番号利用法の規定に基づき国税庁の法人番号公表
サイトにおいて公表されており、広く一般に閲覧
可能な情報であることに加え、既に所得税法上の
告知制度と同様に金融機関等が顧客の本人確認を
行う規定が設けられている犯罪による収益の移転
防止に関する法律においても、法人番号公表サイ
トや登記情報提供サービスといった公表されてい
る法人情報（名称、住所等）の活用により本人確
認を簡素化する措置が講じられていること等を踏
まえ、法人の番号告知義務の履行の円滑化を図る
とともに、金融機関等における本人確認等の事務
負担の軽減を図る観点から、法人が告知をする際、
告知を受けた金融機関等がその告知があった事項
につき法人番号公表サイトに公表された法人情報
により確認をした場合には、その告知をする法人
については、本人確認書類の提示を要しないこと
とする等の改正が行われました。
　具体的な改正内容は、次のとおりです。

⑴　番号利用法の規定により公表された法人情報
による告知事項の確認を受けた場合の本人確認
書類の提示の特例の創設等
①　番号利用法の規定により公表された法人情
報による告知事項の確認を受けた場合の本人
確認書類の提示の特例
　上記 1 ⑴①から⑧まで又は⑫から⑮までの
告知又は告知書の提出をする法人が告知又は
告知書の提出をする際、その告知又は告知書
の提出を受ける者が、その告知があった又は
その告知書に記載がされた名称、住所及び法
人番号につき、番号利用法第39条第 4項の規
定により公表されたその告知又は告知書の提
出をする法人の名称、住所及び法人番号と同
じであることの確認をした場合には、その告
知又は告知書の提出をする法人は、その告知
又は告知書の提出を受ける者に対しては、上
記 1 ⑵③の本人確認書類の提示を要しないこ
ととされました（所令337④、339⑨、343④、
345⑥、346⑥、349④、350の 4 ④、350の 9
④、国外送金等調書令 3、 3の 3、 5④、 9
の 3②、所規81の17③）。
②　帳簿等を備えている場合の本人確認書類の
提示等の特例の整備
　上記 1 ⑷①の適用を受けるために提出すべ
き上記 1 ⑷①の申請書及び上記 1 ⑷③の届出
書並びに上記 1 ⑷④の適用を受けるために作
成されるべき帳簿書類の要件に上記①による
確認を受けていることが追加されました（所
令337⑤、339⑨、343⑤、345⑥、346⑥、349
⑤、350の 4 ⑤、350の 9 ⑤、国外送金等調書
令 5⑤、 9の 3③、所規81の 7 ④、81の11④、
81の21③、81の26、81の30、81の34③、81の
36⑥、81の39③）。
③　告知等を受けた者の確認及び帳簿書類の保
存義務等の整備
　上記 1 ⑴①から⑧まで又は⑫から⑮までの
告知又は告知書の提出をした者が上記①の確
認を受けた法人である場合には、その告知又
は告知書の提出を受けた者は、上記 1 ⑸の確
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認を要しないこととされました（所令338①、
339⑨、344①、345⑥、346⑥、350①、350の
5 ①、350の10①、国外送金等調書令 6 ①、
9 の 4 ①、所規81の17④）。ただし、上記 1
⑸①の確認に関する帳簿又は上記 1 ⑸②若し
くは③の確認に係る告知書に上記①の確認を
した旨を記載しておく必要があります（国外
送金等調書令 6③、 9の 4③、所規81の 8 ①、
81の12①、81の17③、81の22①、81の27、81
の31、81の35①、81の36⑩、81の40①）。

⑵　登記情報提供サービスにより提供を受けた登
記情報による告知事項の確認をした場合の法人
確認書類の提示の特例の創設等
①　登記情報提供サービスにより提供を受けた
登記情報による告知事項の確認をした場合の
法人確認書類の提示の特例の創設
　上記 1 ⑴①から⑧まで又は⑫から⑮までの
告知又は告知書の提出をする法人が告知又は
告知書の提出をする際、その告知又は告知書
の提出を受ける者が、その告知があった又は
告知書に記載された名称及び住所につき、電
気通信回線による登記情報の提供に関する法
律に規定する指定法人から送信を受けた同法
に規定する登記情報に記録されたその告知又
は告知書の提出をする法人の名称及び住所と
同じであることの確認をした場合には、その
告知又は告知書の提出をする法人は、その告
知又は告知書の提出を受ける者に、上記 1 ⑵
④の法人確認書類の提示をしたものとみなす
こととされました（所規81の 6 ⑤、81の10、
81の17②、81の20①、81の25①、81の29①、
81の33①、81の36②、81の38①、国外送金等
調書規 4⑤⑥）。
②　帳簿等を備えている場合の本人確認書類の
提示等の特例の整備
　上記 1 ⑷①の適用を受けようとする者が上
記 1 ⑷①の申請書又は上記 １ ⑷③の届出書を
提出する際に上記①の確認を受けている場合
には、その申請書又は届出書を受理した者は、

上記 1 ⑷②の帳簿に提出を受けた本人確認書
類の写しの名称及び上記①の確認をした旨を
記載しなければならないこととされました
（所規81の 7 ③⑤、81の11③⑤、81の21②⑤、
81の26、81の30、81の34②④、81の36⑤⑧、
81の39②④）。
③　告知等を受けた者の確認及び帳簿書類の保
存義務等の整備
　上記 1 ⑴①から⑧まで又は⑫から⑮までの
告知又は告知書の提出をした者が上記①の確
認を受けた法人である場合には、その告知又
は告知書の提出を受けた者は、上記 1 ⑸①の
確認に関する帳簿又は上記 1 ⑸②若しくは③
の確認に係る告知書に上記①の確認をした旨
を記載しておく必要があります（所規81の 8
①、81の12①、81の17②、81の22①、81の27、
81の31、81の35①、81の36⑩、81の40①、国
外送金等調書規 4⑤⑥）。

⑶　番号既告知者に係る法人番号の告知の特例の
創設　
　個人番号の告知方法等についての特例として
平成28年度税制改正で措置された上記 1 ⑶の番
号既告知者に係る個人番号の告知の特例につい
て、これと同様の特例を法人番号の告知におい
て設けることとされました。
①　上記 1 ⑴①から⑧まで又は⑫から⑮までの
告知又は告知書の提出を受ける者が、その告
知又は告知書の提出をする法人の法人番号そ
の他一定の事項を記載した帳簿（本人確認書
類の提示を受け、又は上記⑴①の確認をして
作成されたものに限ります。）を備えている
ときは、その告知又は告知書の提出をする法
人は、その者の法人番号の告知又は告知書へ
の記載を要しないこととされました。ただし、
その告知又は告知書の提出をする法人の名称、
住所又は法人番号が、その帳簿に記載された
その者の名称、住所又は法人番号と異なる場
合には、改めてこれらの事項について告知又
は告知書の提出をすることが必要となります
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（所法224①、224の 3 ①③④、224の 4 、224
の 5 ①、224の 6 、国外送金等調書法 3 ①、
4 の 2 ①、所令336①④、338①～③、339①
⑨、342①④、344①、345③⑤⑥、346③⑤⑥、
348①④、350①、350の 3 ①④、350の 5 ①、
350の 8 ①④、350の10①、国外送金等調書令
3、 3の 3、 5②、 6①、 9の 3④、 9の 4
①、所規81の 9 ①、81の17①⑥、国外送金等
調書規 3①⑥）。
②　上記①の帳簿に記載すべき一定の事項は、
次のものとされています。また、この帳簿は、
その閉鎖の日の属する年の翌年から 5年間保
存しなければならないこととされています
（所規81の 6 ⑧⑨、81の 9 ②、81の17⑦、81
の20③、81の25③、81の29③、81の33③、81
の36④、81の38②、国外送金等調書規 3②③
⑦、 5①、11の 2 ②）。
イ　本人確認書類の提示をし、又は上記⑴①
の確認を受けた者の名称、住所及び法人番
号
ロ　本人確認書類の提示を受け、又は上記⑴
①の確認をした年月日及びその提示を受け
た本人確認書類の名称又は上記⑴①の確認
をした旨（上記⑵①の確認を受けた法人に
あっては、本人確認書類の提示を受けた年
月日及びその提示を受けた本人確認書類の
名称並びに上記⑵①の確認をした旨）
ハ　その他参考となるべき事項
③　上記①の帳簿に法人番号等が記載されてい
る法人（番号既告知者）が告知又は告知書の
提出の際に提示しなければならない本人確認
書類は、その法人の上記 1 ⑵④の法人確認書
類とされました（所規81の 6 ③二、81の10、
81の17②、81の20①、81の25①、81の29①、
81の33①、81の36②、81の38①、国外送金等
調書規 4③二）。

⑷　番号利用法の改正に伴う所要の整備
①　関連する番号利用法の改正（通知カードの
廃止）の概要

　情報通信技術の活用による行政手続等に係
る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡
素化及び効率化を図るため、情報通信技術を
活用した行政の推進に関する基本原則及び行
政手続等を情報通信技術を利用する方法によ
り行うために必要となる事項等を定めるとと
もに、住民票及び戸籍の附票の記載等に係る
本人確認情報の保存及び提供の範囲の拡大、
電子証明書及び個人番号カードの利用者への
国外転出者の追加等の措置を講ずること等を
目的とする「情報通信技術の活用による行政
手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行
政運営の簡素化及び効率化を図るための行政
手続等における情報通信の技術の利用に関す
る法律等の一部を改正する法律案」が、第
198回国会に提出され、令和元年 5 月24日に
可決・成立し、同月31日に法律第16号として
公布されています。
　情報通信技術の活用による行政手続等に係
る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡
素化及び効率化を図るための行政手続等にお
ける情報通信の技術の利用に関する法律等の
一部を改正する法律（令和元年法律第16号。
以下「デジタル手続法」といいます。）第 4
条の規定による番号利用法の改正により、令
和 2年 5月25日以後は「通知カード」の新規
発行及び記載事項変更等の手続を廃止するこ
ととされました。
（注）　「通知カード」の新規発行廃止後は、「通

知カード」に代えて「個人番号通知書」に

より市町村長から個人番号が通知されるこ

ととなりますが、この「個人番号通知書」

は、記載事項変更の手続がない等の理由に

より、番号利用法上の本人確認書類とされ

ていないことから、税法上も同様に本人確

認書類とされておりません。

②　番号利用法の改正に伴う本人確認書類の範
囲の改正
　上記①の改正による番号利用法上の通知カ
ードを用いた個人への番号通知事務の終了及
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び通知カードにつき行っていた記載事項変更
の手続に関する事務の終了にあわせ、上記 1
⑴又は⑹の告知又は告知書等の提出（下記③
において「告知等」といいます。）の際に提
示すべき上記 1 ⑵①及び⑹⑤の本人確認書類
の範囲から通知カードを除外することとされ
ました（所規 7④二、81の 6 ①一ロ、措規18
の12③一ロ、国外送金等調書規 4①一ロ）。
（注）　また、上記 1 ⑵①ロロの「還付された通

知カード」についても、上記①の番号利用

法の改正に伴い、本人確認書類の範囲から

除外することとされています（所規81の 6

①二ロ、措規18の12③二ロ、国外送金等調

書規 4①二）。

③　通知カード所持者に係る経過措置
　上記②により、告知等の際に提示すべき本
人確認書類の範囲から通知カードが除外され
ましたが、デジタル手続法附則第 1条第 6号
に掲げる規定の施行の日（令和 2 年 5 月25
日）において既に通知カードの交付を受けて
いる者（通知カード所持者）については、そ
の者が上記 1 ⑴又は⑹の告知等をするまでの
間に、その者の通知カードに係る記載事項
（氏名、住所及び個人番号）に変更がない場
合又は記載事項変更の手続がとられている場
合には、引き続きその者の通知カードを上記
1 ⑴又は⑹の告知等の際に提示すべき本人確
認書類とする経過措置が設けられています
（租税特別措置法施行規則等の一部を改正す
る省令（令和 2年財務省令第46号）附則②～
⑤）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴①及び⑵①の改正は、令和 2年 4月
1日以後に上記 1 ⑴①から⑧まで又は⑫から⑮
までの告知又は告知書の提出をする場合につい
て適用されます（改正所令附則 7②、 8①、 9
②、10②、11②、12②、13②、14②、改正国外
送金等調書令附則 4②、 5②、改正所規附則 9、
12、15①②、16、18、20、22、24、25、改正国
外送金等調書規附則②③）。
⑵　上記 2 ⑴②及び③並びに⑵②及び③の改正は、
令和 2年 4月 1日以後に上記 1 ⑴①から⑧まで
又は⑫から⑮までの告知又は告知書の提出をす
る場合について適用し、同日前に上記 1 ⑴①か
ら⑧まで又は⑫から⑮までの告知又は告知書の
提出をした場合については従前どおりとされて
います（改正所令附則 7①、 8②、 9①、10①、
11①、12①、13①、14①、改正国外送金等調書
令附則 4①、 5①、改正所規附則10、13、17、
19、21、23、24②、26）。
⑶　上記 2 ⑶の改正は、令和 2年 4月 1日以後に
上記 1 ⑴①から⑧まで又は⑫から⑮までの告知
又は告知書の提出をする場合について適用し、
同日前に上記 1 ⑴①から⑧まで又は⑫から⑮ま
での告知又は告知書の提出をした場合について
は従前どおりとされています（改正所令附則 7
①、 9①、10①、11①、12①、13①、14①、改
正国外送金等調書令附則 2、 3、 4①、 5①、
改正所規附則11、15③）。
⑷　上記 2 ⑷の改正は、令和 2年 5月25日から施
行されています（租税特別措置法施行規則等の
一部を改正する省令（令和 2 年財務省令第46
号）附則①）。

十二�　漁業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う所得税法
関係の整備

1 　漁業法等の改正の経緯

　適切な資源管理と水産業の成長産業化を両立さ

せるため、資源管理措置並びに漁業許可及び免許
制度等の漁業生産に関する基本的制度を一体的に
見直すことを目的とした「漁業法等の一部を改正
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する等の法律案」が、第197回臨時国会に提出さ
れ、平成30年12月 8 日に可決・成立し、同月14日
に法律第95号として公布されました。同法におい
て、漁業法が改正され、漁業権について、付与する
者の決定方法の変更などの改正が行われています。

2 　整備の内容

　漁業法等の一部を改正する等の法律（平成30年
法律第95号。以下「漁業法等改正法」といいま
す。）の施行の際現に漁業法等改正法による改正
前の漁業法第10条の免許（以下「旧免許」といい
ます。）を受けている個人が漁業法等改正法附則
第 9条第 1項の規定により新漁業権を取得したも
のとみなされた場合におけるその新漁業権に係る
所得税法その他の所得税に関する法令の規定の適
用については、次によることとされました（漁業
法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係
政令の整備及び経過措置に関する政令57）。
⑴　その個人の令和 2年分の事業所得の金額の計
算上、新漁業権の取得について総収入金額に算
入すべき金額は、同年12月 1 日にその漁業権に
係る旧漁業権の譲渡があったものとした場合に
その旧漁業権の取得費の額として計算される金
額に相当する金額とする。
⑵　その個人の償却費の計算については、新漁業
権に係る旧漁業権の取得価額をもってその新漁
業権の取得価額とみなす。
⑶　その個人の償却費の計算については、その個
人が新漁業権に係る旧漁業権を業務の用に供し
ていた場合には、その用に供した日をもってそ
の個人がその新漁業権を業務の用に供したもの
とみなす。
⑷　その個人の新漁業権の譲渡による所得が所得
税法第33条第 3項各号に掲げる所得のいずれに
該当するかの判定（すなわちその譲渡所得が短
期譲渡所得か長期譲渡所得かの判定）について
は、その個人がその新漁業権をその新漁業権に
係る旧漁業権を取得した時から引き続き所有し
ていたものとみなす。

（注 1）　上記の「新漁業権」とは、漁業法等改正法

第 1 条の規定による改正後の漁業法第69条第

1項の免許に係る漁業権をいいます。
（注 2）　上記の「旧漁業権」とは、旧免許に係る漁

業権をいいます。

　また、旧漁業権の耐用年数につき減価償却資産
の耐用年数等に関する省令第 3条第 1項又は第 2
項の規定の適用を受けていたとき、すなわち、中
古資産の耐用年数を適用していたときは、新漁業
権の耐用年数については、その旧漁業権の耐用年
数とされていた年数によることとされました（漁
業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う漁
業権の耐用年数の経過措置に関する省令）。
　すなわち、漁業法等改正法附則第 9条第 1項の
規定により旧免許を受けている個人が旧漁業権に
代えて新漁業権を取得したものとみなされた場合
に、旧漁業権と新漁業権は経済的に同じものとみ
ることができることから、旧漁業権の消滅及び新
漁業権の取得がなく引き続き漁業権を有している
のと同様の課税関係とするために、所有期間を引
き継ぐこと等により損益が生じないこととすると
ともに、旧漁業権の償却費の計算の基礎となる取
得価額、業務供用日及び中古資産の耐用年数を新
漁業権に引き継ぐこととされたものです。
（注 3）　上記の整備は、令和 2 年 7 月 8 日に公布さ

れた「漁業法等の一部を改正する等の法律の

施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関

する政令（令和 2 年政令第217号）」第57条及

び同日に公布された「漁業法等の一部を改正

する等の法律の施行に伴う漁業権の耐用年数

の経過措置に関する省令」において措置され

ています。
（注 4）　上記の措置は、令和元年度税制改正事項です。

3 　適用関係

　上記 2 の措置は、漁業法等改正法の施行の日
（令和 2 年12月 1 日）から施行されます（漁業法
等の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係政
令の整備及び経過措置に関する政令附則 1、漁業
法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う漁業
権の耐用年数の経過措置に関する省令附則）。
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